
（ ）223（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  135

ドイツにおける定期金賠償の現状

ド
イ
ツ
に
お
け
る
定
期
金
賠
償
の
現
状

金

丸

義

衡

　
論
　
説

第
一
章　

は
じ
め
に

　

1
．
本
稿
の
課
題

　

2
．
わ
が
国
の
判
例
お
よ
び
学
説
の
展
開

第
二
章　

ド
イ
ツ
に
お
け
る
定
期
金
賠
償

　

1
．
ド
イ
ツ
法
の
条
文
構
造

　

2
．
ド
イ
ツ
法
の
現
状

第
三
章　

検
討

　

1
．
ド
イ
ツ
法
の
特
徴
と
日
本
法
と
の
相
違

　

2
．
定
期
金
賠
償
の
あ
り
方

第
四
章　

お
わ
り
に



（ ）224（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  137

ドイツにおける定期金賠償の現状

判
例
（
６
）が
積
み
重
ね
ら
れ
、
現
在
の
実
務
上
は
、
定
期
金
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
状
況
に
な
っ
た
と
い
え
る
。
さ
ら
に
、
民
事
訴
訟
法
一

一
七
条
（
７
）の

立
法
を
契
機
と
し
て
、
積
極
的
に
定
期
金
賠
償
を
採
用
す
る
こ
と
も
で
き
る
と
の
立
場
か
ら
、
一
時
金
賠
償
を
求
め
る
請

求
で
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
定
期
金
賠
償
の
合
理
性
と
履
行
確
保
の
可
能
性
か
ら
、
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
判
決
（
８
）も

み
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
て
き
た
。

　

将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
が
請
求
さ
れ
た
場
合
に
は
認
容
す
る
姿
勢
を
示
し
て
は
い
る
も
の
の
、
原
則
と
し
て
は
、

全
て
の
損
害
に
つ
い
て
一
時
金
賠
償
と
し
て
認
め
る
と
い
う
実
務
上
の
取
り
扱
い
が
確
立
さ
れ
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
状
況
（
９
）で

あ
り
、

最
高
裁
判
所
は
、
定
期
金
賠
償
の
可
能
性
こ
そ
認
め
る
も
の
の
、
積
極
的
に
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
わ
け
で
は
な
い
し
、
下
級
審
裁

判
所
に
お
い
て
は
、
被
害
者
か
ら
の
定
期
金
賠
償
の
主
張
を
退
け
て
一
時
金
賠
償
を
命
じ
る
も
の
も
散
見
さ
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
で
、
令
和
二
年
判
決
は
、
こ
れ
ま
で
認
め
ら
れ
て
き
た
介
護
費
用
だ
け
で
な
く
、
逸
失
利
益
に
つ
い
て
も
定
期

金
賠
償
の
方
法
が
否
定
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
と
す
る
。
そ
し
て
不
法
行
為
制
度
の
「
不
法
行
為
が
な
か
っ
た
と
き
の
状
態
に
回
復

さ
せ
る
」
と
い
う
目
的
と
「
損
害
の
公
平
な
分
担
を
図
る
」
と
い
う
理
念
に
照
ら
し
、
逸
失
利
益
に
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
こ
と
で
、

将
来
生
じ
る
損
害
が
現
実
化
す
る
た
び
に
賠
償
さ
せ
、
将
来
の
事
情
変
更
を
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
で
是
正
す
る
と
し
た
。
さ
ら
に
、

定
期
金
賠
償
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
逸
失
利
益
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
近
い
将
来
に
死
亡
が
予
測
さ
れ
る
な
ど
特
段
の
事
情
の
な
い

限
り
、
就
労
可
能
期
間
の
算
定
上
、
被
害
者
の
死
亡
と
い
う
事
情
は
考
慮
す
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
一
時
金
賠
償
の
場
合
の
判
例
法

理
と
同
様
の
説
明
を
維
持
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
定
期
金
賠
償
の
期
間
中
に
被
害
者
が
死
亡
し
た
と
し
て
も
、
判
決
時
に
定
め
ら
れ

る
終
期
に
至
る
ま
で
支
払
う
べ
き
で
あ
る
と
し
た
。

　
（
2
）　

学
説
上
の
理
解

　

わ
が
国
の
学
説
は
、
民
法
上
の
規
定
が
な
い
こ
と
か
ら
、
伝
統
的
に
一
時
金
に
よ
る
こ
と
を
前
提
に
、
逸
失
利
益
に
関
す
る
議
論

（
10
）

（
11
）

（
12
）

（
13
）
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論　　　説

1
．
本
稿
の
課
題

　

最
高
裁
判
所
は
、
令
和
二
年
七
月
九
日
（
民
集
七
四
巻
四
号
一
二
〇
四
頁
）
に
後
遺
障
害
に
対
す
る
逸
失
利
益
に
関
し
て
定
期
金

賠
償
を
認
め
る
判
決
（
１
）を
下
し
た
。
わ
が
国
で
は
、
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
明
文
の
規
定
が
民
法
上
は
定
め
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、
定

期
金
賠
償
を
ど
の
よ
う
な
内
容
の
も
の
と
理
解
す
べ
き
な
の
か
、
ま
た
具
体
的
な
制
度
と
し
て
ど
の
よ
う
に
運
用
し
て
い
く
べ
き
か
、

民
法
上
も
、
民
事
訴
訟
法
上
も
争
い
が
あ
る
。
本
稿
で
は
、
人
身
損
害
賠
償
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
の
制
度
を
民
法
典
の
中
で
定
め

る
ド
イ
ツ
法
に
つ
い
て
、
判
例
を
中
心
に
ど
の
よ
う
に
展
開
さ
れ
て
き
た
か
と
い
う
現
状
を
示
す
と
と
も
に
、
わ
が
国
の
制
度
と
の

異
同
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。

2
．
わ
が
国
の
判
例
お
よ
び
学
説
の
展
開
（
２
）　

　

わ
が
国
に
お
け
る
定
期
金
賠
償
は
、
民
法
に
定
め
ら
れ
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
判
例
お
よ
び
学
説
に
お
い
て
一
定
の
範
囲

で
承
認
さ
れ
て
き
た
。
以
下
で
は
、
判
例
お
よ
び
学
説
の
展
開
を
概
観
す
る
。

　
（
1
）　

判
例
の
展
開

　

令
和
二
年
判
決
以
前
の
裁
判
例
（
３
）に
お
い
て
も
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
も
の
が
散
見
さ
れ
る
が
、
最
高
裁
は
、
横
浜
プ
ー
ル
事
故

判
決
（
４
）で

、「
損
害
賠
償
請
求
権
者
が
訴
訟
上
一
時
金
に
よ
る
賠
償
の
支
払
い
を
求
め
る
旨
の
申
立
を
し
て
い
る
場
合
に
、
定
期
金
に

よ
る
支
払
を
命
じ
な
か
っ
た
原
判
決
は
正
当
で
あ
る
」
と
述
べ
、
一
時
金
賠
償
が
求
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
一
時
金
賠
償
し
か
認
め

る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
た
（
５
）。

　

他
方
、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
は
、
原
告
が
定
期
金
賠
償
に
よ
る
こ
と
を
求
め
る
場
合
、
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
下
級
審
裁

第
一
章　

は
じ
め
に
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不
合
理
で
あ
る
と
し
て
、
被
害
者
の
死
亡
ま
で
と
す
る
見
解
が
あ
る
。
ま
た
、
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
は
、
訴
え
提
起
後
に
支
払
い

期
限
の
到
来
す
る
定
期
金
の
部
分
に
つ
い
て
、
既
判
力
の
及
ぶ
範
囲
の
損
害
に
つ
い
て
判
決
の
変
更
を
求
め
る
訴
訟
法
上
の
形
成
の

訴
え
を
定
め
て
い
る
。
そ
し
て
同
条
が
要
件
と
し
て
定
め
る
「
著
し
い
事
情
の
変
更
」
に
つ
い
て
は
、
後
遺
障
害
の
程
度
の
変
更
を

念
頭
に
、
前
訴
判
決
裁
判
所
の
合
理
的
予
測
を
超
え
る
よ
う
な
程
度
で
あ
る
必
要
は
な
く
、
そ
の
定
期
金
額
を
維
持
す
る
こ
と
が
当

事
者
間
の
公
平
か
ら
み
て
不
相
当
と
判
断
さ
れ
る
程
度
の
も
の
で
足
り
る
と
さ
れ
て
い
る
。 

 

（
1
）　

本
判
決
に
つ
い
て
の
文
献
と
し
て
、
加
藤
新
太
郎
「
交
通
事
故
被
害
者
か
ら
の
定
期
金
賠
償
請
求
に
お
い
て
被
害
者
の
死
亡
時
を
定
期
金
賠
償
の

終
期
と
す
る
こ
と
の
要
否
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
一
七
七
号
六
七
頁
、
窪
田
充
見
「
後
遺
障
害
に
よ
る
逸
失
利
益
の
定
期
金
賠
償
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
一
八
二
号
四

頁
、
北
河
隆
之
「
後
遺
障
害
逸
失
利
益
と
定
期
金
賠
償
」
法
律
論
叢
九
三
巻
六
号
二
八
一
頁
、
大
寄
麻
代
「
最
高
裁
時
の
判
例
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一

五
六
〇
号
八
五
頁
、
若
林
三
奈
「
判
例
批
評
」
民
商
法
雑
誌
一
五
七
巻
四
号
七
六
八
頁
、
藤
村
和
夫
「
判
例
評
論
」
判
例
時
報
二
四
九
三
号
一
五

九
頁
、
中
原
太
郎
「
後
遺
障
害
逸
失
利
益
の
定
期
金
賠
償
の
可
否
と
終
期
」
法
学
協
会
雑
誌
一
三
九
巻
五
号
七
六
頁
、
下
田
大
介
「
後
遺
障
害
逸

失
利
益
に
係
る
定
期
金
賠
償
の
可
否
と
終
期
」
福
岡
大
学
法
学
論
叢
六
七
巻
二
号
三
一
五
頁
、
大
寄
麻
代
「
最
高
裁
判
所
判
例
解
説
」
法
曹
時
報

七
四
巻
一
二
号
二
二
〇
頁
が
あ
る
。

 

（
2
）　

日
本
法
の
展
開
お
よ
び
令
和
二
年
判
決
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
定
期
金
に
よ
る
逸
失
利
益
賠
償
」
甲
南
法
学
六
一
巻
一
・
二
・
三
・
四
号
十
九
頁

参
照
。

 

（
3
）　

交
通
事
故
に
よ
り
死
亡
し
た
被
害
者
の
配
偶
者
お
よ
び
子
に
つ
い
て
毎
月
一
定
の
扶
養
料
ま
た
は
生
活
費
を
支
払
う
旨
の
判
決
が
下
さ
れ
た
と
し

て
も
給
付
を
受
け
る
べ
き
者
が
期
間
内
に
死
亡
し
た
場
合
に
は
一
身
専
属
性
を
有
す
る
請
求
権
が
消
滅
す
る
と
し
た
事
例
（
大
審
院
大
正
五
年
九

月
十
六
日
判
決
・
民
録
二
二
巻
一
七
九
六
頁
）、
結
論
と
し
て
は
一
時
金
賠
償
を
認
め
た
が
不
法
行
為
の
賠
償
方
法
と
し
て
定
期
金
賠
償
が
当
然

に
認
め
ら
れ
る
こ
と
を
述
べ
た
事
例
（
大
審
院
昭
和
三
年
三
月
十
日
判
決
・
民
集
七
巻
一
五
二
頁
）
参
照
。

 

（
4
）　

一
時
金
賠
償
を
求
め
た
被
害
者
に
対
し
て
介
護
費
用
は
実
費
補
償
で
あ
り
現
実
に
生
じ
な
い
可
能
性
が
あ
る
か
ら
定
期
金
賠
償
に
よ
る
べ
き
と
し

た
加
害
者
の
主
張
を
排
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
六
二
年
二
月
六
日
判
決
・
判
時
一
二
三
二
号
一
〇
〇
頁
）
参
照
。

（
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）
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を
行
っ
て
き
た
。
し
か
し
、
必
ず
し
も
一
時
金
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
も
の
で
は
な
く
、
民
事
訴
訟
法
学
や
実
務
家
か

ら
の
議
論
も
重
ね
ら
れ
て
き
た
結
果
、
定
期
金
賠
償
の
方
法
も
一
定
の
合
理
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。

　

支
配
的
な
学
説
は
逸
失
利
益
賠
償
に
つ
い
て
確
立
し
た
実
務
上
の
運
用
が
な
さ
れ
て
き
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
一
時
金
賠
償
の
方

法
を
維
持
す
る
が
、
介
護
費
用
、
す
な
わ
ち
将
来
の
積
極
損
害
に
つ
い
て
は
定
期
金
賠
償
を
支
持
す
る
も
の
、
将
来
生
ず
べ
き
損
害

に
つ
い
て
は
、
積
極
、
消
極
を
問
わ
ず
定
期
金
賠
償
の
方
法
を
認
め
よ
う
と
す
る
も
の
に
分
か
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
立
場
に
あ
っ
て
も
、
被
害
者
の
申
立
を
条
件
と
す
る
見
解
、
被
害
者
の
選
択
ま
た
は
裁
判
所
の

裁
量
に
よ
り
認
め
ら
れ
る
と
す
る
考
え
方
、
一
時
金
賠
償
の
請
求
が
あ
る
場
合
で
も
裁
判
所
が
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き

る
と
す
る
立
場
、
定
期
金
賠
償
を
原
則
と
し
な
が
ら
債
権
の
具
体
化
に
応
じ
て
一
時
金
が
認
め
ら
れ
る
と
す
る
も
の
に
分
か
れ
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
民
事
訴
訟
法
上
は
、
処
分
権
主
義
（
申
立
拘
束
主
義
）
と
の
関
係
で
問
題
と
な
り
、
原
告
が
一
時
期
賠

償
を
求
め
た
場
合
に
定
期
金
賠
償
の
判
決
を
下
す
こ
と
、
あ
る
い
は
そ
の
逆
は
で
き
な
い
と
す
る
立
場
と
、
こ
れ
を
可
能
と
す
る

立
場
に
分
か
れ
る
が
、
前
者
が
多
数
を
占
め
る
。

　

し
か
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
加
害
者
と
の
関
係
が
継
続
す
る
こ
と
は
心
理
的
に
好
ま
し
く
な
い
、
と
言
わ
れ
る
こ
と
の
ほ
か
、
理

論
的
な
問
題
だ
け
で
は
な
く
、
定
期
金
賠
償
の
方
法
を
選
択
し
た
場
合
に
将
来
的
な
履
行
が
確
保
さ
れ
る
の
か
、
と
い
っ
た
法
政
策

的
な
議
論
が
さ
ら
に
必
要
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
場
合
の
具
体
的
な
賠
償
範
囲
と
の
関
係
で
は
、
終
期
を
ど
の
よ
う
に
定
め
る
か
、
民
事
訴
訟
法

一
一
七
条
を
ど
の
よ
う
に
運
用
す
べ
き
か
と
い
う
点
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
定
期
金
の
終
期
に
つ
い
て
は
、
一
時
金
賠
償

と
同
様
に
介
護
費
用
は
平
均
余
命
ま
で
、
逸
失
利
益
は
平
均
稼
働
年
齢
ま
で
と
い
う
形
で
終
期
を
定
め
る
べ
き
で
あ
る
の
か
が
問
題

と
な
り
、
重
度
の
後
遺
障
害
を
負
っ
た
場
合
に
健
康
な
通
常
人
の
平
均
余
命
年
数
ま
で
生
存
す
る
も
の
と
損
害
を
算
定
す
る
こ
と
は
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不
合
理
で
あ
る
と
し
て
、
被
害
者
の
死
亡
ま
で
と
す
る
見
解
が
あ
る
。
ま
た
、
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
は
、
訴
え
提
起
後
に
支
払
い

期
限
の
到
来
す
る
定
期
金
の
部
分
に
つ
い
て
、
既
判
力
の
及
ぶ
範
囲
の
損
害
に
つ
い
て
判
決
の
変
更
を
求
め
る
訴
訟
法
上
の
形
成
の

訴
え
を
定
め
て
い
る
。
そ
し
て
同
条
が
要
件
と
し
て
定
め
る
「
著
し
い
事
情
の
変
更
」
に
つ
い
て
は
、
後
遺
障
害
の
程
度
の
変
更
を

念
頭
に
、
前
訴
判
決
裁
判
所
の
合
理
的
予
測
を
超
え
る
よ
う
な
程
度
で
あ
る
必
要
は
な
く
、
そ
の
定
期
金
額
を
維
持
す
る
こ
と
が
当

事
者
間
の
公
平
か
ら
み
て
不
相
当
と
判
断
さ
れ
る
程
度
の
も
の
で
足
り
る
と
さ
れ
て
い
る
。 

 

（
1
）　

本
判
決
に
つ
い
て
の
文
献
と
し
て
、
加
藤
新
太
郎
「
交
通
事
故
被
害
者
か
ら
の
定
期
金
賠
償
請
求
に
お
い
て
被
害
者
の
死
亡
時
を
定
期
金
賠
償
の

終
期
と
す
る
こ
と
の
要
否
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
一
七
七
号
六
七
頁
、
窪
田
充
見
「
後
遺
障
害
に
よ
る
逸
失
利
益
の
定
期
金
賠
償
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
一
八
二
号
四

頁
、
北
河
隆
之
「
後
遺
障
害
逸
失
利
益
と
定
期
金
賠
償
」
法
律
論
叢
九
三
巻
六
号
二
八
一
頁
、
大
寄
麻
代
「
最
高
裁
時
の
判
例
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一

五
六
〇
号
八
五
頁
、
若
林
三
奈
「
判
例
批
評
」
民
商
法
雑
誌
一
五
七
巻
四
号
七
六
八
頁
、
藤
村
和
夫
「
判
例
評
論
」
判
例
時
報
二
四
九
三
号
一
五

九
頁
、
中
原
太
郎
「
後
遺
障
害
逸
失
利
益
の
定
期
金
賠
償
の
可
否
と
終
期
」
法
学
協
会
雑
誌
一
三
九
巻
五
号
七
六
頁
、
下
田
大
介
「
後
遺
障
害
逸

失
利
益
に
係
る
定
期
金
賠
償
の
可
否
と
終
期
」
福
岡
大
学
法
学
論
叢
六
七
巻
二
号
三
一
五
頁
、
大
寄
麻
代
「
最
高
裁
判
所
判
例
解
説
」
法
曹
時
報

七
四
巻
一
二
号
二
二
〇
頁
が
あ
る
。

 

（
2
）　

日
本
法
の
展
開
お
よ
び
令
和
二
年
判
決
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
定
期
金
に
よ
る
逸
失
利
益
賠
償
」
甲
南
法
学
六
一
巻
一
・
二
・
三
・
四
号
十
九
頁

参
照
。

 

（
3
）　

交
通
事
故
に
よ
り
死
亡
し
た
被
害
者
の
配
偶
者
お
よ
び
子
に
つ
い
て
毎
月
一
定
の
扶
養
料
ま
た
は
生
活
費
を
支
払
う
旨
の
判
決
が
下
さ
れ
た
と
し

て
も
給
付
を
受
け
る
べ
き
者
が
期
間
内
に
死
亡
し
た
場
合
に
は
一
身
専
属
性
を
有
す
る
請
求
権
が
消
滅
す
る
と
し
た
事
例
（
大
審
院
大
正
五
年
九

月
十
六
日
判
決
・
民
録
二
二
巻
一
七
九
六
頁
）、
結
論
と
し
て
は
一
時
金
賠
償
を
認
め
た
が
不
法
行
為
の
賠
償
方
法
と
し
て
定
期
金
賠
償
が
当
然

に
認
め
ら
れ
る
こ
と
を
述
べ
た
事
例
（
大
審
院
昭
和
三
年
三
月
十
日
判
決
・
民
集
七
巻
一
五
二
頁
）
参
照
。

 

（
4
）　

一
時
金
賠
償
を
求
め
た
被
害
者
に
対
し
て
介
護
費
用
は
実
費
補
償
で
あ
り
現
実
に
生
じ
な
い
可
能
性
が
あ
る
か
ら
定
期
金
賠
償
に
よ
る
べ
き
と
し

た
加
害
者
の
主
張
を
排
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
六
二
年
二
月
六
日
判
決
・
判
時
一
二
三
二
号
一
〇
〇
頁
）
参
照
。

（
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を
行
っ
て
き
た
。
し
か
し
、
必
ず
し
も
一
時
金
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
も
の
で
は
な
く
、
民
事
訴
訟
法
学
や
実
務
家
か

ら
の
議
論
も
重
ね
ら
れ
て
き
た
結
果
、
定
期
金
賠
償
の
方
法
も
一
定
の
合
理
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。

　

支
配
的
な
学
説
は
逸
失
利
益
賠
償
に
つ
い
て
確
立
し
た
実
務
上
の
運
用
が
な
さ
れ
て
き
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
一
時
金
賠
償
の
方

法
を
維
持
す
る
が
、
介
護
費
用
、
す
な
わ
ち
将
来
の
積
極
損
害
に
つ
い
て
は
定
期
金
賠
償
を
支
持
す
る
も
の
、
将
来
生
ず
べ
き
損
害

に
つ
い
て
は
、
積
極
、
消
極
を
問
わ
ず
定
期
金
賠
償
の
方
法
を
認
め
よ
う
と
す
る
も
の
に
分
か
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
立
場
に
あ
っ
て
も
、
被
害
者
の
申
立
を
条
件
と
す
る
見
解
、
被
害
者
の
選
択
ま
た
は
裁
判
所
の

裁
量
に
よ
り
認
め
ら
れ
る
と
す
る
考
え
方
、
一
時
金
賠
償
の
請
求
が
あ
る
場
合
で
も
裁
判
所
が
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き

る
と
す
る
立
場
、
定
期
金
賠
償
を
原
則
と
し
な
が
ら
債
権
の
具
体
化
に
応
じ
て
一
時
金
が
認
め
ら
れ
る
と
す
る
も
の
に
分
か
れ
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
民
事
訴
訟
法
上
は
、
処
分
権
主
義
（
申
立
拘
束
主
義
）
と
の
関
係
で
問
題
と
な
り
、
原
告
が
一
時
期
賠

償
を
求
め
た
場
合
に
定
期
金
賠
償
の
判
決
を
下
す
こ
と
、
あ
る
い
は
そ
の
逆
は
で
き
な
い
と
す
る
立
場
と
、
こ
れ
を
可
能
と
す
る

立
場
に
分
か
れ
る
が
、
前
者
が
多
数
を
占
め
る
。

　

し
か
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
加
害
者
と
の
関
係
が
継
続
す
る
こ
と
は
心
理
的
に
好
ま
し
く
な
い
、
と
言
わ
れ
る
こ
と
の
ほ
か
、
理

論
的
な
問
題
だ
け
で
は
な
く
、
定
期
金
賠
償
の
方
法
を
選
択
し
た
場
合
に
将
来
的
な
履
行
が
確
保
さ
れ
る
の
か
、
と
い
っ
た
法
政
策

的
な
議
論
が
さ
ら
に
必
要
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
場
合
の
具
体
的
な
賠
償
範
囲
と
の
関
係
で
は
、
終
期
を
ど
の
よ
う
に
定
め
る
か
、
民
事
訴
訟
法

一
一
七
条
を
ど
の
よ
う
に
運
用
す
べ
き
か
と
い
う
点
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
定
期
金
の
終
期
に
つ
い
て
は
、
一
時
金
賠
償

と
同
様
に
介
護
費
用
は
平
均
余
命
ま
で
、
逸
失
利
益
は
平
均
稼
働
年
齢
ま
で
と
い
う
形
で
終
期
を
定
め
る
べ
き
で
あ
る
の
か
が
問
題

と
な
り
、
重
度
の
後
遺
障
害
を
負
っ
た
場
合
に
健
康
な
通
常
人
の
平
均
余
命
年
数
ま
で
生
存
す
る
も
の
と
損
害
を
算
定
す
る
こ
と
は
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タ
二
八
九
号
一
六
三
頁
）、
一
時
金
賠
償
の
請
求
が
な
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
第
一
審
の
判
決
を
変
更
し
て
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
定
期

金
賠
償
を
命
じ
た
事
例
（
東
京
高
等
裁
判
所
平
成
十
五
年
七
月
二
九
日
判
決
・
判
時
一
八
三
八
号
六
九
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
一
時

金
賠
償
の
請
求
が
な
さ
れ
た
に
も
関
わ
ら
ず
保
険
会
社
に
よ
る
履
行
確
保
や
民
訴
法
一
一
七
条
の
活
用
を
指
摘
し
定
期
金
賠
償
を
命
じ
た
事
例

（
福
岡
地
方
裁
判
所
平
成
二
三
年
一
月
二
七
日
判
決
・
判
タ
一
三
四
八
号
一
九
一
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
の
一
時
金
賠
償
の
請
求
に
対
し
て
支

払
い
方
法
の
違
い
は
請
求
の
範
囲
内
に
と
ど
ま
る
か
ら
処
分
権
主
義
に
反
し
な
い
と
し
て
定
期
金
賠
償
を
命
じ
た
事
例
（
東
京
高
等
裁
判
所
平
成

二
五
年
三
月
十
四
日
判
決
・
判
タ
一
三
九
二
号
二
〇
三
頁
）
参
照
。

 

　
　
　

さ
ら
に
、
死
亡
事
例
に
つ
い
て
も
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
も
の
が
あ
る
。
介
護
費
用
と
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
が
認
め
ら
れ

る
こ
と
を
前
提
に
死
亡
逸
失
利
益
に
つ
い
て
十
五
年
間
の
定
期
金
と
十
六
年
目
に
残
額
を
一
時
金
賠
償
と
す
る
こ
と
も
請
求
権
者
の
処
分
権
に
属

す
る
か
ら
権
利
の
濫
用
に
な
ら
な
い
限
り
認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
十
五
年
七
月
二
四
日
判
決
・
判
時
一
八
三
八
号
四

〇
頁
）、
逸
失
利
益
・
葬
儀
費
用
・
慰
謝
料
の
う
ち
の
一
部
を
二
十
年
間
の
分
割
払
い
と
し
て
請
求
す
る
こ
と
は
期
限
の
利
益
を
付
与
す
る
も
の

と
し
て
原
告
の
処
分
権
の
範
囲
に
属
す
る
と
し
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
十
四
年
十
二
月
四
日
判
決
・
判
時
一
八
三
八
号
八
〇
頁
）
参
照
。

 

　
　
　

こ
れ
ら
の
判
決
を
積
極
的
に
評
価
す
る
も
の
と
し
て
、
近
江
幸
治
『
民
法
講
義
Ⅳ　

事
務
管
理
・
不
当
利
得
・
不
法
行
為　

第
三
版
』（
二
〇
一

八
年
・
成
文
堂
）
一
六
八
頁
。

 

（
9
）　

た
と
え
ば
、
自
動
車
損
害
賠
償
保
障
法
施
行
令
別
表
第
一
、
第
二
は
、
上
限
額
を
定
め
る
形
で
規
定
さ
れ
て
お
り
一
時
金
賠
償
を
念
頭
に
お
い
た

も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
実
際
の
裁
判
に
お
い
て
も
、
大
半
の
事
例
に
お
い
て
一
時
金
賠
償
請
求
と
し
て
行
わ
れ
て
い
る
。

 

（
10
）　

交
通
事
故
に
よ
り
生
じ
た
後
遺
障
害
の
症
状
固
定
後
に
別
原
因
で
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
逸
失
利
益
の
算
定
期
間
を
短
縮
す
る
も

の
で
は
な
い
と
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
平
成
八
年
四
月
二
五
日
判
決
・
民
集
五
〇
巻
五
号
一
二
二
一
頁
）、
交
通
事
故
に
よ
り
後
遺
障
害
が
生

じ
た
が
別
の
交
通
事
故
に
よ
り
の
ち
に
死
亡
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
就
労
可
能
期
間
の
算
定
に
死
亡
の
事
実
を
考
慮
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事

例
（
最
高
裁
判
所
平
成
八
年
五
月
三
一
日
判
決
・
民
集
五
〇
巻
六
号
一
三
二
三
頁
）
参
照
。

 

（
11
）　

福
岡
地
判
平
成
二
三
年
一
月
二
七
日
（
判
タ
一
三
四
八
号
一
九
一
頁
）
を
変
更
し
て
被
害
者
の
求
め
る
一
時
金
賠
償
を
命
じ
た
事
例
（
福
岡
高
等

裁
判
所
平
成
二
三
年
十
二
月
二
二
日
判
決
・
判
時
二
一
五
一
号
三
一
頁
）
参
照
。

 

（
12
）　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
判
決
後
の
被
害
者
の
死
亡
が
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
「
著
し
い
事
情
の
変
更
」
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
指

摘
す
る
小
池
裁
判
官
の
補
足
意
見
が
付
さ
れ
て
い
る
。
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（
5
）　

こ
の
判
決
は
、
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
改
正
前
の
事
例
で
あ
る
た
め
、
先
例
と
し
て
の
意
義
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
の
か
に
つ
い
て
、
民
事

訴
訟
法
上
は
争
い
が
あ
る
。

 
（
6
）　

交
通
事
故
被
害
者
の
配
偶
者
お
よ
び
子
の
十
年
間
の
扶
養
請
求
権
侵
害
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（
神
戸
地

方
裁
判
所
昭
和
三
六
年
三
月
二
八
日
判
決
・
交
通
下
民
集
三
六
年
度
一
六
四
）、
介
護
費
用
の
他
に
逸
失
利
益
と
し
て
生
存
期
間
中
十
四
年
間
に

つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
と
し
た
事
例
（
名
古
屋
地
方
裁
判
所
昭
和
四
七
年
十
一
月
二
九
日
判
決
・
判
時
六
九
六
号
二
〇
五
頁
）、
後
遺
障

害
逸
失
利
益
に
つ
い
て
バ
ス
運
転
業
務
へ
の
復
職
か
身
体
回
復
時
点
か
退
職
ま
た
は
死
亡
時
ま
で
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
仙
台
地
方
裁

判
所
昭
和
五
八
年
二
月
十
六
日
判
決
・
判
時
一
一
一
六
号
一
一
〇
頁
）、
被
害
者
が
一
時
金
と
し
て
請
求
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
将
来
の
給

付
を
求
め
る
訴
え
と
し
て
必
要
性
が
認
め
ら
れ
る
時
に
は
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（
大

阪
地
方
裁
判
所
平
成
五
年
二
月
二
二
日
判
決
・
判
タ
八
三
四
号
一
六
一
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
自
宅
介
護
を
開
始
す
る
と
い
う
条
件

付
き
で
定
期
金
賠
償
を
認
め
民
訴
法
一
一
七
条
を
類
推
適
用
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
し
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
八
年
十
二
月
十
日
判

決
・
判
時
一
五
八
九
号
八
一
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
死
亡
ま
で
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
大
阪
地
方
裁
判
所
平
成
十
年
六
月

二
六
日
判
決
・
判
タ
一
〇
〇
一
号
一
九
六
頁
）、
将
来
の
看
護
費
用
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
十
五
年
十

月
七
日
判
決
・
判
タ
一
一
七
二
号
二
五
三
頁
）、
死
亡
ま
で
の
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
大
阪
地
方
裁
判
所
平

成
十
六
年
一
月
二
一
日
判
決
・
判
タ
一
一
七
四
号
二
六
四
頁
）
参
照
。

 

　
　
　

た
だ
し
名
古
屋
地
判
昭
和
四
七
年
判
決
の
控
訴
審
に
お
い
て
は
、
一
時
金
と
し
て
請
求
さ
れ
た
場
合
に
裁
判
所
が
定
期
金
賠
償
を
命
じ
る
こ
と
は

で
き
な
い
と
し
た
（
名
古
屋
高
等
裁
判
所
昭
和
四
九
年
八
月
三
〇
日
判
決
・
判
時
七
六
九
号
五
三
頁
）。

 

（
7
）　

立
法
段
階
で
は
、
定
期
金
賠
償
を
明
文
化
す
る
こ
と
も
検
討
さ
れ
た
が
（
法
務
省
民
事
局
参
事
官
室
・
民
事
訴
訟
手
続
に
関
す
る
検
討
事
項
〔
一

九
九
一
〕
第
三
・
二
四
、
同
民
事
訴
訟
手
続
に
関
す
る
検
討
事
項
補
足
説
明
〔
一
九
九
一
〕
第
三
・
四
参
照
）、
実
体
法
上
の
規
律
が
未
確
定
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
定
期
金
賠
償
の
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
前
提
に
、
事
情
変
更
へ
の
対
応
の
た
め
に
本
条
を
設
け
る
に
と
ど
め
た
（
高
田
裕
成
・

三
木
浩
一
・
山
本
克
己
・
山
本
和
彦
編
『
注
釈
民
事
訴
訟
法　

第
二
巻　

総
則
（
二
）　 

61
〜
132
の
10
』（
有
斐
閣
・
二
〇
二
三
年
）
七
〇
八
頁

﹇
畑
瑞
穂
﹈）。

 

（
8
）　

重
度
の
後
遺
障
害
が
生
じ
た
場
合
に
余
命
の
予
測
が
困
難
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
一
時
金
賠
償
の
金
額
が
制
限
さ
れ
る
の
は
妥
当
で
は
な
い
か
ら

介
護
費
用
と
逸
失
利
益
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（
札
幌
地
方
裁
判
所
昭
和
四
八
年
一
月
二
三
日
判
決
・
判

§§  
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タ
二
八
九
号
一
六
三
頁
）、
一
時
金
賠
償
の
請
求
が
な
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
第
一
審
の
判
決
を
変
更
し
て
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
定
期

金
賠
償
を
命
じ
た
事
例
（
東
京
高
等
裁
判
所
平
成
十
五
年
七
月
二
九
日
判
決
・
判
時
一
八
三
八
号
六
九
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
一
時

金
賠
償
の
請
求
が
な
さ
れ
た
に
も
関
わ
ら
ず
保
険
会
社
に
よ
る
履
行
確
保
や
民
訴
法
一
一
七
条
の
活
用
を
指
摘
し
定
期
金
賠
償
を
命
じ
た
事
例

（
福
岡
地
方
裁
判
所
平
成
二
三
年
一
月
二
七
日
判
決
・
判
タ
一
三
四
八
号
一
九
一
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
の
一
時
金
賠
償
の
請
求
に
対
し
て
支

払
い
方
法
の
違
い
は
請
求
の
範
囲
内
に
と
ど
ま
る
か
ら
処
分
権
主
義
に
反
し
な
い
と
し
て
定
期
金
賠
償
を
命
じ
た
事
例
（
東
京
高
等
裁
判
所
平
成

二
五
年
三
月
十
四
日
判
決
・
判
タ
一
三
九
二
号
二
〇
三
頁
）
参
照
。

 

　
　
　

さ
ら
に
、
死
亡
事
例
に
つ
い
て
も
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
も
の
が
あ
る
。
介
護
費
用
と
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
が
認
め
ら
れ

る
こ
と
を
前
提
に
死
亡
逸
失
利
益
に
つ
い
て
十
五
年
間
の
定
期
金
と
十
六
年
目
に
残
額
を
一
時
金
賠
償
と
す
る
こ
と
も
請
求
権
者
の
処
分
権
に
属

す
る
か
ら
権
利
の
濫
用
に
な
ら
な
い
限
り
認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
十
五
年
七
月
二
四
日
判
決
・
判
時
一
八
三
八
号
四

〇
頁
）、
逸
失
利
益
・
葬
儀
費
用
・
慰
謝
料
の
う
ち
の
一
部
を
二
十
年
間
の
分
割
払
い
と
し
て
請
求
す
る
こ
と
は
期
限
の
利
益
を
付
与
す
る
も
の

と
し
て
原
告
の
処
分
権
の
範
囲
に
属
す
る
と
し
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
十
四
年
十
二
月
四
日
判
決
・
判
時
一
八
三
八
号
八
〇
頁
）
参
照
。

 

　
　
　

こ
れ
ら
の
判
決
を
積
極
的
に
評
価
す
る
も
の
と
し
て
、
近
江
幸
治
『
民
法
講
義
Ⅳ　

事
務
管
理
・
不
当
利
得
・
不
法
行
為　

第
三
版
』（
二
〇
一

八
年
・
成
文
堂
）
一
六
八
頁
。

 

（
9
）　

た
と
え
ば
、
自
動
車
損
害
賠
償
保
障
法
施
行
令
別
表
第
一
、
第
二
は
、
上
限
額
を
定
め
る
形
で
規
定
さ
れ
て
お
り
一
時
金
賠
償
を
念
頭
に
お
い
た

も
の
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
実
際
の
裁
判
に
お
い
て
も
、
大
半
の
事
例
に
お
い
て
一
時
金
賠
償
請
求
と
し
て
行
わ
れ
て
い
る
。

 

（
10
）　

交
通
事
故
に
よ
り
生
じ
た
後
遺
障
害
の
症
状
固
定
後
に
別
原
因
で
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
逸
失
利
益
の
算
定
期
間
を
短
縮
す
る
も

の
で
は
な
い
と
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
平
成
八
年
四
月
二
五
日
判
決
・
民
集
五
〇
巻
五
号
一
二
二
一
頁
）、
交
通
事
故
に
よ
り
後
遺
障
害
が
生

じ
た
が
別
の
交
通
事
故
に
よ
り
の
ち
に
死
亡
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
就
労
可
能
期
間
の
算
定
に
死
亡
の
事
実
を
考
慮
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事

例
（
最
高
裁
判
所
平
成
八
年
五
月
三
一
日
判
決
・
民
集
五
〇
巻
六
号
一
三
二
三
頁
）
参
照
。

 

（
11
）　

福
岡
地
判
平
成
二
三
年
一
月
二
七
日
（
判
タ
一
三
四
八
号
一
九
一
頁
）
を
変
更
し
て
被
害
者
の
求
め
る
一
時
金
賠
償
を
命
じ
た
事
例
（
福
岡
高
等

裁
判
所
平
成
二
三
年
十
二
月
二
二
日
判
決
・
判
時
二
一
五
一
号
三
一
頁
）
参
照
。

 

（
12
）　

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
判
決
後
の
被
害
者
の
死
亡
が
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
「
著
し
い
事
情
の
変
更
」
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
指

摘
す
る
小
池
裁
判
官
の
補
足
意
見
が
付
さ
れ
て
い
る
。
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（
5
）　

こ
の
判
決
は
、
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
改
正
前
の
事
例
で
あ
る
た
め
、
先
例
と
し
て
の
意
義
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
の
か
に
つ
い
て
、
民
事

訴
訟
法
上
は
争
い
が
あ
る
。

 

（
6
）　

交
通
事
故
被
害
者
の
配
偶
者
お
よ
び
子
の
十
年
間
の
扶
養
請
求
権
侵
害
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（
神
戸
地

方
裁
判
所
昭
和
三
六
年
三
月
二
八
日
判
決
・
交
通
下
民
集
三
六
年
度
一
六
四
）、
介
護
費
用
の
他
に
逸
失
利
益
と
し
て
生
存
期
間
中
十
四
年
間
に

つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
と
し
た
事
例
（
名
古
屋
地
方
裁
判
所
昭
和
四
七
年
十
一
月
二
九
日
判
決
・
判
時
六
九
六
号
二
〇
五
頁
）、
後
遺
障

害
逸
失
利
益
に
つ
い
て
バ
ス
運
転
業
務
へ
の
復
職
か
身
体
回
復
時
点
か
退
職
ま
た
は
死
亡
時
ま
で
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
仙
台
地
方
裁

判
所
昭
和
五
八
年
二
月
十
六
日
判
決
・
判
時
一
一
一
六
号
一
一
〇
頁
）、
被
害
者
が
一
時
金
と
し
て
請
求
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
将
来
の
給

付
を
求
め
る
訴
え
と
し
て
必
要
性
が
認
め
ら
れ
る
時
に
は
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（
大

阪
地
方
裁
判
所
平
成
五
年
二
月
二
二
日
判
決
・
判
タ
八
三
四
号
一
六
一
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
自
宅
介
護
を
開
始
す
る
と
い
う
条
件

付
き
で
定
期
金
賠
償
を
認
め
民
訴
法
一
一
七
条
を
類
推
適
用
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
し
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
八
年
十
二
月
十
日
判

決
・
判
時
一
五
八
九
号
八
一
頁
）、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
死
亡
ま
で
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
大
阪
地
方
裁
判
所
平
成
十
年
六
月

二
六
日
判
決
・
判
タ
一
〇
〇
一
号
一
九
六
頁
）、
将
来
の
看
護
費
用
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平
成
十
五
年
十

月
七
日
判
決
・
判
タ
一
一
七
二
号
二
五
三
頁
）、
死
亡
ま
で
の
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（
大
阪
地
方
裁
判
所
平

成
十
六
年
一
月
二
一
日
判
決
・
判
タ
一
一
七
四
号
二
六
四
頁
）
参
照
。

 

　
　
　

た
だ
し
名
古
屋
地
判
昭
和
四
七
年
判
決
の
控
訴
審
に
お
い
て
は
、
一
時
金
と
し
て
請
求
さ
れ
た
場
合
に
裁
判
所
が
定
期
金
賠
償
を
命
じ
る
こ
と
は

で
き
な
い
と
し
た
（
名
古
屋
高
等
裁
判
所
昭
和
四
九
年
八
月
三
〇
日
判
決
・
判
時
七
六
九
号
五
三
頁
）。

 

（
7
）　

立
法
段
階
で
は
、
定
期
金
賠
償
を
明
文
化
す
る
こ
と
も
検
討
さ
れ
た
が
（
法
務
省
民
事
局
参
事
官
室
・
民
事
訴
訟
手
続
に
関
す
る
検
討
事
項
〔
一

九
九
一
〕
第
三
・
二
四
、
同
民
事
訴
訟
手
続
に
関
す
る
検
討
事
項
補
足
説
明
〔
一
九
九
一
〕
第
三
・
四
参
照
）、
実
体
法
上
の
規
律
が
未
確
定
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
定
期
金
賠
償
の
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
前
提
に
、
事
情
変
更
へ
の
対
応
の
た
め
に
本
条
を
設
け
る
に
と
ど
め
た
（
高
田
裕
成
・

三
木
浩
一
・
山
本
克
己
・
山
本
和
彦
編
『
注
釈
民
事
訴
訟
法　

第
二
巻　

総
則
（
二
）　 

61
〜
132
の
10
』（
有
斐
閣
・
二
〇
二
三
年
）
七
〇
八
頁

﹇
畑
瑞
穂
﹈）。

 

（
8
）　

重
度
の
後
遺
障
害
が
生
じ
た
場
合
に
余
命
の
予
測
が
困
難
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
一
時
金
賠
償
の
金
額
が
制
限
さ
れ
る
の
は
妥
当
で
は
な
い
か
ら

介
護
費
用
と
逸
失
利
益
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（
札
幌
地
方
裁
判
所
昭
和
四
八
年
一
月
二
三
日
判
決
・
判

§§  
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ドイツにおける定期金賠償の現状

要
に
な
る
（
大
島
眞
一
「
重
度
後
遺
障
害
事
案
に
お
け
る
将
来
の
介
護
費
用
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
一
六
九
号
七
三
頁
、
八
五
頁
））。

 

（
17
）　

窪
田
充
見
『
不
法
行
為
法　

第
二
版
』（
二
〇
一
八
年
・
有
斐
閣
）
四
〇
六
頁
、
波
多
江
久
美
子
「
植
物
状
態
」
塩
崎
勤
＝
園
部
英
穂
編
『
新
・

裁
判
実
務
大
系　

交
通
損
害
訴
訟
法
』（
二
〇
〇
三
年
・
青
林
書
院
）
一
六
四
頁
、
一
七
五
頁
。

 

（
18
）　

幾
代
通
・
徳
本
伸
一
『
不
法
行
為
法
』（
一
九
九
三
年
・
有
斐
閣
）
二
九
九
頁
、
河
野
正
憲
『
民
事
訴
訟
法
』（
二
〇
〇
九
年
・
有
斐
閣
）
六
三
九

頁
、
坂
田
宏
「
処
分
権
主
義
よ
り
み
た
定
期
金
賠
償
判
決
」
谷
口
安
平
先
生
古
稀
祝
賀
『
現
代
民
事
司
法
の
諸
相
』（
二
〇
〇
五
年
・
成
文
堂
）

一
七
一
頁
、
一
七
一
頁
。

 

　
　
　

藤
村
和
夫
「
定
期
金
賠
償
論
」
同
『
交
通
事
故
賠
償
理
論
の
新
展
開
』（
一
九
九
八
年
・
日
本
評
論
社
）
一
〇
八
頁
、
一
二
三
頁
、
四
宮
和
夫

『
不
法
行
為
』（
一
九
八
五
年
・
青
林
書
院
）
四
七
〇
頁
、
前
田
達
明
『
民
法　
　
　

不
法
行
為
法
』（
一
九
八
〇
年
・
青
林
書
院
）
二
六
二
頁
、

高
橋
眞
「
定
期
金
賠
償
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
一
二
六
号
二
四
六
頁
、
二
四
八
頁
以
下
は
、
逸
失
利
益
と
扶
養
利
益
の
賠
償
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を

支
持
す
る
。
な
お
、
倉
田
卓
次
「
定
期
金
賠
償
試
論
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
七
九
号
一
九
頁
、
二
〇
頁
、
楠
本
安
雄
「
定
期
金
賠
償
」
判
例
タ
イ
ム

ズ
二
一
二
号
一
三
四
頁
、
一
三
四
頁
以
下
、
勅
使
河
原
和
彦
「
定
期
金
賠
償
請
求
訴
訟
と
処
分
権
主
義
」
同
『
民
事
訴
訟
法
理
論
と
「
時
間
」
的

価
値
』（
二
〇
〇
九
年
・
成
文
堂
）
二
四
七
頁
、
二
七
三
頁
は
、
死
亡
の
場
合
に
は
扶
養
利
益
の
み
定
期
金
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
す
る
。
ま
た
、

藤
村
一
二
五
頁
、
江
藤
价
泰
「
判
決
に
お
い
て
定
期
金
賠
償
を
命
ず
る
こ
と
の
可
否
」
鈴
木
忠
一
・
三
ケ
月
章
監
修
『
実
務
民
事
訴
訟
講
座
3
』

（
一
九
六
九
年
・
日
本
評
論
社
）
二
九
一
頁
、
三
〇
一
頁
は
、
扶
養
利
益
構
成
と
定
期
金
賠
償
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
る
こ
と
を
述
べ
る
。

 

（
19
）　

我
妻
栄
『
事
務
管
理
・
不
当
利
得
・
不
法
行
為
』（
日
本
評
論
社
・
一
九
三
七
年
・
復
刻
版
・
一
九
八
八
年
）
二
〇
六
頁
、
楠
本
（
前
掲
注
14
）

二
三
六
頁
、
加
藤
一
郎
『
不
法
行
為
』（
一
九
五
七
年
・
有
斐
閣
）
二
一
六
頁
、
江
藤
（
前
掲
注
18
）
三
〇
三
頁
、
塩
崎
勤
「
植
物
人
間
」
吉
田

秀
文
＝
塩
崎
勤
編
『
裁
判
実
務
大
系　

民
事
交
通
・
労
働
災
害
訴
訟
法
』（
一
九
八
五
年
・
青
林
書
院
）
一
五
四
頁
、
一
六
五
頁
、
岩
井
俊
「
定

期
金
賠
償
」
篠
田
省
二
編
『
裁
判
実
務
大
系　

不
法
行
為
訴
訟
法
（
2
）』（
一
九
九
一
年
・
青
林
書
院
）
二
八
八
頁
、
三
〇
六
頁
、
越
山
和
広

「
定
期
金
賠
償
と
新
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
変
更
の
訴
え
に
つ
い
て
」
近
畿
大
学
法
学
四
五
巻
二
号
七
九
頁
、
八
八
頁
以
下
、
池
田
辰
夫
「
定

期
金
賠
償
の
問
題
点
」
鈴
木
忠
一
・
三
ケ
月
章
監
修
『
新
・
実
務
民
事
訴
訟
講
座
4
』（
一
九
八
二
年
・
日
本
評
論
社
）
二
四
一
頁
、
二
六
〇
頁
。

 

（
20
）　

四
宮
（
前
掲
注
18
）
四
七
〇
頁
、
波
多
江
（
前
掲
注
17
）
一
七
七
頁
。

 

（
21
）　

倉
田
卓
次
「
年
金
賠
償
再
論
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
八
五
四
号
八
頁
、
一
七
頁
、
中
園
浩
一
郎
「
定
期
金
賠
償
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
二
六
〇
号
五
頁
、

一
三
頁
、
羽
成
守
「
定
期
金
賠
償
の
支
払
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
六
三
八
号
五
六
頁
、
五
九
頁
。
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論　　　説
 

　
　
　

一
般
的
な
相
続
の
問
題
と
し
て
も
、
相
続
人
が
複
数
い
る
場
合
に
、
定
期
金
債
権
が
一
般
債
権
と
し
て
単
純
に
分
割
さ
れ
う
る
も
の
な
の
か
ど
う

か
が
問
題
と
な
る
。
ま
た
、
特
に
問
題
と
な
り
う
る
の
は
、
逆
相
続
型
の
事
例
で
あ
る
。
例
え
ば
、
長
子
の
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
つ
い
て
定
期

金
賠
償
が
認
め
ら
れ
、
か
つ
、
定
期
金
給
付
期
間
中
に
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
、
そ
の
定
期
金
賠
償
請
求
権
は
残
期
間
に
つ
い
て
親
が
金
銭
債

権
と
し
て
相
続
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
さ
ら
に
親
が
死
亡
し
た
と
き
に
は
次
子
が
相
続
す
る
と
い
う
可
能
性
が
考
え
ら
れ
る
。
賠
償
請
求
権
が
認

め
ら
れ
た
の
ち
は
単
な
る
定
期
金
債
権
で
あ
る
と
し
て
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
ど
う
か
は
、
一
時
金
の
場
合
に
全
額
が
親
に
相
続
さ
れ
親
の

財
産
と
混
同
し
て
し
ま
っ
た
の
ち
に
相
続
さ
れ
る
と
い
う
場
合
と
実
質
的
に
異
な
る
か
ど
う
か
は
別
と
し
て
も
、
定
期
金
と
し
て
存
続
さ
せ
る
べ

き
で
あ
る
か
に
つ
い
て
検
討
の
余
地
が
あ
ろ
う
。

 

　
　
　

こ
の
点
に
つ
い
て
同
様
の
懸
念
を
示
す
も
の
と
し
て
、
窪
田
充
見
「
逸
失
利
益
の
定
期
金
賠
償
に
つ
い
て
の
覚
書
」
神
戸
法
学
雑
誌
六
八
巻
四
号

四
三
頁
、
五
三
頁
以
下
。
ま
た
、
白
石
史
子
「
定
期
金
賠
償
の
諸
問
題
」
森
冨
義
明
・
村
主
隆
行
編
『
交
通
関
係
訴
訟
の
実
務
』（
二
〇
一
六

年
・
商
事
法
務
）
二
七
七
頁
、
二
八
〇
頁
以
下
は
、
被
害
者
死
亡
後
の
定
期
金
給
付
の
可
能
性
を
認
め
る
が
、
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
定
期
金
賠

償
を
認
め
る
意
義
は
小
さ
い
と
す
る
。

 

（
13
）　

判
例
、
通
説
の
と
る
具
体
的
損
害
算
定
に
疑
問
を
呈
し
、
遺
族
自
身
の
損
害
と
し
て
定
額
化
を
指
向
す
る
考
え
方
と
し
て
、
西
原
道
雄
「
損
害
賠

償
額
の
法
理
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
三
八
一
号
一
四
八
頁
、
一
五
二
頁
以
下
が
あ
る
。

 

（
14
）　

倉
田
卓
次
「
定
期
金
賠
償
試
論
」
判
タ
一
七
九
号
一
九
頁
、
楠
本
安
雄
『
人
身
損
害
賠
償
論
』（
一
九
八
四
年
・
日
本
評
論
社
）
一
八
七
頁
、
中

園
浩
一
郎
「
定
期
金
賠
償
」
判
タ
一
二
六
〇
号
五
頁
。

 

（
15
）　

吉
村
良
一
『
不
法
行
為
法　

第
五
版
』（
二
〇
一
七
年
・
有
斐
閣
）
一
二
一
頁
、
平
井
宜
雄
『
債
権
各
論
』（
一
九
九
二
年
・
弘
文
堂
）
一
〇
〇
頁
、

澤
井
裕
『
事
務
管
理
・
不
当
利
得
・
不
法
行
為　

第
三
版
』（
二
〇
〇
一
年
・
有
斐
閣
）
一
一
一
頁
。

 

　
　
　

初
期
の
議
論
と
し
て
は
、
石
田
文
次
郎
「
債
権
各
論
講
義
」（
一
九
三
七
年
・
弘
文
堂
：
五
版
一
九
三
九
年
）
三
〇
六
頁
が
あ
る
。
ま
た
、
ド
イ

ツ
民
法
の
定
期
金
給
付
を
参
照
と
し
て
賠
償
の
支
払
条
件
と
し
て
の
割
賦
払
を
論
じ
る
も
の
も
あ
る
（
末
広
厳
太
郎
「
損
害
賠
償
の
割
賦
払
」
民

法
雑
記
帳
下
巻
（
一
九
五
三
年
・
日
本
評
論
新
社
）
二
〇
六
頁
、
二
版
一
九
八
〇
年
・
一
八
七
頁
）。

 

　
　
　

加
藤
一
郎
「
損
害
賠
償
の
方
法
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
八
八
六
号
八
六
頁
、
九
二
頁
は
、
定
期
金
賠
償
を
民
法
の
規
定
と
し
て
定
め
る
こ
と
を
提
言
す
る
。

 

（
16
）　

窪
田
充
見
「
定
期
金
賠
償
の
課
題
と
役
割
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
四
〇
三
号
五
四
頁
。

 

　
　
　

将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
は
、
原
告
の
死
亡
ま
た
は
平
均
余
命
の
い
ず
れ
か
早
い
時
期
ま
で
、
あ
る
い
は
死
亡
す
る
ま
で
と
い
っ
た
限
定
が
必
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ドイツにおける定期金賠償の現状

要
に
な
る
（
大
島
眞
一
「
重
度
後
遺
障
害
事
案
に
お
け
る
将
来
の
介
護
費
用
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
一
六
九
号
七
三
頁
、
八
五
頁
））。

 
（
17
）　

窪
田
充
見
『
不
法
行
為
法　

第
二
版
』（
二
〇
一
八
年
・
有
斐
閣
）
四
〇
六
頁
、
波
多
江
久
美
子
「
植
物
状
態
」
塩
崎
勤
＝
園
部
英
穂
編
『
新
・

裁
判
実
務
大
系　

交
通
損
害
訴
訟
法
』（
二
〇
〇
三
年
・
青
林
書
院
）
一
六
四
頁
、
一
七
五
頁
。

 

（
18
）　

幾
代
通
・
徳
本
伸
一
『
不
法
行
為
法
』（
一
九
九
三
年
・
有
斐
閣
）
二
九
九
頁
、
河
野
正
憲
『
民
事
訴
訟
法
』（
二
〇
〇
九
年
・
有
斐
閣
）
六
三
九

頁
、
坂
田
宏
「
処
分
権
主
義
よ
り
み
た
定
期
金
賠
償
判
決
」
谷
口
安
平
先
生
古
稀
祝
賀
『
現
代
民
事
司
法
の
諸
相
』（
二
〇
〇
五
年
・
成
文
堂
）

一
七
一
頁
、
一
七
一
頁
。

 

　
　
　

藤
村
和
夫
「
定
期
金
賠
償
論
」
同
『
交
通
事
故
賠
償
理
論
の
新
展
開
』（
一
九
九
八
年
・
日
本
評
論
社
）
一
〇
八
頁
、
一
二
三
頁
、
四
宮
和
夫

『
不
法
行
為
』（
一
九
八
五
年
・
青
林
書
院
）
四
七
〇
頁
、
前
田
達
明
『
民
法　
　
　

不
法
行
為
法
』（
一
九
八
〇
年
・
青
林
書
院
）
二
六
二
頁
、

高
橋
眞
「
定
期
金
賠
償
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
一
二
六
号
二
四
六
頁
、
二
四
八
頁
以
下
は
、
逸
失
利
益
と
扶
養
利
益
の
賠
償
に
つ
い
て
定
期
金
賠
償
を

支
持
す
る
。
な
お
、
倉
田
卓
次
「
定
期
金
賠
償
試
論
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
七
九
号
一
九
頁
、
二
〇
頁
、
楠
本
安
雄
「
定
期
金
賠
償
」
判
例
タ
イ
ム

ズ
二
一
二
号
一
三
四
頁
、
一
三
四
頁
以
下
、
勅
使
河
原
和
彦
「
定
期
金
賠
償
請
求
訴
訟
と
処
分
権
主
義
」
同
『
民
事
訴
訟
法
理
論
と
「
時
間
」
的

価
値
』（
二
〇
〇
九
年
・
成
文
堂
）
二
四
七
頁
、
二
七
三
頁
は
、
死
亡
の
場
合
に
は
扶
養
利
益
の
み
定
期
金
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
す
る
。
ま
た
、

藤
村
一
二
五
頁
、
江
藤
价
泰
「
判
決
に
お
い
て
定
期
金
賠
償
を
命
ず
る
こ
と
の
可
否
」
鈴
木
忠
一
・
三
ケ
月
章
監
修
『
実
務
民
事
訴
訟
講
座
3
』

（
一
九
六
九
年
・
日
本
評
論
社
）
二
九
一
頁
、
三
〇
一
頁
は
、
扶
養
利
益
構
成
と
定
期
金
賠
償
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
る
こ
と
を
述
べ
る
。

 

（
19
）　

我
妻
栄
『
事
務
管
理
・
不
当
利
得
・
不
法
行
為
』（
日
本
評
論
社
・
一
九
三
七
年
・
復
刻
版
・
一
九
八
八
年
）
二
〇
六
頁
、
楠
本
（
前
掲
注
14
）

二
三
六
頁
、
加
藤
一
郎
『
不
法
行
為
』（
一
九
五
七
年
・
有
斐
閣
）
二
一
六
頁
、
江
藤
（
前
掲
注
18
）
三
〇
三
頁
、
塩
崎
勤
「
植
物
人
間
」
吉
田

秀
文
＝
塩
崎
勤
編
『
裁
判
実
務
大
系　

民
事
交
通
・
労
働
災
害
訴
訟
法
』（
一
九
八
五
年
・
青
林
書
院
）
一
五
四
頁
、
一
六
五
頁
、
岩
井
俊
「
定

期
金
賠
償
」
篠
田
省
二
編
『
裁
判
実
務
大
系　

不
法
行
為
訴
訟
法
（
2
）』（
一
九
九
一
年
・
青
林
書
院
）
二
八
八
頁
、
三
〇
六
頁
、
越
山
和
広

「
定
期
金
賠
償
と
新
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
変
更
の
訴
え
に
つ
い
て
」
近
畿
大
学
法
学
四
五
巻
二
号
七
九
頁
、
八
八
頁
以
下
、
池
田
辰
夫
「
定

期
金
賠
償
の
問
題
点
」
鈴
木
忠
一
・
三
ケ
月
章
監
修
『
新
・
実
務
民
事
訴
訟
講
座
4
』（
一
九
八
二
年
・
日
本
評
論
社
）
二
四
一
頁
、
二
六
〇
頁
。

 

（
20
）　

四
宮
（
前
掲
注
18
）
四
七
〇
頁
、
波
多
江
（
前
掲
注
17
）
一
七
七
頁
。

 

（
21
）　

倉
田
卓
次
「
年
金
賠
償
再
論
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
八
五
四
号
八
頁
、
一
七
頁
、
中
園
浩
一
郎
「
定
期
金
賠
償
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
一
二
六
〇
号
五
頁
、

一
三
頁
、
羽
成
守
「
定
期
金
賠
償
の
支
払
」
判
例
タ
イ
ム
ズ
六
三
八
号
五
六
頁
、
五
九
頁
。

Ⅳ2
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一
般
的
な
相
続
の
問
題
と
し
て
も
、
相
続
人
が
複
数
い
る
場
合
に
、
定
期
金
債
権
が
一
般
債
権
と
し
て
単
純
に
分
割
さ
れ
う
る
も
の
な
の
か
ど
う

か
が
問
題
と
な
る
。
ま
た
、
特
に
問
題
と
な
り
う
る
の
は
、
逆
相
続
型
の
事
例
で
あ
る
。
例
え
ば
、
長
子
の
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
つ
い
て
定
期

金
賠
償
が
認
め
ら
れ
、
か
つ
、
定
期
金
給
付
期
間
中
に
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
、
そ
の
定
期
金
賠
償
請
求
権
は
残
期
間
に
つ
い
て
親
が
金
銭
債

権
と
し
て
相
続
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
さ
ら
に
親
が
死
亡
し
た
と
き
に
は
次
子
が
相
続
す
る
と
い
う
可
能
性
が
考
え
ら
れ
る
。
賠
償
請
求
権
が
認

め
ら
れ
た
の
ち
は
単
な
る
定
期
金
債
権
で
あ
る
と
し
て
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
ど
う
か
は
、
一
時
金
の
場
合
に
全
額
が
親
に
相
続
さ
れ
親
の

財
産
と
混
同
し
て
し
ま
っ
た
の
ち
に
相
続
さ
れ
る
と
い
う
場
合
と
実
質
的
に
異
な
る
か
ど
う
か
は
別
と
し
て
も
、
定
期
金
と
し
て
存
続
さ
せ
る
べ

き
で
あ
る
か
に
つ
い
て
検
討
の
余
地
が
あ
ろ
う
。

 

　
　
　

こ
の
点
に
つ
い
て
同
様
の
懸
念
を
示
す
も
の
と
し
て
、
窪
田
充
見
「
逸
失
利
益
の
定
期
金
賠
償
に
つ
い
て
の
覚
書
」
神
戸
法
学
雑
誌
六
八
巻
四
号

四
三
頁
、
五
三
頁
以
下
。
ま
た
、
白
石
史
子
「
定
期
金
賠
償
の
諸
問
題
」
森
冨
義
明
・
村
主
隆
行
編
『
交
通
関
係
訴
訟
の
実
務
』（
二
〇
一
六

年
・
商
事
法
務
）
二
七
七
頁
、
二
八
〇
頁
以
下
は
、
被
害
者
死
亡
後
の
定
期
金
給
付
の
可
能
性
を
認
め
る
が
、
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
定
期
金
賠

償
を
認
め
る
意
義
は
小
さ
い
と
す
る
。

 

（
13
）　

判
例
、
通
説
の
と
る
具
体
的
損
害
算
定
に
疑
問
を
呈
し
、
遺
族
自
身
の
損
害
と
し
て
定
額
化
を
指
向
す
る
考
え
方
と
し
て
、
西
原
道
雄
「
損
害
賠

償
額
の
法
理
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
三
八
一
号
一
四
八
頁
、
一
五
二
頁
以
下
が
あ
る
。

 

（
14
）　

倉
田
卓
次
「
定
期
金
賠
償
試
論
」
判
タ
一
七
九
号
一
九
頁
、
楠
本
安
雄
『
人
身
損
害
賠
償
論
』（
一
九
八
四
年
・
日
本
評
論
社
）
一
八
七
頁
、
中

園
浩
一
郎
「
定
期
金
賠
償
」
判
タ
一
二
六
〇
号
五
頁
。

 

（
15
）　

吉
村
良
一
『
不
法
行
為
法　

第
五
版
』（
二
〇
一
七
年
・
有
斐
閣
）
一
二
一
頁
、
平
井
宜
雄
『
債
権
各
論
』（
一
九
九
二
年
・
弘
文
堂
）
一
〇
〇
頁
、

澤
井
裕
『
事
務
管
理
・
不
当
利
得
・
不
法
行
為　

第
三
版
』（
二
〇
〇
一
年
・
有
斐
閣
）
一
一
一
頁
。

 

　
　
　

初
期
の
議
論
と
し
て
は
、
石
田
文
次
郎
「
債
権
各
論
講
義
」（
一
九
三
七
年
・
弘
文
堂
：
五
版
一
九
三
九
年
）
三
〇
六
頁
が
あ
る
。
ま
た
、
ド
イ

ツ
民
法
の
定
期
金
給
付
を
参
照
と
し
て
賠
償
の
支
払
条
件
と
し
て
の
割
賦
払
を
論
じ
る
も
の
も
あ
る
（
末
広
厳
太
郎
「
損
害
賠
償
の
割
賦
払
」
民

法
雑
記
帳
下
巻
（
一
九
五
三
年
・
日
本
評
論
新
社
）
二
〇
六
頁
、
二
版
一
九
八
〇
年
・
一
八
七
頁
）。

 

　
　
　

加
藤
一
郎
「
損
害
賠
償
の
方
法
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
八
八
六
号
八
六
頁
、
九
二
頁
は
、
定
期
金
賠
償
を
民
法
の
規
定
と
し
て
定
め
る
こ
と
を
提
言
す
る
。

 

（
16
）　

窪
田
充
見
「
定
期
金
賠
償
の
課
題
と
役
割
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
四
〇
三
号
五
四
頁
。

 

　
　
　

将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
は
、
原
告
の
死
亡
ま
た
は
平
均
余
命
の
い
ず
れ
か
早
い
時
期
ま
で
、
あ
る
い
は
死
亡
す
る
ま
で
と
い
っ
た
限
定
が
必
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ドイツにおける定期金賠償の現状

 

（
26
）　

吉
村
（
前
掲
注
15
）
一
二
一
頁
参
照
。

 

　
　
　

ま
た
、
民
事
訴
訟
法
上
は
、
定
期
金
賠
償
が
紛
争
の
一
回
的
解
決
に
資
さ
な
い
こ
と
を
挙
げ
る
（
川
嶋
（
前
掲
注
25
）
二
六
五
頁
）。

 

（
27
）　

円
谷
峻
『
不
法
行
為
法　

事
務
管
理
・
不
当
利
得　

第
三
版
』（
二
〇
一
六
年
・
成
文
堂
）
一
三
一
頁
、
藤
岡
康
宏
『
民
法
講
義
Ⅴ　

不
法
行
為

法
』（
二
〇
一
三
年
・
信
山
社
）
四
〇
九
頁
。

 

（
28
）　

倉
田
（
前
掲
注
18
）
二
〇
頁
、
楠
本
（
前
掲
注
18
）
一
三
五
頁
、
塩
崎
（
前
掲
注
19
）
一
六
三
頁
、
藤
村
（
前
掲
注
18
）
一
四
三
頁
。

 

　
　
　

定
期
金
賠
償
は
、
被
害
者
の
死
亡
に
よ
っ
て
終
了
す
る
と
の
立
場
を
示
す
も
の
と
し
て
、
楠
本
（
前
掲
注
14
）
二
三
三
頁
、
倉
田
（
前
掲
注
14
）

二
〇
頁
が
あ
る
。

 

（
29
）　

類
似
す
る
規
定
と
し
て
、
明
治
民
法
九
六
二
条
「
扶
養
の
程
度
又
は
方
法
が
判
決
に
因
り
て
定
ま
る
場
合
に
於
て
其
判
決
の
根
拠
と
為
り
た
る
事

情
に
変
更
を
生
じ
た
る
と
き
は
当
事
者
は
其
判
決
の
変
更
又
は
取
消
を
請
求
す
る
こ
と
を
得
」
の
規
定
が
あ
る
が
、
家
事
審
判
法
の
制
定
に
伴
い

削
除
さ
れ
て
い
る
。

 

（
30
）　

判
決
の
基
準
時
に
お
い
て
基
礎
と
な
る
事
情
の
著
し
い
変
更
を
基
礎
と
す
る
た
め
、
将
来
発
生
す
る
継
続
的
不
法
行
為
に
基
づ
く
定
期
金
賠
償
に

つ
い
て
は
適
用
さ
れ
な
い
（
新
堂
（
前
掲
注
25
）
六
九
九
頁
、
小
島
武
司
『
民
事
訴
訟
法
』（
二
〇
一
三
年
・
有
斐
閣
）
六
五
〇
頁
）。

 

（
31
）　

林
屋
礼
二
『
新
民
事
訴
訟
法
概
要　

第
二
版
』（
二
〇
〇
四
年
・
有
斐
閣
）
四
六
〇
頁
、
中
野
貞
一
郎
＝
松
浦
馨
＝
鈴
木
正
裕
編
『
新
民
事
訴
訟

法
講
義　

第
3
版
』（
二
〇
一
八
年
・
有
斐
閣
）
四
八
八
頁
、
上
田
（
前
掲
注
24
）
四
五
四
頁
、
伊
藤
眞
『
民
事
訴
訟
法　

第
八
版
』（
二
〇
二
三

年
・
有
斐
閣
）
五
七
四
頁
、
越
山
和
弘
「
確
定
判
決
の
変
更
の
訴
え
」
伊
藤
眞
＝
山
本
和
彦
編
『
民
事
訴
訟
法
の
争
点
』（
二
〇
〇
九
年
・
有
斐

閣
）
一
二
四
頁
。

 

　
　
　

さ
ら
に
、
判
決
の
執
行
力
の
変
更
、
す
な
わ
ち
将
来
行
わ
れ
る
強
制
執
行
の
債
務
名
義
の
変
更
を
目
的
と
し
た
特
殊
な
形
成
の
訴
え
と
す
る
立
場

も
主
張
さ
れ
て
い
る
（
河
野
（
前
掲
注
18
）
六
四
一
頁
）。

 

（
32
）　

高
田
裕
成
「
定
期
金
賠
償
判
決
と
変
更
の
訴
え
」
竹
下
守
夫
＝
今
井
功
編
『
講
座　

新
民
事
訴
訟
法
Ⅰ
』（
一
九
九
八
年
・
弘
文
堂
）
一
六
九
頁
、

一
八
八
頁
。

 

　
　
　

問
題
と
な
る
の
は
、
判
決
基
準
時
に
お
い
て
予
想
で
き
な
い
後
遺
障
害
の
発
生
な
ど
、
同
一
事
故
に
発
生
し
た
損
害
で
あ
っ
て
も
既
判
力
が
及
ば

な
い
よ
う
な
損
害
に
つ
い
て
介
護
費
用
の
増
大
な
ど
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
別
訴
に
よ
る
べ
き
か
ど
う
か
で
あ
る
。
こ
の
点
判
例
は
、
一
部
請
求

の
法
理
を
用
い
て
、
別
訴
を
認
め
て
い
る
。
受
傷
時
に
は
予
想
し
え
な
い
口
頭
弁
論
終
結
後
に
生
じ
た
治
療
費
に
つ
い
て
既
判
力
が
及
ば
な
い
と

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  144

論　　　説
 

（
22
）　

池
田
（
前
掲
注
19
）
二
五
八
頁
。

 
（
23
）　

高
橋
（
前
掲
注
18
）
二
四
六
頁
。

 
（
24
）　

上
田
徹
一
郎
『
民
事
訴
訟
法　

第
五
版
』（
二
〇
〇
七
年
・
法
学
書
院
）
一
八
一
頁
、
楠
本
（
前
掲
注
14
）
二
三
六
頁
、
高
橋
宏
志
『
重
点
講
義　

民
事
訴
訟
法　

下　

第
二
版
補
訂
版
』（
二
〇
一
四
年
・
有
斐
閣
）
二
三
九
頁
は
、
裁
判
所
に
よ
る
釈
明
の
可
能
性
を
認
め
る
。
塩
崎
（
前
掲
注

19
）
一
五
四
頁
、
一
六
六
頁
、
岩
井
（
前
掲
注
19
）
三
〇
六
頁
。

 

　
　
　

民
事
訴
訟
法
学
上
の
議
論
と
し
て
は
、
損
害
は
不
法
行
為
時
に
全
額
発
生
し
て
い
る
こ
と
、
実
体
法
上
の
根
拠
条
文
が
な
く
一
一
七
条
は
実
体
法

条
の
根
拠
条
文
と
は
な
ら
な
い
こ
と
、
選
択
は
原
告
の
意
思
に
委
ね
ら
れ
る
べ
き
こ
と
、
債
務
者
の
無
資
力
の
危
険
を
債
権
者
に
負
わ
せ
か
ね
な

い
こ
と
、
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

 

　
　
　

定
期
金
賠
償
に
つ
い
て
は
損
害
額
を
確
定
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
該
当
す
る
と
し
て
、
原
告
が
一
時
金
賠
償
を
求
め
て
い
た
と
し
て
も
民
事

訴
訟
法
二
四
八
条
の
枠
内
で
一
部
認
容
と
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
が
、
賠
償
方
式
の
転
換
ま
で
は
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い
と
す
る
見
解
（
岡

田
洋
一
「
定
期
金
賠
償
と
処
分
権
主
義
」
法
律
論
叢
八
七
巻
二
・
三
号
九
七
頁
、
一
二
〇
頁
以
下
）
も
あ
る
。

 

　
　
　

窪
田
（
前
掲
注
16
）
六
〇
頁
は
、
逸
失
利
益
の
場
合
に
は
変
更
で
き
な
い
が
、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
は
、
裁
判
所
の
最
良
の
余
地
を
認
め

る
。

 

（
25
）　

肯
定
説
は
、
支
払
形
態
が
異
な
っ
て
も
訴
訟
物
は
同
一
で
あ
る
こ
と
、
将
来
の
金
額
算
定
の
困
難
さ
を
回
避
し
中
間
利
息
の
問
題
も
生
ぜ
ず
当
事

者
間
の
公
平
に
資
す
る
こ
と
、
被
害
者
の
生
活
保
障
に
優
れ
る
こ
と
、
一
一
七
条
の
創
設
で
事
情
変
更
に
対
応
で
き
る
こ
と
、
を
論
拠
と
し
て
挙

げ
る
。

 

　
　
　

川
嶋
四
郎
『
民
事
訴
訟
法
』（
二
〇
一
三
年
・
日
本
評
論
社
）
二
六
六
頁
、
新
堂
幸
司
『
新
民
事
訴
訟
法　

第
六
版
』（
二
〇
一
九
年
・
弘
文
堂
）

三
三
五
頁
。

 

　
　
　

大
島
（
前
掲
注
16
）
七
三
頁
、
八
一
頁
、
坂
田
（
前
掲
注
18
）
一
七
一
頁
、
一
八
九
頁
、
高
見
進
「
訴
え
提
起
の
柔
軟
化
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
〇
二

八
号
七
三
頁
、
七
六
頁
、
藤
村
（
前
掲
注
18
）
一
二
七
頁
は
、
原
告
ま
た
は
被
告
の
一
方
か
ら
定
期
金
賠
償
が
求
め
ら
え
れ
る
場
合
に
は
認
め
ら

れ
る
と
す
る
。

 

　
　
　

勅
使
河
原
（
前
掲
注
18
）
二
八
二
頁
以
下
は
、
一
時
金
の
申
立
に
は
予
備
的
に
定
期
金
の
申
立
が
含
ま
れ
る
余
地
が
あ
る
が
、
そ
の
逆
は
否
定
す

る
。
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ドイツにおける定期金賠償の現状
 

（
26
）　

吉
村
（
前
掲
注
15
）
一
二
一
頁
参
照
。

 
　
　
　

ま
た
、
民
事
訴
訟
法
上
は
、
定
期
金
賠
償
が
紛
争
の
一
回
的
解
決
に
資
さ
な
い
こ
と
を
挙
げ
る
（
川
嶋
（
前
掲
注
25
）
二
六
五
頁
）。

 
（
27
）　

円
谷
峻
『
不
法
行
為
法　

事
務
管
理
・
不
当
利
得　

第
三
版
』（
二
〇
一
六
年
・
成
文
堂
）
一
三
一
頁
、
藤
岡
康
宏
『
民
法
講
義
Ⅴ　

不
法
行
為

法
』（
二
〇
一
三
年
・
信
山
社
）
四
〇
九
頁
。

 

（
28
）　

倉
田
（
前
掲
注
18
）
二
〇
頁
、
楠
本
（
前
掲
注
18
）
一
三
五
頁
、
塩
崎
（
前
掲
注
19
）
一
六
三
頁
、
藤
村
（
前
掲
注
18
）
一
四
三
頁
。

 

　
　
　

定
期
金
賠
償
は
、
被
害
者
の
死
亡
に
よ
っ
て
終
了
す
る
と
の
立
場
を
示
す
も
の
と
し
て
、
楠
本
（
前
掲
注
14
）
二
三
三
頁
、
倉
田
（
前
掲
注
14
）

二
〇
頁
が
あ
る
。

 

（
29
）　

類
似
す
る
規
定
と
し
て
、
明
治
民
法
九
六
二
条
「
扶
養
の
程
度
又
は
方
法
が
判
決
に
因
り
て
定
ま
る
場
合
に
於
て
其
判
決
の
根
拠
と
為
り
た
る
事

情
に
変
更
を
生
じ
た
る
と
き
は
当
事
者
は
其
判
決
の
変
更
又
は
取
消
を
請
求
す
る
こ
と
を
得
」
の
規
定
が
あ
る
が
、
家
事
審
判
法
の
制
定
に
伴
い

削
除
さ
れ
て
い
る
。

 

（
30
）　

判
決
の
基
準
時
に
お
い
て
基
礎
と
な
る
事
情
の
著
し
い
変
更
を
基
礎
と
す
る
た
め
、
将
来
発
生
す
る
継
続
的
不
法
行
為
に
基
づ
く
定
期
金
賠
償
に

つ
い
て
は
適
用
さ
れ
な
い
（
新
堂
（
前
掲
注
25
）
六
九
九
頁
、
小
島
武
司
『
民
事
訴
訟
法
』（
二
〇
一
三
年
・
有
斐
閣
）
六
五
〇
頁
）。

 

（
31
）　

林
屋
礼
二
『
新
民
事
訴
訟
法
概
要　

第
二
版
』（
二
〇
〇
四
年
・
有
斐
閣
）
四
六
〇
頁
、
中
野
貞
一
郎
＝
松
浦
馨
＝
鈴
木
正
裕
編
『
新
民
事
訴
訟

法
講
義　

第
3
版
』（
二
〇
一
八
年
・
有
斐
閣
）
四
八
八
頁
、
上
田
（
前
掲
注
24
）
四
五
四
頁
、
伊
藤
眞
『
民
事
訴
訟
法　

第
八
版
』（
二
〇
二
三

年
・
有
斐
閣
）
五
七
四
頁
、
越
山
和
弘
「
確
定
判
決
の
変
更
の
訴
え
」
伊
藤
眞
＝
山
本
和
彦
編
『
民
事
訴
訟
法
の
争
点
』（
二
〇
〇
九
年
・
有
斐

閣
）
一
二
四
頁
。

 

　
　
　

さ
ら
に
、
判
決
の
執
行
力
の
変
更
、
す
な
わ
ち
将
来
行
わ
れ
る
強
制
執
行
の
債
務
名
義
の
変
更
を
目
的
と
し
た
特
殊
な
形
成
の
訴
え
と
す
る
立
場

も
主
張
さ
れ
て
い
る
（
河
野
（
前
掲
注
18
）
六
四
一
頁
）。

 

（
32
）　

高
田
裕
成
「
定
期
金
賠
償
判
決
と
変
更
の
訴
え
」
竹
下
守
夫
＝
今
井
功
編
『
講
座　

新
民
事
訴
訟
法
Ⅰ
』（
一
九
九
八
年
・
弘
文
堂
）
一
六
九
頁
、

一
八
八
頁
。

 

　
　
　

問
題
と
な
る
の
は
、
判
決
基
準
時
に
お
い
て
予
想
で
き
な
い
後
遺
障
害
の
発
生
な
ど
、
同
一
事
故
に
発
生
し
た
損
害
で
あ
っ
て
も
既
判
力
が
及
ば

な
い
よ
う
な
損
害
に
つ
い
て
介
護
費
用
の
増
大
な
ど
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
別
訴
に
よ
る
べ
き
か
ど
う
か
で
あ
る
。
こ
の
点
判
例
は
、
一
部
請
求

の
法
理
を
用
い
て
、
別
訴
を
認
め
て
い
る
。
受
傷
時
に
は
予
想
し
え
な
い
口
頭
弁
論
終
結
後
に
生
じ
た
治
療
費
に
つ
い
て
既
判
力
が
及
ば
な
い
と
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論　　　説

 

（
22
）　

池
田
（
前
掲
注
19
）
二
五
八
頁
。

 

（
23
）　

高
橋
（
前
掲
注
18
）
二
四
六
頁
。

 

（
24
）　

上
田
徹
一
郎
『
民
事
訴
訟
法　

第
五
版
』（
二
〇
〇
七
年
・
法
学
書
院
）
一
八
一
頁
、
楠
本
（
前
掲
注
14
）
二
三
六
頁
、
高
橋
宏
志
『
重
点
講
義　

民
事
訴
訟
法　

下　

第
二
版
補
訂
版
』（
二
〇
一
四
年
・
有
斐
閣
）
二
三
九
頁
は
、
裁
判
所
に
よ
る
釈
明
の
可
能
性
を
認
め
る
。
塩
崎
（
前
掲
注

19
）
一
五
四
頁
、
一
六
六
頁
、
岩
井
（
前
掲
注
19
）
三
〇
六
頁
。

 

　
　
　

民
事
訴
訟
法
学
上
の
議
論
と
し
て
は
、
損
害
は
不
法
行
為
時
に
全
額
発
生
し
て
い
る
こ
と
、
実
体
法
上
の
根
拠
条
文
が
な
く
一
一
七
条
は
実
体
法

条
の
根
拠
条
文
と
は
な
ら
な
い
こ
と
、
選
択
は
原
告
の
意
思
に
委
ね
ら
れ
る
べ
き
こ
と
、
債
務
者
の
無
資
力
の
危
険
を
債
権
者
に
負
わ
せ
か
ね
な

い
こ
と
、
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

 

　
　
　

定
期
金
賠
償
に
つ
い
て
は
損
害
額
を
確
定
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
該
当
す
る
と
し
て
、
原
告
が
一
時
金
賠
償
を
求
め
て
い
た
と
し
て
も
民
事

訴
訟
法
二
四
八
条
の
枠
内
で
一
部
認
容
と
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
が
、
賠
償
方
式
の
転
換
ま
で
は
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い
と
す
る
見
解
（
岡

田
洋
一
「
定
期
金
賠
償
と
処
分
権
主
義
」
法
律
論
叢
八
七
巻
二
・
三
号
九
七
頁
、
一
二
〇
頁
以
下
）
も
あ
る
。

 

　
　
　

窪
田
（
前
掲
注
16
）
六
〇
頁
は
、
逸
失
利
益
の
場
合
に
は
変
更
で
き
な
い
が
、
将
来
の
介
護
費
用
に
つ
い
て
は
、
裁
判
所
の
最
良
の
余
地
を
認
め

る
。

 

（
25
）　

肯
定
説
は
、
支
払
形
態
が
異
な
っ
て
も
訴
訟
物
は
同
一
で
あ
る
こ
と
、
将
来
の
金
額
算
定
の
困
難
さ
を
回
避
し
中
間
利
息
の
問
題
も
生
ぜ
ず
当
事

者
間
の
公
平
に
資
す
る
こ
と
、
被
害
者
の
生
活
保
障
に
優
れ
る
こ
と
、
一
一
七
条
の
創
設
で
事
情
変
更
に
対
応
で
き
る
こ
と
、
を
論
拠
と
し
て
挙

げ
る
。

 

　
　
　

川
嶋
四
郎
『
民
事
訴
訟
法
』（
二
〇
一
三
年
・
日
本
評
論
社
）
二
六
六
頁
、
新
堂
幸
司
『
新
民
事
訴
訟
法　

第
六
版
』（
二
〇
一
九
年
・
弘
文
堂
）

三
三
五
頁
。

 

　
　
　

大
島
（
前
掲
注
16
）
七
三
頁
、
八
一
頁
、
坂
田
（
前
掲
注
18
）
一
七
一
頁
、
一
八
九
頁
、
高
見
進
「
訴
え
提
起
の
柔
軟
化
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
〇
二

八
号
七
三
頁
、
七
六
頁
、
藤
村
（
前
掲
注
18
）
一
二
七
頁
は
、
原
告
ま
た
は
被
告
の
一
方
か
ら
定
期
金
賠
償
が
求
め
ら
え
れ
る
場
合
に
は
認
め
ら

れ
る
と
す
る
。

 

　
　
　

勅
使
河
原
（
前
掲
注
18
）
二
八
二
頁
以
下
は
、
一
時
金
の
申
立
に
は
予
備
的
に
定
期
金
の
申
立
が
含
ま
れ
る
余
地
が
あ
る
が
、
そ
の
逆
は
否
定
す

る
。
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ドイツにおける定期金賠償の現状

1
．
ド
イ
ツ
法
の
条
文
構
造

　

ド
イ
ツ
に
お
い
て
定
期
金
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
の
は
、
不
法
行
為
に
お
け
る
人
身
損
害
賠
償
の
場
合
で
あ
る
。
損
害
賠
償
請
求
権

の
成
立
要
件
と
法
律
効
果
を
区
別
し
て
定
め
る
ド
イ
ツ
民
法
で
の
典
型
的
な
適
用
局
面
と
し
て
は
、
ド
イ
ツ
民
法
典
（
以
下
、
民
法

典
と
す
る
）
八
二
三
条
の
一
般
不
法
行
為
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
権
が
成
立
す
る
こ
と
を
前
提
に
、
損
害
賠
償
の
範
囲
に
つ
い
て
原

状
回
復
の
原
則
を
民
法
典
二
四
九
条
が
定
め
、
同
二
五
一
条
が
金
銭
賠
償
の
例
外
を
定
め
る
。
そ
し
て
、
一
般
損
害
法
で
あ
る
民
法

典
二
五
二
条
に
お
い
て
逸
失
利
益
の
賠
償
を
認
め
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
た
と
え
ば
負
傷
し
た
場
合
の
医
療
費
の
よ
う
に
原
状
回

復
の
枠
内
で
賠
償
を
認
め
ら
れ
る
損
害
項
目
や
、
営
業
利
益
と
し
て
一
般
的
な
逸
失
利
益
の
枠
組
み
で
賠
償
の
対
象
と
な
る
場
合
に

は
、
一
般
損
害
法
の
段
階
で
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
た
め
、
定
期
金
賠
償
の
問
題
と
は
な
ら
な
い
。

　

次
に
、
一
般
損
害
法
に
対
す
る
特
則
と
し
て
、
不
法
行
為
法
で
は
、
人
身
損
害
の
賠
償
に
つ
い
て
詳
細
な
定
め
を
置
く
。
民
法
典

八
四
二
条
は
、
人
身
損
害
に
つ
い
て
の
原
則
規
定
と
し
て
、
民
法
典
二
五
二
条
に
よ
っ
て
填
補
さ
れ
る
逸
失
利
益
以
外
に
も
収
入
の

喪
失
に
つ
い
て
被
害
者
に
損
害
賠
償
を
認
め
う
る
こ
と
を
示
す
際
の
根
拠
規
定
と
な
る
。
そ
し
て
、
被
害
者
が
負
傷
し
た
場
合
に
つ

い
て
は
、
民
法
典
八
四
三
条
が
、
社
会
生
活
上
の
生
活
保
障
機
能
と
し
て
被
害
者
本
人
へ
の
定
期
金
賠
償
お
よ
び
一
時
金
賠
償
を
定

め
、
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
八
四
四
条
が
一
定
の
範
囲
の
遺
族
に
対
し
て
扶
養
の
権
利
の
侵
害
と
し
て
定

期
金
賠
償
お
よ
び
一
時
金
賠
償
を
認
め
る
。

　

な
お
、
民
法
典
八
四
五
条
は
、
か
つ
て
は
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
た
が
、
実
務
と
学
説
の
発
展
に
よ
り
ほ
と
ん
ど
の
事
例
で

克
服
さ
れ
た
も
の
と
な
っ
て
お
り
、
現
在
で
は
民
法
典
一
六
一
九
条
に
よ
る
例
外
的
な
場
合
に
限
定
さ
れ
る
。

2
．
ド
イ
ツ
法
の
現
状

　

ド
イ
ツ
損
害
賠
償
法
に
お
い
て
は
、
蓋
然
性
を
も
っ
て
証
明
さ
れ
う
る
逸
失
利
益
が
賠
償
の
対
象
と
な
る
こ
と
を
前
提
に
、
人
身
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論　　　説

し
て
残
部
請
求
の
形
で
認
め
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
四
二
年
七
月
十
八
日
判
決
・
民
集
二
一
巻
六
号
一
五
五
九
頁
）、
交
通
事
故
の
調
停
成

立
後
予
想
し
え
な
い
被
害
者
の
死
亡
に
よ
る
子
の
慰
謝
料
請
求
権
は
排
斥
さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
四
三
年
四
月
十
一
日
判

決
・
民
集
二
二
巻
四
号
八
六
二
頁
）、
新
堂
（
前
掲
注
25
）
三
四
〇
頁
以
下
参
照
。

 

　
　
　

林
屋
（
前
掲
注
30
）
七
八
頁
、
四
六
〇
頁
、
伊
藤
（
前
掲
注
30
）
二
四
一
頁
以
下
、
五
七
四
頁
、
松
本
博
之
＝
上
野
泰
男
『
民
事
訴
訟
法　

第
八

版
』（
二
〇
一
五
年
・
弘
文
堂
）
二
〇
五
頁
以
下
は
、
訴
訟
物
が
別
で
あ
る
と
し
て
別
訴
を
認
め
、
高
橋
宏
志
『
重
点
講
義　

民
事
訴
訟
法　

上　

第
二
版
補
訂
版
』（
二
〇
一
三
年
・
有
斐
閣
）
六
三
四
頁
、
川
嶋
（
前
掲
注
25
）
二
七
四
頁
、
小
島
（
前
掲
注
30
）
二
八
五
頁
以
下
は
既
判
力
が

及
ば
な
い
と
す
る
。

 

（
33
）　

伊
藤
（
前
掲
注
30
）
五
七
五
頁
、
河
野
（
前
掲
注
18
）
六
四
二
頁
、
小
島
（
前
掲
注
30
）
六
五
〇
頁
、
上
田
（
前
掲
注
24
）
四
五
四
頁
、
新
堂

（
前
掲
注
25
）
六
九
八
頁
以
下
、
中
野
＝
松
浦
＝
鈴
木
（
前
掲
注
30
）
四
八
九
頁
。

 

　
　
　

就
労
不
能
を
前
提
と
し
て
逸
失
利
益
賠
償
が
認
め
ら
れ
た
前
訴
判
決
に
つ
い
て
被
害
者
が
快
癒
し
て
営
業
を
可
能
と
な
る
も
飛
込
み
自
殺
を
し
た

と
い
う
事
情
が
あ
っ
た
と
き
に
前
訴
判
決
か
ら
五
年
後
に
漫
然
と
執
行
を
求
め
る
こ
と
が
権
利
濫
用
に
当
た
る
可
能
性
が
あ
る
と
し
た
事
例
（
最

高
裁
判
所
昭
和
三
七
年
五
月
二
四
日
判
決
・
民
集
一
六
巻
五
号
一
一
五
七
頁
）、
介
護
料
の
著
し
い
値
上
が
り
等
に
よ
り
現
実
の
介
護
に
要
す
る

金
額
に
比
べ
て
著
し
く
不
相
当
と
な
っ
た
と
き
に
は
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
判
決
文
中
で
留
保
し
た
改
正
前
の
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平

成
八
年
十
二
月
十
日
判
決
・
判
時
一
五
八
九
号
八
一
頁
）
参
照
。

　

次
に
、
ド
イ
ツ
不
法
行
為
法
に
お
け
る
定
期
金
賠
償
の
制
度
を
、
判
例
通
説
の
立
場
か
ら
概
観
す
る
。
人
身
損
害
賠
償
に
関
す
る

ド
イ
ツ
不
法
行
為
法
は
、
日
本
法
と
は
異
な
る
損
害
賠
償
の
体
系
を
有
し
て
い
る
た
め
、
条
文
構
造
を
確
認
し
た
の
ち
、
被
害
者
負

傷
の
場
合
と
死
亡
の
場
合
と
に
分
け
て
、
ド
イ
ツ
法
の
現
状
を
確
認
し
て
い
く
。

第
二
章　

ド
イ
ツ
に
お
け
る
定
期
金
賠
償　
（
34
）
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ドイツにおける定期金賠償の現状

1
．
ド
イ
ツ
法
の
条
文
構
造

　

ド
イ
ツ
に
お
い
て
定
期
金
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
の
は
、
不
法
行
為
に
お
け
る
人
身
損
害
賠
償
の
場
合
で
あ
る
。
損
害
賠
償
請
求
権

の
成
立
要
件
と
法
律
効
果
を
区
別
し
て
定
め
る
ド
イ
ツ
民
法
で
の
典
型
的
な
適
用
局
面
と
し
て
は
、
ド
イ
ツ
民
法
典
（
以
下
、
民
法

典
と
す
る
）
八
二
三
条
の
一
般
不
法
行
為
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
権
が
成
立
す
る
こ
と
を
前
提
に
、
損
害
賠
償
の
範
囲
に
つ
い
て
原

状
回
復
の
原
則
を
民
法
典
二
四
九
条
が
定
め
、
同
二
五
一
条
が
金
銭
賠
償
の
例
外
を
定
め
る
。
そ
し
て
、
一
般
損
害
法
で
あ
る
民
法

典
二
五
二
条
に
お
い
て
逸
失
利
益
の
賠
償
を
認
め
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
た
と
え
ば
負
傷
し
た
場
合
の
医
療
費
の
よ
う
に
原
状
回

復
の
枠
内
で
賠
償
を
認
め
ら
れ
る
損
害
項
目
や
、
営
業
利
益
と
し
て
一
般
的
な
逸
失
利
益
の
枠
組
み
で
賠
償
の
対
象
と
な
る
場
合
に

は
、
一
般
損
害
法
の
段
階
で
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
た
め
、
定
期
金
賠
償
の
問
題
と
は
な
ら
な
い
。

　

次
に
、
一
般
損
害
法
に
対
す
る
特
則
と
し
て
、
不
法
行
為
法
で
は
、
人
身
損
害
の
賠
償
に
つ
い
て
詳
細
な
定
め
を
置
く
。
民
法
典

八
四
二
条
は
、
人
身
損
害
に
つ
い
て
の
原
則
規
定
と
し
て
、
民
法
典
二
五
二
条
に
よ
っ
て
填
補
さ
れ
る
逸
失
利
益
以
外
に
も
収
入
の

喪
失
に
つ
い
て
被
害
者
に
損
害
賠
償
を
認
め
う
る
こ
と
を
示
す
際
の
根
拠
規
定
と
な
る
。
そ
し
て
、
被
害
者
が
負
傷
し
た
場
合
に
つ

い
て
は
、
民
法
典
八
四
三
条
が
、
社
会
生
活
上
の
生
活
保
障
機
能
と
し
て
被
害
者
本
人
へ
の
定
期
金
賠
償
お
よ
び
一
時
金
賠
償
を
定

め
、
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
八
四
四
条
が
一
定
の
範
囲
の
遺
族
に
対
し
て
扶
養
の
権
利
の
侵
害
と
し
て
定

期
金
賠
償
お
よ
び
一
時
金
賠
償
を
認
め
る
。

　

な
お
、
民
法
典
八
四
五
条
は
、
か
つ
て
は
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
た
が
、
実
務
と
学
説
の
発
展
に
よ
り
ほ
と
ん
ど
の
事
例
で

克
服
さ
れ
た
も
の
と
な
っ
て
お
り
、
現
在
で
は
民
法
典
一
六
一
九
条
に
よ
る
例
外
的
な
場
合
に
限
定
さ
れ
る
。

2
．
ド
イ
ツ
法
の
現
状

　

ド
イ
ツ
損
害
賠
償
法
に
お
い
て
は
、
蓋
然
性
を
も
っ
て
証
明
さ
れ
う
る
逸
失
利
益
が
賠
償
の
対
象
と
な
る
こ
と
を
前
提
に
、
人
身
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論　　　説

し
て
残
部
請
求
の
形
で
認
め
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
四
二
年
七
月
十
八
日
判
決
・
民
集
二
一
巻
六
号
一
五
五
九
頁
）、
交
通
事
故
の
調
停
成

立
後
予
想
し
え
な
い
被
害
者
の
死
亡
に
よ
る
子
の
慰
謝
料
請
求
権
は
排
斥
さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
四
三
年
四
月
十
一
日
判

決
・
民
集
二
二
巻
四
号
八
六
二
頁
）、
新
堂
（
前
掲
注
25
）
三
四
〇
頁
以
下
参
照
。

 

　
　
　

林
屋
（
前
掲
注
30
）
七
八
頁
、
四
六
〇
頁
、
伊
藤
（
前
掲
注
30
）
二
四
一
頁
以
下
、
五
七
四
頁
、
松
本
博
之
＝
上
野
泰
男
『
民
事
訴
訟
法　

第
八

版
』（
二
〇
一
五
年
・
弘
文
堂
）
二
〇
五
頁
以
下
は
、
訴
訟
物
が
別
で
あ
る
と
し
て
別
訴
を
認
め
、
高
橋
宏
志
『
重
点
講
義　

民
事
訴
訟
法　

上　

第
二
版
補
訂
版
』（
二
〇
一
三
年
・
有
斐
閣
）
六
三
四
頁
、
川
嶋
（
前
掲
注
25
）
二
七
四
頁
、
小
島
（
前
掲
注
30
）
二
八
五
頁
以
下
は
既
判
力
が

及
ば
な
い
と
す
る
。

 

（
33
）　

伊
藤
（
前
掲
注
30
）
五
七
五
頁
、
河
野
（
前
掲
注
18
）
六
四
二
頁
、
小
島
（
前
掲
注
30
）
六
五
〇
頁
、
上
田
（
前
掲
注
24
）
四
五
四
頁
、
新
堂

（
前
掲
注
25
）
六
九
八
頁
以
下
、
中
野
＝
松
浦
＝
鈴
木
（
前
掲
注
30
）
四
八
九
頁
。

 

　
　
　

就
労
不
能
を
前
提
と
し
て
逸
失
利
益
賠
償
が
認
め
ら
れ
た
前
訴
判
決
に
つ
い
て
被
害
者
が
快
癒
し
て
営
業
を
可
能
と
な
る
も
飛
込
み
自
殺
を
し
た

と
い
う
事
情
が
あ
っ
た
と
き
に
前
訴
判
決
か
ら
五
年
後
に
漫
然
と
執
行
を
求
め
る
こ
と
が
権
利
濫
用
に
当
た
る
可
能
性
が
あ
る
と
し
た
事
例
（
最

高
裁
判
所
昭
和
三
七
年
五
月
二
四
日
判
決
・
民
集
一
六
巻
五
号
一
一
五
七
頁
）、
介
護
料
の
著
し
い
値
上
が
り
等
に
よ
り
現
実
の
介
護
に
要
す
る

金
額
に
比
べ
て
著
し
く
不
相
当
と
な
っ
た
と
き
に
は
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
判
決
文
中
で
留
保
し
た
改
正
前
の
事
例
（
東
京
地
方
裁
判
所
平

成
八
年
十
二
月
十
日
判
決
・
判
時
一
五
八
九
号
八
一
頁
）
参
照
。

　

次
に
、
ド
イ
ツ
不
法
行
為
法
に
お
け
る
定
期
金
賠
償
の
制
度
を
、
判
例
通
説
の
立
場
か
ら
概
観
す
る
。
人
身
損
害
賠
償
に
関
す
る

ド
イ
ツ
不
法
行
為
法
は
、
日
本
法
と
は
異
な
る
損
害
賠
償
の
体
系
を
有
し
て
い
る
た
め
、
条
文
構
造
を
確
認
し
た
の
ち
、
被
害
者
負

傷
の
場
合
と
死
亡
の
場
合
と
に
分
け
て
、
ド
イ
ツ
法
の
現
状
を
確
認
し
て
い
く
。

第
二
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ド
イ
ツ
に
お
け
る
定
期
金
賠
償　
（
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ドイツにおける定期金賠償の現状
　

必
要
な
費
用
の
増
加
に
つ
い
て
は
、
健
康
の
継
続
的
な
侵
害
に
よ
り
被
害
者
に
反
復
的
に
生
じ
る
支
出
を
対
象
と
し
て
い
る
。
こ

の
必
要
な
費
用
に
つ
い
て
は
、
現
実
の
支
出
は
要
件
と
は
さ
れ
ず
、
必
要
性
が
生
じ
た
こ
と
に
よ
り
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
る
。

　

他
方
、
稼
働
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
よ
る
収
入
の
減
少
や
、
必
要
な
費
用
の
増
加
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
民
法
典
二
五
四
条

の
損
害
軽
減
義
務
に
よ
り
、残
存
稼
働
能
力
を
活
用
す
る
こ
と
、稼
働
能
力
を
回
復
さ
せ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
、そ
の
他
損
害
を
生
じ

さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
民
法
典
八
四
三
条
四
項
に
よ
る
利
益
調
整
の
行
わ
れ
る
場
合
も
あ
る
。

　

稼
働
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
対
す
る
定
期
金
に
つ
い
て
は
、
事
故
が
な
け
れ
ば
被
害
者
の
稼
働
能
力
が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ

る
期
間
、
特
段
の
事
情
の
な
い
限
り
は
社
会
保
障
と
し
て
の
年
金
（
六
五
歳
）
が
開
始
す
る
ま
で
、
裁
判
所
が
判
決
に
お
い
て
定
期

金
の
額
を
定
め
る
。
民
法
典
七
六
〇
条
の
定
め
る
定
期
金
と
し
て
三
ヶ
月
ご
と
の
前
払
い
で
支
払
わ
れ
る
。
定
期
金
を
命
じ
る
に
際

し
て
裁
判
所
は
担
保
付
与
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
確
定
し
た
定
期
金
に
つ
い
て
、
予
見
で
き
な
い
経
過
に
よ
り
収
入
の

減
少
や
必
要
な
費
用
の
増
加
が
あ
っ
た
と
き
に
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
よ
り
変
更
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

そ
し
て
、
定
期
金
賠
償
を
原
則
と
し
つ
つ
、
被
害
者
に
重
大
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
は
、
民
法
典
八
四
三
条
三
項
に
よ
り
一
時
金

と
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
、
定
期
金
の
支
払
わ
れ
て
い
る
期
間
中
で
あ
っ
て
も
こ
れ
を
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
も
ち

ろ
ん
、
定
期
金
と
一
時
金
は
同
一
の
請
求
権
を
満
足
さ
せ
る
二
つ
の
方
法
と
い
う
に
す
ぎ
な
い
か
ら
、
等
価
物
と
し
て
扱
わ
れ
る
べ

き
で
あ
り
、
一
時
金
に
変
更
す
る
場
合
に
は
、
定
期
金
の
所
要
期
間
、
支
払
方
法
、
適
切
な
利
息
、
定
期
金
額
の
予
想
さ
れ
る
変
更

を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
。

　

⑵　

生
命
侵
害
の
損
害
賠
償
請
求
権
（
民
法
典
八
四
四
条
）

　

直
接
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
、
被
害
者
を
扶
養
義
務
者
と
す
る
制
定
法
上
の
扶
養
権
利
者
に
、
扶
養
請
求
権
で
は
な
く
、
各
扶

養
権
利
者
そ
れ
ぞ
れ
の
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
と
し
て
定
期
金
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
条
は
被
害
者
以
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論　　　説

損
害
の
特
則
と
し
て
、
逸
失
利
益
の
よ
う
な
蓋
然
性
の
証
明
が
で
き
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
一
定
の
範
囲
で
民
法
典
八
四
二
条
を

根
拠
に
損
害
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
場
合
、
将
来
の
予
測
の
不
確
実
性
に
つ
い
て
は
、
民
事
訴
訟
法

二
八
七
条
に
よ
る
証
明
軽
減
を
用
い
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　

ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
人
身
損
害
に
対
す
る
損
害
賠
償
は
、
⑴
被
害
者
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
身
体
・
健
康
侵
害
の

場
合
と
⑵
遺
族
等
の
第
三
者
か
ら
の
損
害
賠
償
請
求
と
な
る
生
命
侵
害
の
場
合
と
で
異
な
る
規
律
に
服
す
る
。

　

⑴　

身
体
・
健
康
侵
害
の
損
害
賠
償
請
求
権
（
民
法
典
八
四
三
条
）

　

身
体
ま
た
は
健
康
侵
害
に
よ
る
損
害
賠
償
は
、
稼
働
能
力
を
喪
失
ま
た
は
減
少
さ
せ
ら
れ
た
こ
と
と
負
傷
に
よ
っ
て
生
じ
た
継
続

的
に
必
要
な
費
用
の
増
加
に
つ
い
て
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

事
故
に
よ
る
稼
働
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
そ
れ
自
体
で
は
な
く
、
そ
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
よ
っ
て
被
害
者
の
現
在
お
よ
び
将

来
の
収
入
が
失
わ
れ
た
こ
と
が
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
。
資
産
の
運
用
益
に
よ
っ
て
生
計
を
得
る
者
な
ど
具
体
的
な
収
入
の
減
少

が
な
い
場
合
に
は
、
損
害
賠
償
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
し
、
違
法
な
収
入
に
つ
い
て
も
賠
償
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
が
、
具
体
的
な

収
入
の
減
少
に
よ
り
派
生
的
に
生
じ
た
不
利
益
に
つ
い
て
は
賠
償
の
対
象
と
な
る
。

　

賠
償
額
算
定
の
出
発
点
と
な
る
の
は
、
事
故
に
よ
り
生
じ
た
収
入
の
喪
失
で
あ
る
か
ら
、
典
型
的
に
は
給
与
所
得
者
を
想
定
し
、

事
故
前
の
収
入
と
事
故
後
の
収
入
の
差
額
が
賠
償
額
と
さ
れ
、
教
育
や
職
業
、
将
来
の
見
込
み
等
も
勘
案
し
た
上
で
具
体
的
に
算
定

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
現
に
失
業
し
て
い
て
収
入
が
な
く
て
も
失
業
給
付
を
受
給
し
て
い
る
場
合
や
、
具
体
的
な
収
入
が
生

じ
な
い
家
事
労
働
、
無
償
の
労
働
で
あ
っ
て
も
対
価
性
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
つ
い
て
も
賠
償
が
認
め
ら
れ
て
お
り
、
年
金
受
給
額

の
減
少
に
つ
い
て
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
。
自
営
業
者
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
二
五
二
条
の
逸
失
利
益
と
し
て
賠
償
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
が
多
い
。
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必
要
な
費
用
の
増
加
に
つ
い
て
は
、
健
康
の
継
続
的
な
侵
害
に
よ
り
被
害
者
に
反
復
的
に
生
じ
る
支
出
を
対
象
と
し
て
い
る
。
こ

の
必
要
な
費
用
に
つ
い
て
は
、
現
実
の
支
出
は
要
件
と
は
さ
れ
ず
、
必
要
性
が
生
じ
た
こ
と
に
よ
り
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
る
。

　

他
方
、
稼
働
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
よ
る
収
入
の
減
少
や
、
必
要
な
費
用
の
増
加
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
民
法
典
二
五
四
条

の
損
害
軽
減
義
務
に
よ
り
、残
存
稼
働
能
力
を
活
用
す
る
こ
と
、稼
働
能
力
を
回
復
さ
せ
る
よ
う
努
め
る
こ
と
、そ
の
他
損
害
を
生
じ

さ
せ
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
民
法
典
八
四
三
条
四
項
に
よ
る
利
益
調
整
の
行
わ
れ
る
場
合
も
あ
る
。

　

稼
働
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
対
す
る
定
期
金
に
つ
い
て
は
、
事
故
が
な
け
れ
ば
被
害
者
の
稼
働
能
力
が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ

る
期
間
、
特
段
の
事
情
の
な
い
限
り
は
社
会
保
障
と
し
て
の
年
金
（
六
五
歳
）
が
開
始
す
る
ま
で
、
裁
判
所
が
判
決
に
お
い
て
定
期

金
の
額
を
定
め
る
。
民
法
典
七
六
〇
条
の
定
め
る
定
期
金
と
し
て
三
ヶ
月
ご
と
の
前
払
い
で
支
払
わ
れ
る
。
定
期
金
を
命
じ
る
に
際

し
て
裁
判
所
は
担
保
付
与
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
確
定
し
た
定
期
金
に
つ
い
て
、
予
見
で
き
な
い
経
過
に
よ
り
収
入
の

減
少
や
必
要
な
費
用
の
増
加
が
あ
っ
た
と
き
に
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
よ
り
変
更
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

そ
し
て
、
定
期
金
賠
償
を
原
則
と
し
つ
つ
、
被
害
者
に
重
大
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
は
、
民
法
典
八
四
三
条
三
項
に
よ
り
一
時
金

と
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
、
定
期
金
の
支
払
わ
れ
て
い
る
期
間
中
で
あ
っ
て
も
こ
れ
を
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
も
ち

ろ
ん
、
定
期
金
と
一
時
金
は
同
一
の
請
求
権
を
満
足
さ
せ
る
二
つ
の
方
法
と
い
う
に
す
ぎ
な
い
か
ら
、
等
価
物
と
し
て
扱
わ
れ
る
べ

き
で
あ
り
、
一
時
金
に
変
更
す
る
場
合
に
は
、
定
期
金
の
所
要
期
間
、
支
払
方
法
、
適
切
な
利
息
、
定
期
金
額
の
予
想
さ
れ
る
変
更

を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
。

　

⑵　

生
命
侵
害
の
損
害
賠
償
請
求
権
（
民
法
典
八
四
四
条
）

　

直
接
被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
、
被
害
者
を
扶
養
義
務
者
と
す
る
制
定
法
上
の
扶
養
権
利
者
に
、
扶
養
請
求
権
で
は
な
く
、
各
扶

養
権
利
者
そ
れ
ぞ
れ
の
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
と
し
て
定
期
金
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
条
は
被
害
者
以
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損
害
の
特
則
と
し
て
、
逸
失
利
益
の
よ
う
な
蓋
然
性
の
証
明
が
で
き
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
一
定
の
範
囲
で
民
法
典
八
四
二
条
を

根
拠
に
損
害
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
場
合
、
将
来
の
予
測
の
不
確
実
性
に
つ
い
て
は
、
民
事
訴
訟
法

二
八
七
条
に
よ
る
証
明
軽
減
を
用
い
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　

ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
人
身
損
害
に
対
す
る
損
害
賠
償
は
、
⑴
被
害
者
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
身
体
・
健
康
侵
害
の

場
合
と
⑵
遺
族
等
の
第
三
者
か
ら
の
損
害
賠
償
請
求
と
な
る
生
命
侵
害
の
場
合
と
で
異
な
る
規
律
に
服
す
る
。

　

⑴　

身
体
・
健
康
侵
害
の
損
害
賠
償
請
求
権
（
民
法
典
八
四
三
条
）

　

身
体
ま
た
は
健
康
侵
害
に
よ
る
損
害
賠
償
は
、
稼
働
能
力
を
喪
失
ま
た
は
減
少
さ
せ
ら
れ
た
こ
と
と
負
傷
に
よ
っ
て
生
じ
た
継
続

的
に
必
要
な
費
用
の
増
加
に
つ
い
て
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

事
故
に
よ
る
稼
働
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
そ
れ
自
体
で
は
な
く
、
そ
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
よ
っ
て
被
害
者
の
現
在
お
よ
び
将

来
の
収
入
が
失
わ
れ
た
こ
と
が
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
。
資
産
の
運
用
益
に
よ
っ
て
生
計
を
得
る
者
な
ど
具
体
的
な
収
入
の
減
少

が
な
い
場
合
に
は
、
損
害
賠
償
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
し
、
違
法
な
収
入
に
つ
い
て
も
賠
償
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
が
、
具
体
的
な

収
入
の
減
少
に
よ
り
派
生
的
に
生
じ
た
不
利
益
に
つ
い
て
は
賠
償
の
対
象
と
な
る
。

　

賠
償
額
算
定
の
出
発
点
と
な
る
の
は
、
事
故
に
よ
り
生
じ
た
収
入
の
喪
失
で
あ
る
か
ら
、
典
型
的
に
は
給
与
所
得
者
を
想
定
し
、

事
故
前
の
収
入
と
事
故
後
の
収
入
の
差
額
が
賠
償
額
と
さ
れ
、
教
育
や
職
業
、
将
来
の
見
込
み
等
も
勘
案
し
た
上
で
具
体
的
に
算
定

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
現
に
失
業
し
て
い
て
収
入
が
な
く
て
も
失
業
給
付
を
受
給
し
て
い
る
場
合
や
、
具
体
的
な
収
入
が
生

じ
な
い
家
事
労
働
、
無
償
の
労
働
で
あ
っ
て
も
対
価
性
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
つ
い
て
も
賠
償
が
認
め
ら
れ
て
お
り
、
年
金
受
給
額

の
減
少
に
つ
い
て
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
。
自
営
業
者
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
二
五
二
条
の
逸
失
利
益
と
し
て
賠
償
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
が
多
い
。
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て
損
害
賠
償
を
認
め
る
。 

 

（
34
）　

ド
イ
ツ
を
含
む
外
国
法
に
つ
い
て
は
、
池
田
（
前
掲
注
19
）
二
四
四
頁
以
下
、
江
藤
（
前
掲
注
18
）
二
九
三
頁
以
下
に
詳
し
い
。

 

　
　
　

ま
た
ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
二
条
以
下
に
関
す
る
一
般
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、B

R
H

P/Spindler, 
4.A

ufl., 
2019, 

§§ 842

│845, 
E

rm
an/

W
ilhelm

i, B
G

B
, 17.A

ufl., 2023, 

§§ 842

│845, jurisPK
-B

G
B

/R
üßm

ann, 10.A
ufl., 2023, 

§§ 842

│845, M
üK

oB
G

B
/W

agner, 8.A
ufl., 

2020, B
G

B
 

§§ 842

│845, G
rüneberg/Sprau, 83A

ufl., 2024, 

§§ 842

│845, PW
W

/Luckey, 18.A
ufl., 2023, 

§§ 842

│845., N
K

-B
G

B
/

H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842

│845., B
eckO

K
 B

G
B

/Spindler, 55. E
d. 1.8.2020, B

G
B

 

§§ 842

│845

参
照
。

 

（
35
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
四
九
条
（
損
害
賠
償
の
性
質
と
範
囲
）

 

　
　
　

⑴　

損
害
賠
償
の
義
務
を
負
う
者
は
、
賠
償
を
課
す
よ
う
な
事
情
が
生
じ
な
か
っ
た
な
ら
ば
、
あ
る
で
あ
ろ
う
状
態
を
回
復
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

 

　
　
　

⑵　

人
格
の
侵
害
ま
た
は
物
の
毀
損
に
関
し
て
損
害
賠
償
が
与
え
ら
れ
る
と
き
、
債
権
者
は
、
原
状
回
復
に
か
え
て
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
金
銭

を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
物
の
毀
損
の
場
合
に
、
一
文
に
よ
る
必
要
な
金
銭
に
売
上
税
が
含
ま
れ
る
の
は
、
売
上
税
が
現
実
に
生
じ
、

か
つ
そ
の
限
り
に
お
い
て
で
あ
る
。

 

（
36
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
一
条
（
期
間
の
猶
予
の
な
い
金
銭
に
よ
る
損
害
賠
償
）

 

　
　
　

⑴　

原
状
回
復
が
不
可
能
ま
た
は
債
権
者
の
補
償
に
対
し
て
不
十
分
で
あ
る
場
合
に
は
、
賠
償
義
務
者
は
債
権
者
に
金
銭
に
よ
り
補
償
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

　
　
　

⑵　

原
状
回
復
が
過
剰
な
支
出
を
も
っ
て
し
か
可
能
で
な
い
と
き
、
賠
償
義
務
者
は
債
権
者
に
金
銭
に
よ
り
補
償
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
侵
害
さ

れ
た
動
物
の
治
療
か
ら
生
じ
た
支
出
は
、
そ
の
価
値
を
相
当
に
上
回
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
だ
け
で
過
剰
と
い
う
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。

 

（
37
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
二
条
（
逸
失
利
益
）

 

　
　
　
　

賠
償
さ
れ
る
べ
き
損
害
は
、
逸
失
利
益
も
含
む
。
事
物
の
通
常
の
経
過
、
ま
た
は
特
別
な
事
情
、
特
に
す
で
に
な
し
た
措
置
お
よ
び
準
備
に
よ

り
、
蓋
然
性
を
も
っ
て
期
待
さ
れ
う
る
利
益
は
、
逸
失
利
益
と
な
る
。

 

（
38
）　

後
述
す
る
よ
う
に
、
後
遺
障
害
が
生
じ
た
と
き
な
ど
は
、
継
続
し
て
生
じ
る
費
用
と
し
て
八
四
三
条
一
項
の
必
要
の
増
加
に
分
類
さ
れ
る
こ
と
も

（
113
）

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  150

論　　　説

外
の
第
三
者
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
規
定
と
な
る
。
法
律
上
の
扶
養
義
務
が
要
件
と
な
る
の
で
、
扶
養
義
務
が
存
す
る
限
り

は
認
め
ら
れ
、死
別
配
偶
者
が
再
婚
を
し
た
と
し
て
も
本
条
の
請
求
権
は
失
わ
れ
な
い
が
、婚
約
や
扶
養
に
関
す
る
当
事
者
間
の
合
意

が
あ
っ
た
と
い
う
だ
け
で
は
認
め
ら
れ
な
い
。
ま
た
、
親
よ
り
先
に
子
が
死
亡
し
た
と
い
う
場
合
に
つ
い
て
も
、
年
齢
、
健
康
状
態
、

精
神
状
態
、
学
校
ま
た
は
職
業
訓
練
の
状
況
、
労
働
意
思
や
労
働
能
力
を
総
合
考
慮
し
て
、
将
来
生
じ
る
扶
養
の
蓋
然
性
が
認
め
ら

れ
る
限
り
に
お
い
て
、
扶
養
損
害
の
賠
償
を
求
め
る
確
定
の
訴
え
（
民
事
訴
訟
法
三
〇
四
条
）
が
認
め
ら
れ
る
。

　

扶
養
損
害
は
被
害
者
が
生
存
し
て
い
た
で
あ
れ
ば
将
来
受
け
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
扶
養
が
失
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
要
件
と
す
る
た
め
、

扶
養
の
提
供
可
能
性
が
必
要
で
あ
り
、
未
払
い
の
扶
養
料
は
賠
償
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
は
、

法
律
上
定
め
ら
れ
た
扶
養
の
程
度
が
基
準
に
な
る
が
、死
亡
し
た
被
害
者
の
収
入
の
一
定
割
合
と
し
て
定
め
る
こ
と
や
、法
律
上
の
義

務
を
超
え
た
扶
養
損
害
を
認
め
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
扶
養
権
利
者
に
つ
い
て
は
本
人
の
稼
動
能
力
を
考
慮
し
た
損
害
軽
減
義
務
あ

る
い
は
死
亡
事
故
に
つ
い
て
の
共
働
過
責
が
適
用
さ
れ
る
。
被
害
者
の
収
入
を
算
定
す
る
に
際
し
て
は
、
家
事
労
働
や
将
来
受
け
る

べ
き
年
金
な
ど
も
考
慮
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

扶
養
損
害
に
つ
い
て
も
、
稼
動
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
対
す
る
場
合
と
同
様
に
、
定
期
金
賠
償
ま
た
は
一
時
金
賠
償
が
認
め

ら
れ
る
。
た
だ
し
、
定
期
金
賠
償
の
期
間
に
つ
い
て
は
、
死
亡
被
害
者
の
稼
動
可
能
な
期
間
で
は
な
く
、
請
求
権
者
が
将
来
扶
養
を

受
け
る
べ
き
期
間
と
さ
れ
る
。

　

そ
の
他
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
は
、
適
切
な
葬
儀
に
必
要
な
費
用
の
賠
償
を
相
続
人
、
あ
る
い
は
、
葬
儀
費
用
を
引
き
受
け
る

契
約
上
の
義
務
を
負
う
者
に
対
し
て
認
め
る
。

　

ま
た
、
二
〇
一
七
年
に
追
加
さ
れ
た
民
法
典
八
四
四
条
三
項
は
、
民
法
典
二
五
三
条
二
項
の
特
則
と
し
て
遺
族
慰
謝
料
を
認
め
る
。

す
な
わ
ち
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
限
り
、
近
親
者
に
民
法
典
二
五
三
条
一
項
の
慰
謝
料
請
求
権
と
し
て
一
万
ユ
ー
ロ
を
基
準
と
し
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ドイツにおける定期金賠償の現状

て
損
害
賠
償
を
認
め
る
。 

 

（
34
）　

ド
イ
ツ
を
含
む
外
国
法
に
つ
い
て
は
、
池
田
（
前
掲
注
19
）
二
四
四
頁
以
下
、
江
藤
（
前
掲
注
18
）
二
九
三
頁
以
下
に
詳
し
い
。

 

　
　
　

ま
た
ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
二
条
以
下
に
関
す
る
一
般
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、B

R
H

P/Spindler, 
4.A

ufl., 
2019, 

§§ 842

│845, 
E

rm
an/

W
ilhelm

i, B
G

B
, 17.A

ufl., 2023, 

§§ 842

│845, jurisPK
-B

G
B

/R
üßm

ann, 10.A
ufl., 2023, 

§§ 842

│845, M
üK

oB
G

B
/W

agner, 8.A
ufl., 

2020, B
G

B
 

§§ 842

│845, G
rüneberg/Sprau, 83A

ufl., 2024, 

§§ 842

│845, PW
W

/Luckey, 18.A
ufl., 2023, 

§§ 842

│845., N
K

-B
G

B
/

H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842

│845., B
eckO

K
 B

G
B

/Spindler, 55. E
d. 1.8.2020, B

G
B

 

§§ 842

│845

参
照
。

 

（
35
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
四
九
条
（
損
害
賠
償
の
性
質
と
範
囲
）

 

　
　
　

⑴　

損
害
賠
償
の
義
務
を
負
う
者
は
、
賠
償
を
課
す
よ
う
な
事
情
が
生
じ
な
か
っ
た
な
ら
ば
、
あ
る
で
あ
ろ
う
状
態
を
回
復
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

 

　
　
　

⑵　

人
格
の
侵
害
ま
た
は
物
の
毀
損
に
関
し
て
損
害
賠
償
が
与
え
ら
れ
る
と
き
、
債
権
者
は
、
原
状
回
復
に
か
え
て
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
金
銭

を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
物
の
毀
損
の
場
合
に
、
一
文
に
よ
る
必
要
な
金
銭
に
売
上
税
が
含
ま
れ
る
の
は
、
売
上
税
が
現
実
に
生
じ
、

か
つ
そ
の
限
り
に
お
い
て
で
あ
る
。

 

（
36
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
一
条
（
期
間
の
猶
予
の
な
い
金
銭
に
よ
る
損
害
賠
償
）

 

　
　
　

⑴　

原
状
回
復
が
不
可
能
ま
た
は
債
権
者
の
補
償
に
対
し
て
不
十
分
で
あ
る
場
合
に
は
、
賠
償
義
務
者
は
債
権
者
に
金
銭
に
よ
り
補
償
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

　
　
　

⑵　

原
状
回
復
が
過
剰
な
支
出
を
も
っ
て
し
か
可
能
で
な
い
と
き
、
賠
償
義
務
者
は
債
権
者
に
金
銭
に
よ
り
補
償
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
侵
害
さ

れ
た
動
物
の
治
療
か
ら
生
じ
た
支
出
は
、
そ
の
価
値
を
相
当
に
上
回
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
だ
け
で
過
剰
と
い
う
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。

 

（
37
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
二
条
（
逸
失
利
益
）

 

　
　
　
　

賠
償
さ
れ
る
べ
き
損
害
は
、
逸
失
利
益
も
含
む
。
事
物
の
通
常
の
経
過
、
ま
た
は
特
別
な
事
情
、
特
に
す
で
に
な
し
た
措
置
お
よ
び
準
備
に
よ

り
、
蓋
然
性
を
も
っ
て
期
待
さ
れ
う
る
利
益
は
、
逸
失
利
益
と
な
る
。

 

（
38
）　

後
述
す
る
よ
う
に
、
後
遺
障
害
が
生
じ
た
と
き
な
ど
は
、
継
続
し
て
生
じ
る
費
用
と
し
て
八
四
三
条
一
項
の
必
要
の
増
加
に
分
類
さ
れ
る
こ
と
も

（
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）
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論　　　説

外
の
第
三
者
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
規
定
と
な
る
。
法
律
上
の
扶
養
義
務
が
要
件
と
な
る
の
で
、
扶
養
義
務
が
存
す
る
限
り

は
認
め
ら
れ
、死
別
配
偶
者
が
再
婚
を
し
た
と
し
て
も
本
条
の
請
求
権
は
失
わ
れ
な
い
が
、婚
約
や
扶
養
に
関
す
る
当
事
者
間
の
合
意

が
あ
っ
た
と
い
う
だ
け
で
は
認
め
ら
れ
な
い
。
ま
た
、
親
よ
り
先
に
子
が
死
亡
し
た
と
い
う
場
合
に
つ
い
て
も
、
年
齢
、
健
康
状
態
、

精
神
状
態
、
学
校
ま
た
は
職
業
訓
練
の
状
況
、
労
働
意
思
や
労
働
能
力
を
総
合
考
慮
し
て
、
将
来
生
じ
る
扶
養
の
蓋
然
性
が
認
め
ら

れ
る
限
り
に
お
い
て
、
扶
養
損
害
の
賠
償
を
求
め
る
確
定
の
訴
え
（
民
事
訴
訟
法
三
〇
四
条
）
が
認
め
ら
れ
る
。

　

扶
養
損
害
は
被
害
者
が
生
存
し
て
い
た
で
あ
れ
ば
将
来
受
け
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
扶
養
が
失
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
要
件
と
す
る
た
め
、

扶
養
の
提
供
可
能
性
が
必
要
で
あ
り
、
未
払
い
の
扶
養
料
は
賠
償
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
は
、

法
律
上
定
め
ら
れ
た
扶
養
の
程
度
が
基
準
に
な
る
が
、死
亡
し
た
被
害
者
の
収
入
の
一
定
割
合
と
し
て
定
め
る
こ
と
や
、法
律
上
の
義

務
を
超
え
た
扶
養
損
害
を
認
め
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
扶
養
権
利
者
に
つ
い
て
は
本
人
の
稼
動
能
力
を
考
慮
し
た
損
害
軽
減
義
務
あ

る
い
は
死
亡
事
故
に
つ
い
て
の
共
働
過
責
が
適
用
さ
れ
る
。
被
害
者
の
収
入
を
算
定
す
る
に
際
し
て
は
、
家
事
労
働
や
将
来
受
け
る

べ
き
年
金
な
ど
も
考
慮
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

扶
養
損
害
に
つ
い
て
も
、
稼
動
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
に
対
す
る
場
合
と
同
様
に
、
定
期
金
賠
償
ま
た
は
一
時
金
賠
償
が
認
め

ら
れ
る
。
た
だ
し
、
定
期
金
賠
償
の
期
間
に
つ
い
て
は
、
死
亡
被
害
者
の
稼
動
可
能
な
期
間
で
は
な
く
、
請
求
権
者
が
将
来
扶
養
を

受
け
る
べ
き
期
間
と
さ
れ
る
。

　

そ
の
他
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
は
、
適
切
な
葬
儀
に
必
要
な
費
用
の
賠
償
を
相
続
人
、
あ
る
い
は
、
葬
儀
費
用
を
引
き
受
け
る

契
約
上
の
義
務
を
負
う
者
に
対
し
て
認
め
る
。

　

ま
た
、
二
〇
一
七
年
に
追
加
さ
れ
た
民
法
典
八
四
四
条
三
項
は
、
民
法
典
二
五
三
条
二
項
の
特
則
と
し
て
遺
族
慰
謝
料
を
認
め
る
。

す
な
わ
ち
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
限
り
、
近
親
者
に
民
法
典
二
五
三
条
一
項
の
慰
謝
料
請
求
権
と
し
て
一
万
ユ
ー
ロ
を
基
準
と
し
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あ
る
。

 
（
39
）　

人
身
損
害
に
つ
い
て
も
一
般
損
害
法
の
適
用
も
あ
る
た
め
、
民
法
典
二
五
四
条
が
適
用
さ
れ
る
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
四
条
（
共
働
過
責
）

 

　
　
　

⑴　

損
害
の
発
生
に
際
し
被
害
者
の
過
失
が
共
働
し
た
と
き
は
、
賠
償
義
務
お
よ
び
給
付
す
べ
き
賠
償
の
範
囲
は
、
事
情
に
よ
り
、
特
に
、
ど
の

範
囲
に
お
い
て
い
ず
れ
の
当
事
者
が
主
と
し
て
損
害
を
惹
起
し
た
か
に
よ
っ
て
定
ま
る
。

 

　
　
　

⑵　

債
務
者
が
認
識
し
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
認
識
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
異
常
に
高
い
損
害
の
危
険
を
被
害
者
が
債
務
者
に
注
意
し
な
か
っ
た
こ

と
、
ま
た
は
、
被
害
者
が
損
害
を
防
止
も
し
く
は
軽
減
し
な
か
っ
た
こ
と
に
被
害
者
の
過
失
が
あ
る
と
き
も
、
前
項
と
同
様
で
あ
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
は
、
二
七
八
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

 

（
40
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
二
条
（
人
身
侵
害
に
お
け
る
賠
償
義
務
の
範
囲
）

 

　
　
　
　

人
身
に
対
す
る
不
法
行
為
を
原
因
と
す
る
損
害
賠
償
義
務
の
範
囲
は
、
被
害
者
の
現
在
ま
た
は
将
来
の
収
入
に
生
じ
た
不
利
益
に
及
ぶ
。

 

（
41
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
三
条
（
定
期
金
ま
た
は
一
時
金
）

 

　
　
　

⑴　

身
体
ま
た
は
健
康
の
侵
害
に
よ
り
被
害
者
の
労
働
能
力
が
失
わ
れ
る
か
減
少
す
る
と
き
、
ま
た
は
必
要
な
費
用
が
増
加
す
る
と
き
に
は
、
定

期
金
の
支
払
い
に
よ
り
損
害
賠
償
が
給
付
さ
れ
る
。

 

　
　
　

⑵　

定
期
金
に
は
七
六
〇
条
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
。
賠
償
義
務
者
が
、
担
保
を
提
供
す
る
か
ど
う
か
、
ど
の
種
類
の
担
保
を
提
供
す
る
の
か
、

ど
の
範
囲
で
担
保
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
は
、
事
情
に
よ
り
定
ま
る
。

 

　
　
　

⑶　

重
大
な
理
由
の
あ
る
場
合
、
被
害
者
は
、
定
期
金
に
か
え
て
一
時
金
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑷　

被
害
者
に
扶
養
を
保
障
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
者
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
に
よ
っ
て
請
求
権
は
排
除
さ
れ
な
い
。

 

（
42
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
四
条
（
死
亡
の
場
合
の
賠
償
請
求
権
）

 

　
　
　

⑴　

死
亡
の
場
合
お
い
て
、
賠
償
義
務
者
は
、
埋
葬
費
用
を
負
担
す
る
義
務
を
負
う
者
に
対
し
て
、
こ
の
費
用
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

　
　
　

⑵　

殺
害
さ
れ
た
者
が
、
侵
害
時
点
に
お
い
て
、
第
三
者
に
対
し
法
律
上
扶
養
義
務
を
負
っ
て
い
た
か
、
ま
た
は
負
う
べ
き
可
能
性
の
あ
る
関
係

に
あ
り
、
か
つ
、
第
三
者
が
殺
害
の
結
果
扶
養
を
受
け
る
権
利
を
失
っ
た
と
き
は
、
賠
償
義
務
者
は
、
殺
害
さ
れ
た
者
が
推
定
生
存
期
間
中

扶
養
す
る
義
務
を
負
う
限
度
で
、
第
三
者
に
対
し
、
定
期
金
の
支
払
い
に
よ
っ
て
損
害
賠
償
義
務
を
負
う
。
八
四
三
条
二
項
か
ら
第
四
項
ま

で
の
規
定
は
、
こ
の
場
合
に
準
用
す
る
。
損
害
賠
償
は
、
第
三
者
が
侵
害
時
点
に
お
い
て
懐
胎
し
て
い
る
が
ま
だ
出
生
し
て
い
な
い
と
き
で
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も
生
ず
る
。

 

　
　
　

⑶　

賠
償
義
務
者
は
、
死
亡
し
た
被
害
者
に
対
す
る
侵
害
時
点
に
お
い
て
、
特
に
人
的
に
近
い
関
係
に
あ
る
遺
族
に
対
し
、
遺
族
の
精
神
的
な
悲

し
み
を
満
足
さ
せ
る
の
に
適
切
な
金
銭
賠
償
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
特
に
人
的
に
近
い
関
係
と
推
定
さ
れ
る
の
は
、
遺
族
が
、
死

亡
し
た
被
害
者
の
法
律
上
の
配
偶
者
、
パ
ー
ト
ナ
ー
、
親
、
子
の
場
合
で
あ
る
。

 

（
43
）　

人
身
損
害
に
対
し
て
社
会
保
険
給
付
等
が
な
さ
れ
た
場
合
や
、
雇
用
主
が
継
続
し
て
賃
金
を
支
払
っ
て
い
た
場
合
に
は
、
被
害
者
の
損
害
賠
償
請

求
権
は
こ
れ
ら
の
者
に
移
転
す
る
と
さ
れ
て
い
る
（
社
会
保
険
事
業
者
が
給
付
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
限
り
に
お
い
て
第
三
者
に
対
す
る
賠
償

請
求
権
は
発
生
時
点
で
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.13.3.1935, R
G

Z 148, 19, 22.

）、
遺
族
の
損
害
賠
償
請
求
権
の
社
会
保
険
事
業
者
へ

の
移
転
は
全
額
を
移
転
し
て
し
ま
っ
た
の
か
遺
族
に
留
保
さ
れ
た
部
分
が
あ
り
な
お
訴
訟
可
能
性
が
あ
る
か
に
よ
る
と
し
た
事
例（R

G
 7.5.1941, 

R
G

Z 167, 85, 92.

）、
事
故
に
よ
り
就
業
不
能
と
な
っ
た
公
務
員
の
給
与
が
支
払
わ
れ
て
い
た
と
き
国
は
加
害
者
に
税
金
を
含
め
て
損
害
賠
償
請

求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.30.6.1964, B

G
H

Z 42, 76, R
n.7, 17.

）、
事
故
に
よ
る
就
業
不
能
期
間
中
に
使
用
者
が
従
業
員
に
支
払
っ

た
総
賃
金
と
社
会
保
険
料
を
加
害
者
に
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.27.4.1965, B

G
H

Z 43, 378, R
n.12.

）、
被
害
者
の
損
害
賠
償
請

求
権
は
加
害
者
の
支
払
う
べ
き
損
害
賠
償
請
求
権
と
同
じ
目
的
を
果
た
す
限
り
に
お
い
て
社
会
保
険
事
業
者
に
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.25.9.1973, N

JW
 1974, 41, R

n.10.

）、
被
害
者
に
失
業
給
付
を
行
っ
た
場
合
に
損
害
賠
償
請
求
権
は
社
会
保
険
事
業
者
に
移
転
す
る
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.3.1984, B

G
H

Z 90, 334, R
n.18.

）、
失
業
者
の
失
業
手
当
受
給
資
格
喪
失
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
は
継
続
的
な
支
払

い
が
行
わ
れ
て
い
る
限
り
に
お
い
て
給
付
金
支
払
者
に
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.4.2008, B

G
H

Z 176, 109, R
n.14.

）
参
照
。

 

（
44
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
五
条
（
就
業
の
逸
失
を
原
因
と
す
る
賠
償
請
求
権
）

 

　
　
　
　

死
亡
、
身
体
ま
た
は
健
康
侵
害
の
場
合
、
お
よ
び
自
由
の
剥
奪
の
場
合
、
被
害
者
が
、
そ
の
家
庭
内
ま
た
は
事
業
所
内
に
お
い
て
第
三
者
に
対

し
て
労
務
を
給
付
す
る
法
律
上
の
義
務
を
負
う
と
き
、
第
三
者
に
は
、
就
業
の
逸
失
に
つ
き
定
期
金
給
付
に
よ
り
賠
償
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら

い
。
八
四
三
条
二
項
な
い
し
四
項
の
規
定
が
準
用
さ
れ
る
。

 

（
45
）　

ド
イ
ツ
民
法
典
一
六
一
九
条
（
家
政
及
び
事
業
に
お
け
る
役
務
提
供
）

 

　
　
　
　

子
は
、
親
の
世
帯
に
属
し
、
親
に
教
育
又
は
扶
養
さ
れ
て
い
る
限
り
、
そ
の
能
力
及
び
生
活
上
の
地
位
に
応
じ
た
方
法
で
、
親
の
家
政
及
び
事

業
に
お
い
て
親
に
役
務
を
提
供
す
る
義
務
を
負
う
。（
訳
は
、
法
務
省
大
臣
官
房
司
法
法
制
部
『
法
務
資
料 

四
六
八
号 

ド
イ
ツ
民
法
典
第
四
編

（
親
族
法
）』
に
よ
る
。）
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あ
る
。

 

（
39
）　
人
身
損
害
に
つ
い
て
も
一
般
損
害
法
の
適
用
も
あ
る
た
め
、
民
法
典
二
五
四
条
が
適
用
さ
れ
る
。

 

　
　
　
ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
四
条
（
共
働
過
責
）

 

　
　
　
⑴
　
損
害
の
発
生
に
際
し
被
害
者
の
過
失
が
共
働
し
た
と
き
は
、
賠
償
義
務
お
よ
び
給
付
す
べ
き
賠
償
の
範
囲
は
、
事
情
に
よ
り
、
特
に
、
ど
の

範
囲
に
お
い
て
い
ず
れ
の
当
事
者
が
主
と
し
て
損
害
を
惹
起
し
た
か
に
よ
っ
て
定
ま
る
。

 

　
　
　
⑵
　
債
務
者
が
認
識
し
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
認
識
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
異
常
に
高
い
損
害
の
危
険
を
被
害
者
が
債
務
者
に
注
意
し
な
か
っ
た
こ

と
、
ま
た
は
、
被
害
者
が
損
害
を
防
止
も
し
く
は
軽
減
し
な
か
っ
た
こ
と
に
被
害
者
の
過
失
が
あ
る
と
き
も
、
前
項
と
同
様
で
あ
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
は
、
二
七
八
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

 

（
40
）　
ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
二
条
（
人
身
侵
害
に
お
け
る
賠
償
義
務
の
範
囲
）

 

　
　
　
　
人
身
に
対
す
る
不
法
行
為
を
原
因
と
す
る
損
害
賠
償
義
務
の
範
囲
は
、
被
害
者
の
現
在
ま
た
は
将
来
の
収
入
に
生
じ
た
不
利
益
に
及
ぶ
。

 

（
41
）　
ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
三
条
（
定
期
金
ま
た
は
一
時
金
）

 

　
　
　
⑴
　
身
体
ま
た
は
健
康
の
侵
害
に
よ
り
被
害
者
の
労
働
能
力
が
失
わ
れ
る
か
減
少
す
る
と
き
、
ま
た
は
必
要
な
費
用
が
増
加
す
る
と
き
に
は
、
定

期
金
の
支
払
い
に
よ
り
損
害
賠
償
が
給
付
さ
れ
る
。

 

　
　
　
⑵
　
定
期
金
に
は
七
六
〇
条
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
。
賠
償
義
務
者
が
、
担
保
を
提
供
す
る
か
ど
う
か
、
ど
の
種
類
の
担
保
を
提
供
す
る
の
か
、

ど
の
範
囲
で
担
保
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
は
、
事
情
に
よ
り
定
ま
る
。

 

　
　
　
⑶
　
重
大
な
理
由
の
あ
る
場
合
、
被
害
者
は
、
定
期
金
に
か
え
て
一
時
金
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　
⑷
　
被
害
者
に
扶
養
を
保
障
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
者
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
に
よ
っ
て
請
求
権
は
排
除
さ
れ
な
い
。

 

（
42
）　
ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
四
条
（
死
亡
の
場
合
の
賠
償
請
求
権
）

 

　
　
　
⑴
　
死
亡
の
場
合
お
い
て
、
賠
償
義
務
者
は
、
埋
葬
費
用
を
負
担
す
る
義
務
を
負
う
者
に
対
し
て
、
こ
の
費
用
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

　
　
　
⑵
　
殺
害
さ
れ
た
者
が
、
侵
害
時
点
に
お
い
て
、
第
三
者
に
対
し
法
律
上
扶
養
義
務
を
負
っ
て
い
た
か
、
ま
た
は
負
う
べ
き
可
能
性
の
あ
る
関
係

に
あ
り
、
か
つ
、
第
三
者
が
殺
害
の
結
果
扶
養
を
受
け
る
権
利
を
失
っ
た
と
き
は
、
賠
償
義
務
者
は
、
殺
害
さ
れ
た
者
が
推
定
生
存
期
間
中

扶
養
す
る
義
務
を
負
う
限
度
で
、
第
三
者
に
対
し
、
定
期
金
の
支
払
い
に
よ
っ
て
損
害
賠
償
義
務
を
負
う
。
八
四
三
条
二
項
か
ら
第
四
項
ま

で
の
規
定
は
、
こ
の
場
合
に
準
用
す
る
。
損
害
賠
償
は
、
第
三
者
が
侵
害
時
点
に
お
い
て
懐
胎
し
て
い
る
が
ま
だ
出
生
し
て
い
な
い
と
き
で
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⑶
　
賠
償
義
務
者
は
、
死
亡
し
た
被
害
者
に
対
す
る
侵
害
時
点
に
お
い
て
、
特
に
人
的
に
近
い
関
係
に
あ
る
遺
族
に
対
し
、
遺
族
の
精
神
的
な
悲

し
み
を
満
足
さ
せ
る
の
に
適
切
な
金
銭
賠
償
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
特
に
人
的
に
近
い
関
係
と
推
定
さ
れ
る
の
は
、
遺
族
が
、
死

亡
し
た
被
害
者
の
法
律
上
の
配
偶
者
、
パ
ー
ト
ナ
ー
、
親
、
子
の
場
合
で
あ
る
。

 

（
43
）　
人
身
損
害
に
対
し
て
社
会
保
険
給
付
等
が
な
さ
れ
た
場
合
や
、
雇
用
主
が
継
続
し
て
賃
金
を
支
払
っ
て
い
た
場
合
に
は
、
被
害
者
の
損
害
賠
償
請

求
権
は
こ
れ
ら
の
者
に
移
転
す
る
と
さ
れ
て
い
る
（
社
会
保
険
事
業
者
が
給
付
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
限
り
に
お
い
て
第
三
者
に
対
す
る
賠
償

請
求
権
は
発
生
時
点
で
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.13.3.1935, R
G

Z 148, 19, 22.

）、
遺
族
の
損
害
賠
償
請
求
権
の
社
会
保
険
事
業
者
へ

の
移
転
は
全
額
を
移
転
し
て
し
ま
っ
た
の
か
遺
族
に
留
保
さ
れ
た
部
分
が
あ
り
な
お
訴
訟
可
能
性
が
あ
る
か
に
よ
る
と
し
た
事
例（R

G
 7.5.1941, 

R
G

Z 167, 85, 92.
）、
事
故
に
よ
り
就
業
不
能
と
な
っ
た
公
務
員
の
給
与
が
支
払
わ
れ
て
い
た
と
き
国
は
加
害
者
に
税
金
を
含
め
て
損
害
賠
償
請

求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.30.6.1964, B

G
H

Z 42, 76, R
n.7, 17.

）、
事
故
に
よ
る
就
業
不
能
期
間
中
に
使
用
者
が
従
業
員
に
支
払
っ

た
総
賃
金
と
社
会
保
険
料
を
加
害
者
に
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.27.4.1965, B

G
H

Z 43, 378, R
n.12.

）、
被
害
者
の
損
害
賠
償
請

求
権
は
加
害
者
の
支
払
う
べ
き
損
害
賠
償
請
求
権
と
同
じ
目
的
を
果
た
す
限
り
に
お
い
て
社
会
保
険
事
業
者
に
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.25.9.1973, N

JW
 1974, 41, R

n.10.

）、
被
害
者
に
失
業
給
付
を
行
っ
た
場
合
に
損
害
賠
償
請
求
権
は
社
会
保
険
事
業
者
に
移
転
す
る
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.3.1984, B

G
H

Z 90, 334, R
n.18.

）、
失
業
者
の
失
業
手
当
受
給
資
格
喪
失
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
は
継
続
的
な
支
払

い
が
行
わ
れ
て
い
る
限
り
に
お
い
て
給
付
金
支
払
者
に
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.4.2008, B

G
H

Z 176, 109, R
n.14.

）
参
照
。

 

（
44
）　
ド
イ
ツ
民
法
典
八
四
五
条
（
就
業
の
逸
失
を
原
因
と
す
る
賠
償
請
求
権
）

 

　
　
　
　
死
亡
、
身
体
ま
た
は
健
康
侵
害
の
場
合
、
お
よ
び
自
由
の
剥
奪
の
場
合
、
被
害
者
が
、
そ
の
家
庭
内
ま
た
は
事
業
所
内
に
お
い
て
第
三
者
に
対

し
て
労
務
を
給
付
す
る
法
律
上
の
義
務
を
負
う
と
き
、
第
三
者
に
は
、
就
業
の
逸
失
に
つ
き
定
期
金
給
付
に
よ
り
賠
償
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
八
四
三
条
二
項
な
い
し
四
項
の
規
定
が
準
用
さ
れ
る
。

 

（
45
）　
ド
イ
ツ
民
法
典
一
六
一
九
条
（
家
政
及
び
事
業
に
お
け
る
役
務
提
供
）

 

　
　
　
　
子
は
、
親
の
世
帯
に
属
し
、
親
に
教
育
又
は
扶
養
さ
れ
て
い
る
限
り
、
そ
の
能
力
及
び
生
活
上
の
地
位
に
応
じ
た
方
法
で
、
親
の
家
政
及
び
事

業
に
お
い
て
親
に
役
務
を
提
供
す
る
義
務
を
負
う
。（
訳
は
、
法
務
省
大
臣
官
房
司
法
法
制
部
『
法
務
資
料 

四
六
八
号 

ド
イ
ツ
民
法
典
第
四
編

（
親
族
法
）』
に
よ
る
。）
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八
四
五
条
の
役
務
の
喪
失
に
対
す
る
賠
償
額
は
同
等
の
役
務
の
調
達
に
必
要
な
支
出
で
は
な
く
役
務
そ
の
も
の
の
価
値
に
よ
り
定
ま
る
と
し
た
事

例
（R

G
 U

.v.1.10.1936, R
G

Z 152, 208, 213.

）、
八
四
五
条
の
請
求
権
が
損
害
賠
償
の
性
質
を
有
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.12.1951, 

B
G

H
Z 4, 123, R

n.10.

）、
家
事
労
働
に
従
事
す
る
配
偶
者
の
負
傷
に
つ
い
て
他
方
配
偶
者
が
八
四
五
条
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.9.7.1968, B

G
H

Z 304, R
n.6.

）、
家
庭
内
の
子
が
親
の
農
場
で
働
く
と
い
う
役
務
は
一
六
一
七
条
に
基
づ
く

も
の
で
あ
り
扶
養
義
務
の
問
題
と
は
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.6.1969, N

JW
 1969, 2005, R

n.90f.

）、
配
偶
者
の
事
業
に
協
力

し
て
い
た
と
し
て
も
家
事
労
働
と
同
視
で
き
る
も
の
で
あ
っ
て
八
四
五
条
に
よ
り
被
害
者
以
外
が
別
個
に
損
害
賠
償
請
求
を
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.7.1972, B

G
H

Z 59, 172, R
n.6.

）、
家
事
労
働
は
統
一
的
に
評
価
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
か
ら
親
が
一
六
一
九
条

と
八
四
五
条
に
基
づ
き
損
害
賠
償
請
求
を
行
う
た
め
に
は
子
が
自
ら
の
逸
失
利
益
を
八
四
二
条
に
よ
り
請
求
し
な
い
こ
と
が
条
件
と
な
る
と
し
た

事
例
（B

G
H

 U
.v.25.10.1977, B

G
H

Z 69, 380, R
n.19, 27.

）、
一
六
一
八
ａ
条
の
一
般
規
定
か
ら
子
の
農
場
に
従
事
す
る
親
の
八
四
五
条
の

法
的
義
務
は
導
か
れ
な
い
と
し
た
事
例
（O

LG
 B

am
berg U

.v.3.1.1984, N
JW

 1985, 956, R
n.20f.

）、
親
の
経
営
す
る
農
場
で
子
が
形
式
的

に
契
約
を
締
結
し
て
い
た
と
し
て
も
八
四
五
条
の
対
象
と
な
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.11.1990, N

JW
 1991, 1226, R

n.12.

）、
法
律

上
の
婚
姻
関
係
に
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
非
婚
同
居
の
パ
ー
ト
ナ
ー
の
家
事
労
働
に
つ
い
て
は
損
害
賠
償
を
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（LG

 

Zw
eibrücken U

.v.29.6.1993, N
JW

 1993, 3207, R
n.2.

）、
フ
ィ
ギ
ュ
ア
ス
ケ
ー
ト
の
パ
ー
ト
ナ
ー
の
負
傷
に
つ
い
て
八
四
五
条
に
よ
り
損
害

賠
償
を
求
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.10.12.2002, N

JW
 2003, 1040, R

n.9.

）
参
照
。
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人
身
損
害
の
特
則
で
あ
る
た
め
、
一
般
損
害
法
の
適
用
を
前
提
に
、
生
命
（
八
四
四
条
）、
身
体
、
健
康
お
よ
び
自
由
（
八
四
三
条
）
に
対
す
る

侵
害
に
つ
い
て
の
賠
償
請
求
権
を
明
確
化
す
る
と
と
も
に
、
名
誉
等
の
人
格
権
侵
害
は
対
象
外
と
な
る
（E

rm
an/W
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i, 
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n.2., 

G
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agner, D
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人
身
損
害
の
特
則
で
あ
る
た
め
、
危
険
責
任
等
の
特
別
法
に
も
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
八
三
九
条
（
公
務
員
の
責
任
）
に
つ
い
て
も
他
の
不

法
行
為
責
任
と
同
様
に
八
四
四
条
と
八
四
五
条
が
適
用
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.1.11.1918, R
G

Z 94, 102, 104.

）、
予
防
接
種
に
よ
る

死
亡
に
つ
い
て
の
特
別
法
上
の
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
も
八
四
四
条
を
類
推
適
用
し
て
遺
族
の
請
求
を
認
め
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.17.10.1955, B

G
H

Z 18, 286, R
n.12.

）、
予
防
接
種
損
害
賠
償
法
は
八
四
四
条
に
よ
る
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
を
排
除
し
な
い
と
し
た
事

例
（B

G
H
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.v.1.12.1960, B

G
H

Z 34, 23, R
n.3.

）、
危
殆
化
責
任
に
お
い
て
も
家
事
労
働
か
ら
生
じ
る
損
害
は
承
認
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.26.11.1968, B
G

H
Z 51, 109, R

n.16.

））
が
、
そ
の
他
の
損
害
賠
償
責
任
に
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
る
（
八
二
九
条
（
衡
平

責
任
）
は
八
四
四
条
に
は
適
用
さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 9.12.1918, R

G
Z 94, 220, 221.

）、
八
四
四
条
は
不
法
行
為
規
定
で
あ
る
か
ら
契

約
法
や
公
法
上
の
関
係
に
は
適
用
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.8.1.1926, R
G

Z 112, 290, 297.

））。

 

　
　
　

そ
の
他
、
本
条
を
合
意
に
よ
っ
て
適
用
を
排
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
も
問
題
と
な
る
（
航
空
機
の
利
用
に
際
し
て
事
故
前
の
合
意
に
よ

り
八
四
四
条
二
項
の
請
求
を
制
限
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
が
当
該
条
項
は
運
行
会
社
や
パ
イ
ロ
ッ
ト
の
過
失
に
よ
る
事
故
ま
で
免
責
す
る
も
の

で
は
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.19.3.1927, R
G

Z 117, 102, 104, 107.

））。
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不
法
行
為
と
損
害
と
の
間
の
因
果
関
係
に
つ
い
て
も
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.26.4.1937, R
G

Z 155, 37, 

39f.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
算
定
に
つ
い
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.5.1970, B

G
H

Z 54, 45, R
n.18.

）、

扶
養
損
害
の
賠
償
は
死
者
の
扶
養
義
務
が
実
現
さ
れ
う
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
お
り
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
判
断
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.23.4.1974, N
JW

 1974, 1373, R
n.13.

）、
扶
養
損
害
の
額
を
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
被
相
続
人
の
収
入
の
一
定
割
合
と
し

て
認
定
す
る
こ
と
も
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1987, N

JW
-R

R
 1988, 66, R

n.11f.

）、
逸
失
利
益
の
算
定
に
際
し
て
職
業
上
の
経

歴
等
を
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
中
で
適
切
に
考
慮
す
べ
き
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.31.1.1989, N

JW
-R

R
 1989 606, R

n.12.

）、サ
ッ

カ
ー
コ
ー
チ
と
し
て
の
訓
練
中
で
あ
っ
た
被
害
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
算
定
す
べ
き
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.17.2.1998, N

JW
 1998, 1633, R

n.23ff.

）、
逸
失
利
益
の
蓋
然
性
の
証
明
に
つ
い
て
は
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
が
適
用
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（O
LG

 K
öln U

.v.22.6.1999, VersR
 2000, 237, R

n.53.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
算
定
す
る
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.2.2001, N

JW
 2001, 1640, R

n.14.

）、
八
四
二
条
お
よ
び
八
四
三
条
の
人
身
損
害
に
お
け
る
逸
失
利
益
の
算
定
は
二
五



（ ）243 （甲南法学ʼ 24）64─3・4─  154

論　　　説

 

（
46
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 845 
R

n.2, 
E

rw
in 

D
eutsch/H

ans-Jürgen 
A

hrens, 
D

eliktsrecht, 
5.A

ufl, 
R

n.643., 
D

irk 
Looschelders, 

Schuldrecht B
esonderer Teil, 18.A

ufl., 2023, 

§ 71, R
n.15., D

irk Looschelders, Schuldrecht A
llgem

einer Teil, 21.A
ufl., 2023, 

§ 46, R
n.5, Volker E

m
m

erich, B
G

B
-Schuldrecht B

esondere Teil, 16.A
ufl., 2021, 

§ 26 R
n.22., G

rüneberg/Sprau, 

§ 845 R
n.2., 

PW
W

/Luckey, 

§ 845 R
n.3, N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.3ff., B

R
H

P/Spindler, 

§ 845 R
n.5., jurisPK

-B
G

B
/

R
üßm

ann, 

§ 845 R
n.3, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 845 R
n.4ff.

 

　
　
　

八
四
五
条
の
役
務
の
喪
失
に
対
す
る
賠
償
額
は
同
等
の
役
務
の
調
達
に
必
要
な
支
出
で
は
な
く
役
務
そ
の
も
の
の
価
値
に
よ
り
定
ま
る
と
し
た
事

例
（R

G
 U

.v.1.10.1936, R
G

Z 152, 208, 213.

）、
八
四
五
条
の
請
求
権
が
損
害
賠
償
の
性
質
を
有
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.12.1951, 

B
G

H
Z 4, 123, R

n.10.

）、
家
事
労
働
に
従
事
す
る
配
偶
者
の
負
傷
に
つ
い
て
他
方
配
偶
者
が
八
四
五
条
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.9.7.1968, B

G
H

Z 304, R
n.6.

）、
家
庭
内
の
子
が
親
の
農
場
で
働
く
と
い
う
役
務
は
一
六
一
七
条
に
基
づ
く

も
の
で
あ
り
扶
養
義
務
の
問
題
と
は
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.6.1969, N

JW
 1969, 2005, R

n.90f.

）、
配
偶
者
の
事
業
に
協
力

し
て
い
た
と
し
て
も
家
事
労
働
と
同
視
で
き
る
も
の
で
あ
っ
て
八
四
五
条
に
よ
り
被
害
者
以
外
が
別
個
に
損
害
賠
償
請
求
を
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.7.1972, B

G
H

Z 59, 172, R
n.6.

）、
家
事
労
働
は
統
一
的
に
評
価
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
か
ら
親
が
一
六
一
九
条

と
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五
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を
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め
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は
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が
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逸
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に
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て
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の
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人
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害
の
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で
あ
る
た
め
、
危
険
責
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等
の
特
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に
も
適
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さ
れ
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こ
と
に
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る
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三
九
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（
公
務
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の
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他
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に
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亡
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て
の
特
別
法
上
の
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害
賠
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求
権
に
つ
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て
も
八
四
四
条
を
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推
適
用
し
て
遺
族
の
請
求
を
認
め
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.17.10.1955, B

G
H

Z 18, 286, R
n.12.

）、
予
防
接
種
損
害
賠
償
法
は
八
四
四
条
に
よ
る
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
を
排
除
し
な
い
と
し
た
事

例
（B

G
H

 U
.v.1.12.1960, B

G
H

Z 34, 23, R
n.3.

）、
危
殆
化
責
任
に
お
い
て
も
家
事
労
働
か
ら
生
じ
る
損
害
は
承
認
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.26.11.1968, B
G

H
Z 51, 109, R

n.16.

））
が
、
そ
の
他
の
損
害
賠
償
責
任
に
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
る
（
八
二
九
条
（
衡
平

責
任
）
は
八
四
四
条
に
は
適
用
さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 9.12.1918, R

G
Z 94, 220, 221.

）、
八
四
四
条
は
不
法
行
為
規
定
で
あ
る
か
ら
契

約
法
や
公
法
上
の
関
係
に
は
適
用
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.8.1.1926, R
G

Z 112, 290, 297.

））。

 

　
　
　

そ
の
他
、
本
条
を
合
意
に
よ
っ
て
適
用
を
排
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
も
問
題
と
な
る
（
航
空
機
の
利
用
に
際
し
て
事
故
前
の
合
意
に
よ

り
八
四
四
条
二
項
の
請
求
を
制
限
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
が
当
該
条
項
は
運
行
会
社
や
パ
イ
ロ
ッ
ト
の
過
失
に
よ
る
事
故
ま
で
免
責
す
る
も
の

で
は
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.19.3.1927, R
G

Z 117, 102, 104, 107.

））。

 

（
48
）　B

R
H

P/Spindler, 

§ 842 R
n.3, N

K
-B

G
B

/H
uber, 

§§ 842, 842, R
n.10., G

rüneberg/Sprau, 

§ 842 R
n.3., PW

W
/Luckey, 

§ 843 
R

n.18., jurisPK
-B

G
B

/R
üßm

ann, 
§ 842 R

n.5., 

§ 843 R
n.11., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 843 R
n.45.

 

　
　
　

不
法
行
為
と
損
害
と
の
間
の
因
果
関
係
に
つ
い
て
も
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.26.4.1937, R
G

Z 155, 37, 

39f.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
算
定
に
つ
い
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.5.1970, B

G
H

Z 54, 45, R
n.18.

）、

扶
養
損
害
の
賠
償
は
死
者
の
扶
養
義
務
が
実
現
さ
れ
う
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
お
り
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
判
断
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.23.4.1974, N
JW

 1974, 1373, R
n.13.

）、
扶
養
損
害
の
額
を
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
被
相
続
人
の
収
入
の
一
定
割
合
と
し

て
認
定
す
る
こ
と
も
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1987, N

JW
-R

R
 1988, 66, R

n.11f.

）、
逸
失
利
益
の
算
定
に
際
し
て
職
業
上
の
経

歴
等
を
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
中
で
適
切
に
考
慮
す
べ
き
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.31.1.1989, N

JW
-R

R
 1989 606, R

n.12.

）、サ
ッ

カ
ー
コ
ー
チ
と
し
て
の
訓
練
中
で
あ
っ
た
被
害
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
算
定
す
べ
き
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.17.2.1998, N

JW
 1998, 1633, R

n.23ff.

）、
逸
失
利
益
の
蓋
然
性
の
証
明
に
つ
い
て
は
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
が
適
用
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（O
LG

 K
öln U

.v.22.6.1999, VersR
 2000, 237, R

n.53.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
算
定
す
る
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.2.2001, N

JW
 2001, 1640, R

n.14.

）、
八
四
二
条
お
よ
び
八
四
三
条
の
人
身
損
害
に
お
け
る
逸
失
利
益
の
算
定
は
二
五
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論　　　説

二
条
と
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
る
証
明
軽
減
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B
G

H
 B

.v.20.10.2009, VersR
 2010, 133, R

n.9.

）
参
照
。

 
（
49
）　

身
体
侵
害
を
理
由
と
す
る
被
害
者
本
人
の
慰
謝
料
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
二
五
三
条
（
旧
八
四
七
条
）
の
規
律
に
服
す
る
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
三
条
（
無
形
的
損
害
）

 

　
　
　

⑴　

財
産
的
損
害
で
な
い
損
害
に
つ
い
て
は
、
制
定
法
で
定
め
ら
れ
た
場
合
に
の
み
、
金
銭
に
よ
る
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑵　

身
体
、
健
康
、
自
由
、
性
的
自
己
決
定
の
侵
害
に
関
し
て
損
害
賠
償
が
な
さ
れ
る
と
き
に
は
、
財
産
的
損
害
で
な
い
損
害
に
関
し
て
も
、
金

銭
に
よ
る
衡
平
な
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
旧
八
四
七
条
﹇
慰
謝
料
﹈（
二
〇
〇
〇
年
改
正
前
）

 

　
　
　

⑴　

身
体
ま
た
は
健
康
の
侵
害
、
お
よ
び
自
由
を
剥
奪
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
被
害
者
は
、
財
産
的
損
害
で
な
い
損
害
に
つ
い
て
も
金
銭
に
よ

る
衡
平
な
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑵　

女
子
に
対
し
風
俗
に
反
す
る
重
罪
若
し
く
は
軽
罪
を
犯
し
、
ま
た
は
偽
計
、
強
迫
若
し
く
は
従
属
関
係
を
濫
用
し
て
婚
姻
外
の
関
係
を
承
諾

さ
せ
た
と
き
は
、
女
子
は
、
同
一
の
請
求
権
を
有
す
る
。

 

（
50
）　

身
体
ま
た
は
健
康
侵
害
の
結
果
、
一
回
的
に
生
じ
る
費
用
、
例
え
ば
治
療
費
な
ど
に
つ
い
て
は
、
ド
イ
ツ
民
法
典
二
四
九
条
お
よ
び
二
五
一
条
に

よ
り
賠
償
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.11., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 843 R
n.6.

）。

 

　
　
　

不
法
行
為
に
よ
り
稼
動
能
力
を
損
な
わ
れ
た
と
き
医
療
費
は
二
四
九
条
に
よ
り
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.26.4.1937, R
G

Z 

155, 37, 42.

）、
被
害
者
の
お
見
舞
い
の
た
め
の
費
用
は
医
学
的
に
必
要
な
範
囲
で
賠
償
の
対
象
と
な
り
親
族
が
そ
の
費
用
を
立
て
替
え
た
場
合

に
は
事
務
管
理
の
規
定
に
よ
り
償
還
請
求
で
き
る
場
合
が
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.21.1978, N

JW
 1979, 598, R

n.9ff.

）、
一
回
的
な
購

入
に
よ
り
永
続
的
に
使
用
で
き
る
場
合
は
二
四
九
条
と
二
五
一
条
に
よ
り
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 19.3.1981, N
JW

 1982, 757, 

R
n.8f.

）、
被
害
者
に
お
見
舞
い
に
行
く
際
に
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
を
利
用
し
た
費
用
が
医
療
費
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.10.1989, 

N
JW

 1990, 1037, R
n.12.

）、
入
院
中
の
被
害
者
へ
の
近
親
者
の
お
見
舞
い
は
患
者
の
回
復
に
医
学
的
に
必
要
な
場
合
に
限
り
八
四
四
条
で
は
な

く
八
二
三
条
に
よ
る
医
療
費
と
し
て
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.2.1991, N

JW
 1991, 2340, R

n.17.

）、
す
で
に
障
害
者
用
の
自

動
車
を
保
有
し
て
い
る
場
合
に
は
移
動
の
必
要
性
は
充
足
し
て
い
る
か
ら
さ
ら
に
オ
ー
ト
バ
イ
の
改
装
費
用
を
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.1.2004, N

JW
-R

R
 2004, 684, R

n.8.

）
参
照
。

 

（
51
）　

民
法
典
八
四
三
条
は
、E

rw
erb

（
現
在
の
収
入
）
とFortkom

m
en

（
将
来
の
収
入
）
を
併
記
し
て
い
る
が
、
現
在
の
収
入
を
基
礎
と
し
て
将

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  157

ドイツにおける定期金賠償の現状

来
の
収
入
に
つ
い
て
の
賠
償
も
認
め
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
区
別
の
必
要
は
な
い
と
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.3., 

Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n.2.,W

agner, 10.K
ap. R

n.36., G
rüneberg/Sprau, 

§ 842, R
n.1., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 
843 R

n.1, B
R

H
P/Spindler, 

§ 845 R
n.3f.M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 R
n.12.

）。

 

　
　
　

収
入
額
の
算
定
に
つ
い
て
、
総
収
入
額
や
税
込
み
金
額
に
よ
る
の
か
、
手
取
り
額
に
よ
る
の
か
と
い
っ
た
点
で
議
論
は
残
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/

W
ilhelm

i, 

§ 842 R
n.5., B

R
H

P/Spindler, 

§ 845 R
n.9., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 R
n.34ff.

）
が
、
実
務
上
は
、
ど
ち
ら
の
算
定
方
法

で
も
よ
い
と
さ
れ
て
い
る
（
逸
失
利
益
の
算
定
に
は
総
収
入
（B

ruttobezüge

）
と
実
収
入
（N

ettobezüge

）
の
ど
ち
ら
を
用
い
て
も
よ
い
と

し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.11.1994, B

G
H

Z 127, 391, R
n.14.

）、
逸
失
利
益
を
修
正
さ
れ
た
総
賃
金
方
式
（m

odifizierten 

B
ruttolohnm

ethode

）
に
よ
り
算
定
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.28.9.1999, N

JW
 1999, 3711, R

n.7.

））。
な
お
、
扶
養
損
害
の
賠
償
に
つ
い
て

も
同
様
に
計
算
方
法
が
問
題
と
な
る
（
扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
総
収
入
（B

ruttoeinkom
m

en

）
を
基
礎
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

v.20.3.1990, N
JW

-R
R

 1990, 228, R
n.7.

））。

 

（
52
）　Looschelders B

T
, 

§ 71, R
n.2.Looschelders A

T
, 

§ 49, R
n.16, M

üK
oB

G
B

/W
agner 

§ 843, R
n.13., W

olfgang Fikentscher/

A
ndreas H

einem
ann, Schuldrecht, 12.A

ufl., R
n.1715, jurisPK

-B
G

B
 9.A

ufl. / R
üßm

ann, 

§ 843, R
n.3, H

ein K
ötz/G

erhard 

W
agner, D

eliktsrecht, 13.A
ufl., R

n.698., W
agner, 10.K

ap. R
n.37ff., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.24, G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.2, 

PW
W

/Luckey, 

§ 843 R
n.8., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.14ff., B

R
H

P/Spindler, 

§ 845 R
n.5ff., M

üK
oB

G
B

/

W
agner, 

§ 842 R
n.13.

 

　
　
　

八
四
三
条
一
項
の
稼
動
能
力
の
喪
失
は
具
体
的
な
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
限
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.17.1.1918, R
G

Z 92, 57.

）、
将
来

損
害
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る
だ
け
で
も
損
害
賠
償
義
務
を
肯
定
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
が
す
で
に
被
害
者
に
賠
償
が
な
さ
れ
て
い
る
場
合

に
は
損
害
の
発
生
が
将
来
に
わ
た
っ
て
排
除
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
と
き
に
は
将
来
の
損
害
賠
償
義
務
を
判
断
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 

U
.v.20.11.1933, R

G
Z 142, 291, 294.

）、
稼
動
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
は
実
際
の
損
害
に
つ
い
て
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.

v.13.3.1935, R
G

Z 148, 19, 23.

）、
自
営
業
者
の
収
入
喪
失
を
抽
象
的
に
算
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
事
故
が
な
け
れ
ば
得
ら
れ
た
で
あ
ろ

う
収
入
を
二
五
二
条
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.5.1970, B

G
H

Z 54, 45, R
n.15.

）、
収
益
損
害
は
被
害
者
が
事

故
の
た
め
に
労
働
能
力
を
生
か
せ
な
い
た
め
に
被
っ
た
経
済
的
な
侵
害
を
把
握
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
rt.v.20.3.1984, B

G
H

Z 90, 334, 

R
n.9

）、
事
故
後
に
労
働
能
力
が
回
復
し
た
と
し
て
も
事
故
を
原
因
と
す
る
失
業
中
で
あ
る
場
合
に
は
具
体
的
な
損
失
が
生
じ
て
い
る
と
し
た
事
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論　　　説

二
条
と
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
る
証
明
軽
減
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.20.10.2009, VersR

 2010, 133, R
n.9.

）
参
照
。

 

（
49
）　

身
体
侵
害
を
理
由
と
す
る
被
害
者
本
人
の
慰
謝
料
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
二
五
三
条
（
旧
八
四
七
条
）
の
規
律
に
服
す
る
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
二
五
三
条
（
無
形
的
損
害
）

 

　
　
　

⑴　

財
産
的
損
害
で
な
い
損
害
に
つ
い
て
は
、
制
定
法
で
定
め
ら
れ
た
場
合
に
の
み
、
金
銭
に
よ
る
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑵　

身
体
、
健
康
、
自
由
、
性
的
自
己
決
定
の
侵
害
に
関
し
て
損
害
賠
償
が
な
さ
れ
る
と
き
に
は
、
財
産
的
損
害
で
な
い
損
害
に
関
し
て
も
、
金

銭
に
よ
る
衡
平
な
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
旧
八
四
七
条
﹇
慰
謝
料
﹈（
二
〇
〇
〇
年
改
正
前
）

 

　
　
　

⑴　

身
体
ま
た
は
健
康
の
侵
害
、
お
よ
び
自
由
を
剥
奪
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
被
害
者
は
、
財
産
的
損
害
で
な
い
損
害
に
つ
い
て
も
金
銭
に
よ

る
衡
平
な
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑵　

女
子
に
対
し
風
俗
に
反
す
る
重
罪
若
し
く
は
軽
罪
を
犯
し
、
ま
た
は
偽
計
、
強
迫
若
し
く
は
従
属
関
係
を
濫
用
し
て
婚
姻
外
の
関
係
を
承
諾

さ
せ
た
と
き
は
、
女
子
は
、
同
一
の
請
求
権
を
有
す
る
。

 

（
50
）　

身
体
ま
た
は
健
康
侵
害
の
結
果
、
一
回
的
に
生
じ
る
費
用
、
例
え
ば
治
療
費
な
ど
に
つ
い
て
は
、
ド
イ
ツ
民
法
典
二
四
九
条
お
よ
び
二
五
一
条
に

よ
り
賠
償
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.11., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 843 R
n.6.

）。

 

　
　
　

不
法
行
為
に
よ
り
稼
動
能
力
を
損
な
わ
れ
た
と
き
医
療
費
は
二
四
九
条
に
よ
り
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.26.4.1937, R
G

Z 

155, 37, 42.

）、
被
害
者
の
お
見
舞
い
の
た
め
の
費
用
は
医
学
的
に
必
要
な
範
囲
で
賠
償
の
対
象
と
な
り
親
族
が
そ
の
費
用
を
立
て
替
え
た
場
合

に
は
事
務
管
理
の
規
定
に
よ
り
償
還
請
求
で
き
る
場
合
が
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.21.1978, N

JW
 1979, 598, R

n.9ff.

）、
一
回
的
な
購

入
に
よ
り
永
続
的
に
使
用
で
き
る
場
合
は
二
四
九
条
と
二
五
一
条
に
よ
り
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 19.3.1981, N
JW

 1982, 757, 

R
n.8f.

）、
被
害
者
に
お
見
舞
い
に
行
く
際
に
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
を
利
用
し
た
費
用
が
医
療
費
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.10.1989, 

N
JW

 1990, 1037, R
n.12.

）、
入
院
中
の
被
害
者
へ
の
近
親
者
の
お
見
舞
い
は
患
者
の
回
復
に
医
学
的
に
必
要
な
場
合
に
限
り
八
四
四
条
で
は
な

く
八
二
三
条
に
よ
る
医
療
費
と
し
て
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.2.1991, N

JW
 1991, 2340, R

n.17.

）、
す
で
に
障
害
者
用
の
自

動
車
を
保
有
し
て
い
る
場
合
に
は
移
動
の
必
要
性
は
充
足
し
て
い
る
か
ら
さ
ら
に
オ
ー
ト
バ
イ
の
改
装
費
用
を
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.1.2004, N

JW
-R

R
 2004, 684, R

n.8.

）
参
照
。

 

（
51
）　

民
法
典
八
四
三
条
は
、E

rw
erb

（
現
在
の
収
入
）
とFortkom

m
en

（
将
来
の
収
入
）
を
併
記
し
て
い
る
が
、
現
在
の
収
入
を
基
礎
と
し
て
将
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来
の
収
入
に
つ
い
て
の
賠
償
も
認
め
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
区
別
の
必
要
は
な
い
と
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.3., 

Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n.2.,W

agner, 10.K
ap. R

n.36., G
rüneberg/Sprau, 

§ 842, R
n.1., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 
843 R

n.1, B
R

H
P/Spindler, 

§ 845 R
n.3f.M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 R
n.12.

）。

 

　
　
　

収
入
額
の
算
定
に
つ
い
て
、
総
収
入
額
や
税
込
み
金
額
に
よ
る
の
か
、
手
取
り
額
に
よ
る
の
か
と
い
っ
た
点
で
議
論
は
残
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/

W
ilhelm

i, 

§ 842 R
n.5., B

R
H

P/Spindler, 

§ 845 R
n.9., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 R
n.34ff.

）
が
、
実
務
上
は
、
ど
ち
ら
の
算
定
方
法

で
も
よ
い
と
さ
れ
て
い
る
（
逸
失
利
益
の
算
定
に
は
総
収
入
（B

ruttobezüge

）
と
実
収
入
（N

ettobezüge

）
の
ど
ち
ら
を
用
い
て
も
よ
い
と

し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.11.1994, B

G
H

Z 127, 391, R
n.14.

）、
逸
失
利
益
を
修
正
さ
れ
た
総
賃
金
方
式
（m

odifizierten 

B
ruttolohnm

ethode

）
に
よ
り
算
定
し
た
事
例
（B
G

H
 U

.v.28.9.1999, N
JW

 1999, 3711, R
n.7.

））。
な
お
、
扶
養
損
害
の
賠
償
に
つ
い
て

も
同
様
に
計
算
方
法
が
問
題
と
な
る
（
扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
総
収
入
（B

ruttoeinkom
m

en

）
を
基
礎
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

v.20.3.1990, N
JW

-R
R

 1990, 228, R
n.7.

））。

 

（
52
）　Looschelders B

T
, 

§ 71, R
n.2.Looschelders A

T
, 

§ 49, R
n.16, M

üK
oB

G
B

/W
agner 

§ 843, R
n.13., W

olfgang Fikentscher/

A
ndreas H

einem
ann, Schuldrecht, 12.A

ufl., R
n.1715, jurisPK

-B
G

B
 9.A

ufl. / R
üßm

ann, 

§ 843, R
n.3, H

ein K
ötz/G

erhard 

W
agner, D

eliktsrecht, 13.A
ufl., R

n.698., W
agner, 10.K

ap. R
n.37ff., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.24, G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.2, 

PW
W

/Luckey, 

§ 843 R
n.8., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.14ff., B

R
H

P/Spindler, 

§ 845 R
n.5ff., M

üK
oB

G
B

/

W
agner, 

§ 842 R
n.13.

 

　
　
　

八
四
三
条
一
項
の
稼
動
能
力
の
喪
失
は
具
体
的
な
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
限
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.17.1.1918, R
G

Z 92, 57.

）、
将
来

損
害
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る
だ
け
で
も
損
害
賠
償
義
務
を
肯
定
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
が
す
で
に
被
害
者
に
賠
償
が
な
さ
れ
て
い
る
場
合

に
は
損
害
の
発
生
が
将
来
に
わ
た
っ
て
排
除
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
と
き
に
は
将
来
の
損
害
賠
償
義
務
を
判
断
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 

U
.v.20.11.1933, R

G
Z 142, 291, 294.

）、
稼
動
能
力
の
喪
失
ま
た
は
減
少
は
実
際
の
損
害
に
つ
い
て
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.

v.13.3.1935, R
G

Z 148, 19, 23.

）、
自
営
業
者
の
収
入
喪
失
を
抽
象
的
に
算
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
事
故
が
な
け
れ
ば
得
ら
れ
た
で
あ
ろ

う
収
入
を
二
五
二
条
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.5.1970, B

G
H

Z 54, 45, R
n.15.

）、
収
益
損
害
は
被
害
者
が
事

故
の
た
め
に
労
働
能
力
を
生
か
せ
な
い
た
め
に
被
っ
た
経
済
的
な
侵
害
を
把
握
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
rt.v.20.3.1984, B

G
H

Z 90, 334, 

R
n.9

）、
事
故
後
に
労
働
能
力
が
回
復
し
た
と
し
て
も
事
故
を
原
因
と
す
る
失
業
中
で
あ
る
場
合
に
は
具
体
的
な
損
失
が
生
じ
て
い
る
と
し
た
事
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論　　　説

例
（B

G
H

 U
.v.2.4.1991, N

JW
 1991, 2422, R

n.10.

）
参
照
。

 
（
53
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.4.

 
（
54
）　

判
例
は
、
法
令
ま
た
は
良
俗
違
反
の
行
為
に
よ
る
収
入
に
つ
い
て
、
逸
失
利
益
の
賠
償
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
な
が
ら
、
適
法
な
行
為
か
ら
得
ら

れ
る
で
あ
ろ
う
対
価
の
限
度
で
の
補
償
を
認
め
た
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.5., D

eutsch/A
hrens, R

n.644, N
K

-B
G

B
/H

uber, 

4.A
ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.43f.

）。

 

　
　
　

違
法
行
為
（
売
春
）
に
よ
る
収
入
で
あ
っ
て
も
違
法
で
あ
る
と
い
う
だ
け
で
逸
失
利
益
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
加
害
者
に
期
待
可
能
で
裁
判

所
が
不
法
に
手
を
貸
さ
な
い
範
囲
で
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.7.1976, B

G
H

Z 67, 119, R
n.26, 29.

）、
法
定
労
働
時
間
を
超

え
た
十
二
〜
十
四
時
間
労
働
を
前
提
と
し
た
逸
失
利
益
の
請
求
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.v.28.1.1986, 
N

JW
 

1986, 
1486, 

R
n.21.

）
参
照
。

 

（
55
）　

被
害
者
が
、
収
入
の
減
少
を
理
由
と
し
て
、
も
は
や
抵
当
権
の
利
息
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
ず
、
そ
の
結
果
、
土
地
の
強
制
競
売
に
至
っ
た
と
い

う
と
き
、
こ
こ
か
ら
生
じ
た
損
失
も
、
身
体
侵
害
の
結
果
と
し
て
補
償
さ
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.6., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 

2021, 

§§ 842, 843 R
n.6.

）。

 

　
　
　

被
害
者
の
稼
動
能
力
の
喪
失
ま
た
減
少
に
よ
っ
て
住
宅
ロ
ー
ン
の
支
払
い
が
遅
延
し
て
住
宅
が
強
制
競
売
に
か
け
ら
れ
る
こ
と
に
は
法
的
な
因
果

関
係
が
認
め
ら
れ
る
と
し
て
賠
償
を
認
め
た
事
例
（R

G
 U

.v.15.6.1933, R
G

Z 141, 169, 171f.

）
参
照
。

 

（
56
）　

ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
は
、
給
与
所
得
者
や
自
営
業
者
を
典
型
例
と
し
て
、
収
入
の
な
い
者
（
就
学
中
の
者
、
家
事
従
事
者
、
不
法
労
働
者
、
失
業

者
）
に
分
類
し
て
逸
失
利
益
の
問
題
を
論
じ
る
（D

ieter M
edicus/Stephan Lorenz, Schuldrecht I A

llgem
einer Teil, 22.A

ufl, 2021, 

§ 
54 R

n.5 ff., B
eckO

K
 B

G
B

/Spindler, 

§ 843 R
n.7 ff., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 R
n.43ff.

）。

 

（
57
）　

逸
失
利
益
の
算
定
に
つ
い
て
は
健
康
な
状
態
で
従
前
の
職
業
を
続
け
い
て
い
た
場
合
の
収
入
や
別
の
職
業
に
就
い
た
場
合
の
収
入
の
ほ
か
障
害
年

金
等
も
考
慮
し
て
定
め
る
べ
き
で
あ
り
経
済
状
況
な
ど
将
来
の
予
測
の
不
確
実
性
に
つ
い
て
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
委
ね
る
と
し
た
事
例

（R
G

 U
.v.4.10.1934, R

G
Z 145, 196, 198f.

）、
不
法
行
為
に
よ
り
稼
動
能
力
を
損
な
わ
れ
た
と
き
稼
動
能
力
の
完
全
な
回
復
後
で
あ
っ
て
も
健

康
障
害
が
続
く
可
能
性
は
あ
る
か
ら
逸
失
利
益
は
八
四
二
条
に
よ
り
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.26.4.1937, R
G

Z 155, 37, 

42.

）、
賞
与
も
逸
失
利
益
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.7.5.1996, B

G
H

Z 133, 1, R
n.17.

）、
海
外
赴
任
の
た
め
の
一
時
金
も

逸
失
利
益
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.27.10.2015, N

JW
 2016, 1386, R

n.11.

）
参
照
。
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（
58
）　

被
害
者
が
残
存
労
働
能
力
に
よ
り
就
労
し
た
場
合
は
以
前
の
収
入
と
現
在
の
収
入
の
差
額
が
逸
失
利
益
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.

v.28.4.1992, N
JW

-R
R

, 1992, 1050, R
n.10.

）
参
照
。

 

（
59
）　

逸
失
利
益
の
算
定
に
お
い
て
は
被
害
者
が
加
害
行
為
後
の
自
由
な
意
思
決
定
に
よ
り
定
め
た
生
活
様
式
（
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
に
帰
国
せ
ず
に
ド
イ

ツ
で
生
活
す
る
こ
と
）
も
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.4.1979, B

G
H

Z 74, 221, R
n.14ff.

）、
就
学
遅
延
に
責
任

を
負
う
場
合
に
は
大
規
模
な
ス
ト
ラ
イ
キ
に
よ
り
生
じ
た
就
学
過
程
の
遅
延
に
つ
い
て
も
逸
失
利
益
の
賠
償
責
任
を
負
う
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.23.10.1984, N

JW
 1985, 791, R

n.9.

）、
逸
失
利
益
の
算
定
に
際
し
て
職
業
上
の
経
歴
等
を
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
中
で
適
切
に
考
慮
す

べ
き
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.31.1.1989, N

JW
-R

R
 1989 606, R

n.12.

）、
事
故
当
時
失
業
中
で
あ
っ
た
被
害
者
に
つ
い
て
具
体
的
な

逸
失
利
益
の
額
を
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
て
も
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
範
囲
内
で
当
該
職
業
の
平
均
的
な
収
入
額
を
基
礎
と
し
て
算

定
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.17.1.1995, N

JW
 1995, 1023, R

n.22.

）、
被
害
者
が
サ
ッ
カ
ー
コ
ー
チ
と
し
て
の
訓
練
中
で
あ
っ
た
場
合

に
通
常
の
経
過
に
し
た
が
え
ば
将
来
コ
ー
チ
と
し
て
ク
ラ
ブ
と
契
約
す
る
こ
と
が
で
き
た
と
仮
定
し
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
逸
失
利
益
を

算
定
す
べ
き
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.17.2.1998, N

JW
 1998, 1633, R

n.23ff.

）、
被
害
者
が
職
業
訓
練
中
で
あ
っ
た
場
合
に
は
平
均
的
な
過

程
を
予
測
し
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
損
害
を
算
定
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.6.2000, N

JW
 2000, 3287, R

n.11.

）、
三
九
歳

の
被
害
者
が
四
五
歳
で
博
士
号
を
取
得
し
常
勤
職
に
就
い
て
い
た
と
仮
定
し
て
逸
失
利
益
を
算
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.9.11.2010, N

JW
 2011, 1146, R

n.21ff.

）
参
照
。

 

（
60
）　

失
業
者
が
就
労
不
能
と
な
っ
て
失
業
手
当
の
受
給
資
格
を
失
っ
た
と
き
失
業
給
付
の
喪
失
は
広
い
意
味
で
の
逸
失
利
益
と
い
え
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.20.3.1984, B
G

H
Z 90, 334, R

n.10.

）、
失
業
給
付
は
逸
失
利
益
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.4.2008, B

G
H

Z 176, 109, 

R
n.9.

）、
労
働
能
力
そ
の
も
の
は
財
産
的
価
値
を
有
し
て
お
ら
ず
そ
の
喪
失
は
損
害
を
構
成
し
な
い
か
ら
失
業
者
は
損
害
を
こ
う
む
ら
な
い
が
失

業
給
付
の
受
給
資
格
を
失
っ
た
こ
と
は
逸
失
利
益
を
生
じ
さ
せ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.6.2013, B

G
H

Z 197, 316, R
n.12, 22f.

）
参
照
。

 

（
61
）　

ド
イ
ツ
法
上
、
家
事
労
働
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
の
か
は
問
題
と
さ
れ
て
い
た
が
、
現
在
で
は
家
事
代
行
の
報
酬
を
基
準
と
し
て
賠
償
が
認
め

ら
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.5ff., W

agner, 10.K
ap. R

n.41, G
rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.8., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 

2021, 

§§ 842, 843 R
n.21f., B

R
H

P/Spindler, 

§ 845 R
n.17f., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.4.M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 
R

n.52f.

）。

 

　
　
　

既
婚
女
性
に
つ
い
て
身
体
侵
害
の
結
果
と
し
て
生
じ
た
稼
動
能
力
の
減
少
に
つ
い
て
賠
償
を
認
め
た
事
例
（R

G
 U

.v. 23.4.1906, R
G

Z 63, 195, 
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例
（B

G
H

 U
.v.2.4.1991, N

JW
 1991, 2422, R

n.10.

）
参
照
。

 

（
53
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.4.

 

（
54
）　

判
例
は
、
法
令
ま
た
は
良
俗
違
反
の
行
為
に
よ
る
収
入
に
つ
い
て
、
逸
失
利
益
の
賠
償
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
な
が
ら
、
適
法
な
行
為
か
ら
得
ら

れ
る
で
あ
ろ
う
対
価
の
限
度
で
の
補
償
を
認
め
た
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.5., D

eutsch/A
hrens, R

n.644, N
K

-B
G

B
/H

uber, 

4.A
ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.43f.

）。

 

　
　
　

違
法
行
為
（
売
春
）
に
よ
る
収
入
で
あ
っ
て
も
違
法
で
あ
る
と
い
う
だ
け
で
逸
失
利
益
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
加
害
者
に
期
待
可
能
で
裁
判

所
が
不
法
に
手
を
貸
さ
な
い
範
囲
で
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.7.1976, B

G
H

Z 67, 119, R
n.26, 29.

）、
法
定
労
働
時
間
を
超

え
た
十
二
〜
十
四
時
間
労
働
を
前
提
と
し
た
逸
失
利
益
の
請
求
は
認
め
ら
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.v.28.1.1986, 
N

JW
 

1986, 
1486, 

R
n.21.

）
参
照
。

 

（
55
）　

被
害
者
が
、
収
入
の
減
少
を
理
由
と
し
て
、
も
は
や
抵
当
権
の
利
息
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
ず
、
そ
の
結
果
、
土
地
の
強
制
競
売
に
至
っ
た
と
い

う
と
き
、
こ
こ
か
ら
生
じ
た
損
失
も
、
身
体
侵
害
の
結
果
と
し
て
補
償
さ
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 842 R
n.6., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 

2021, 

§§ 842, 843 R
n.6.

）。

 

　
　
　

被
害
者
の
稼
動
能
力
の
喪
失
ま
た
減
少
に
よ
っ
て
住
宅
ロ
ー
ン
の
支
払
い
が
遅
延
し
て
住
宅
が
強
制
競
売
に
か
け
ら
れ
る
こ
と
に
は
法
的
な
因
果

関
係
が
認
め
ら
れ
る
と
し
て
賠
償
を
認
め
た
事
例
（R

G
 U

.v.15.6.1933, R
G

Z 141, 169, 171f.

）
参
照
。

 

（
56
）　

ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
は
、
給
与
所
得
者
や
自
営
業
者
を
典
型
例
と
し
て
、
収
入
の
な
い
者
（
就
学
中
の
者
、
家
事
従
事
者
、
不
法
労
働
者
、
失
業

者
）
に
分
類
し
て
逸
失
利
益
の
問
題
を
論
じ
る
（D

ieter M
edicus/Stephan Lorenz, Schuldrecht I A

llgem
einer Teil, 22.A

ufl, 2021, 

§ 
54 R

n.5 ff., B
eckO

K
 B

G
B

/Spindler, 

§ 843 R
n.7 ff., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 R
n.43ff.

）。

 

（
57
）　

逸
失
利
益
の
算
定
に
つ
い
て
は
健
康
な
状
態
で
従
前
の
職
業
を
続
け
い
て
い
た
場
合
の
収
入
や
別
の
職
業
に
就
い
た
場
合
の
収
入
の
ほ
か
障
害
年

金
等
も
考
慮
し
て
定
め
る
べ
き
で
あ
り
経
済
状
況
な
ど
将
来
の
予
測
の
不
確
実
性
に
つ
い
て
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
委
ね
る
と
し
た
事
例

（R
G

 U
.v.4.10.1934, R

G
Z 145, 196, 198f.

）、
不
法
行
為
に
よ
り
稼
動
能
力
を
損
な
わ
れ
た
と
き
稼
動
能
力
の
完
全
な
回
復
後
で
あ
っ
て
も
健

康
障
害
が
続
く
可
能
性
は
あ
る
か
ら
逸
失
利
益
は
八
四
二
条
に
よ
り
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.26.4.1937, R
G

Z 155, 37, 

42.

）、
賞
与
も
逸
失
利
益
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.7.5.1996, B

G
H

Z 133, 1, R
n.17.

）、
海
外
赴
任
の
た
め
の
一
時
金
も

逸
失
利
益
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.27.10.2015, N

JW
 2016, 1386, R

n.11.

）
参
照
。

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  159

ドイツにおける定期金賠償の現状
 

（
58
）　

被
害
者
が
残
存
労
働
能
力
に
よ
り
就
労
し
た
場
合
は
以
前
の
収
入
と
現
在
の
収
入
の
差
額
が
逸
失
利
益
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.

v.28.4.1992, N
JW

-R
R

, 1992, 1050, R
n.10.

）
参
照
。

 
（
59
）　

逸
失
利
益
の
算
定
に
お
い
て
は
被
害
者
が
加
害
行
為
後
の
自
由
な
意
思
決
定
に
よ
り
定
め
た
生
活
様
式
（
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
に
帰
国
せ
ず
に
ド
イ

ツ
で
生
活
す
る
こ
と
）
も
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.4.1979, B

G
H

Z 74, 221, R
n.14ff.

）、
就
学
遅
延
に
責
任

を
負
う
場
合
に
は
大
規
模
な
ス
ト
ラ
イ
キ
に
よ
り
生
じ
た
就
学
過
程
の
遅
延
に
つ
い
て
も
逸
失
利
益
の
賠
償
責
任
を
負
う
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.23.10.1984, N

JW
 1985, 791, R

n.9.

）、
逸
失
利
益
の
算
定
に
際
し
て
職
業
上
の
経
歴
等
を
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
中
で
適
切
に
考
慮
す

べ
き
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.31.1.1989, N

JW
-R

R
 1989 606, R

n.12.

）、
事
故
当
時
失
業
中
で
あ
っ
た
被
害
者
に
つ
い
て
具
体
的
な

逸
失
利
益
の
額
を
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
て
も
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
範
囲
内
で
当
該
職
業
の
平
均
的
な
収
入
額
を
基
礎
と
し
て
算

定
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.17.1.1995, N

JW
 1995, 1023, R

n.22.

）、
被
害
者
が
サ
ッ
カ
ー
コ
ー
チ
と
し
て
の
訓
練
中
で
あ
っ
た
場
合

に
通
常
の
経
過
に
し
た
が
え
ば
将
来
コ
ー
チ
と
し
て
ク
ラ
ブ
と
契
約
す
る
こ
と
が
で
き
た
と
仮
定
し
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
逸
失
利
益
を

算
定
す
べ
き
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.17.2.1998, N

JW
 1998, 1633, R

n.23ff.

）、
被
害
者
が
職
業
訓
練
中
で
あ
っ
た
場
合
に
は
平
均
的
な
過

程
を
予
測
し
て
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
損
害
を
算
定
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.6.2000, N

JW
 2000, 3287, R

n.11.

）、
三
九
歳

の
被
害
者
が
四
五
歳
で
博
士
号
を
取
得
し
常
勤
職
に
就
い
て
い
た
と
仮
定
し
て
逸
失
利
益
を
算
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.9.11.2010, N

JW
 2011, 1146, R

n.21ff.
）
参
照
。

 

（
60
）　

失
業
者
が
就
労
不
能
と
な
っ
て
失
業
手
当
の
受
給
資
格
を
失
っ
た
と
き
失
業
給
付
の
喪
失
は
広
い
意
味
で
の
逸
失
利
益
と
い
え
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.20.3.1984, B
G

H
Z 90, 334, R

n.10.
）、
失
業
給
付
は
逸
失
利
益
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.4.2008, B

G
H

Z 176, 109, 

R
n.9.

）、
労
働
能
力
そ
の
も
の
は
財
産
的
価
値
を
有
し
て
お
ら
ず
そ
の
喪
失
は
損
害
を
構
成
し
な
い
か
ら
失
業
者
は
損
害
を
こ
う
む
ら
な
い
が
失

業
給
付
の
受
給
資
格
を
失
っ
た
こ
と
は
逸
失
利
益
を
生
じ
さ
せ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.6.2013, B

G
H

Z 197, 316, R
n.12, 22f.

）
参
照
。

 

（
61
）　

ド
イ
ツ
法
上
、
家
事
労
働
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
の
か
は
問
題
と
さ
れ
て
い
た
が
、
現
在
で
は
家
事
代
行
の
報
酬
を
基
準
と
し
て
賠
償
が
認
め

ら
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.5ff., W

agner, 10.K
ap. R

n.41, G
rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.8., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 

2021, 

§§ 842, 843 R
n.21f., B

R
H

P/Spindler, 

§ 845 R
n.17f., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.4.M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 842 
R

n.52f.

）。

 

　
　
　

既
婚
女
性
に
つ
い
て
身
体
侵
害
の
結
果
と
し
て
生
じ
た
稼
動
能
力
の
減
少
に
つ
い
て
賠
償
を
認
め
た
事
例
（R

G
 U

.v. 23.4.1906, R
G

Z 63, 195, 
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）、
家
事
労
働
に
従
事
す
る
配
偶
者
の
負
傷
に
つ
い
て
は
労
働
給
付
の
喪
失
に
よ
っ
て
惹
起
さ
れ
た
被
害
者
の
総
体
損
害
が
問
題
と
な
る
か

ら
他
方
配
偶
者
が
八
四
五
条
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.9.7.1968, B

G
H

Z 50, 304, R
n.6.

）、
家

事
労
働
能
力
の
喪
失
は
逸
失
利
益
と
し
て
も
増
加
費
用
と
し
て
も
評
価
さ
れ
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.9.1973, N

JW
 1974, 41, 

R
n.15.

）、
家
事
労
働
従
事
者
が
被
害
者
と
な
っ
た
場
合
に
は
適
切
な
代
替
者
の
給
与
に
基
づ
い
て
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
が
双
子
の
出
産
後

に
は
い
ず
れ
に
せ
よ
家
事
労
働
者
を
雇
っ
て
い
た
と
す
れ
ば
損
害
が
発
生
し
な
い
こ
と
も
あ
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.10.10.1989, 

VersR
 1989, 1273, R

n.13f.

）
参
照
。

 

（
62
）　

無
償
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
負
傷
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
そ
の
仕
事
が
市
場
価
値
を
有
す
る
と
き
に
は
財
産
的
損
害
と
し
て
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事

例
（LG

 K
arlsruhe U

.v.5.8.1996, VersR
 1998, 1116.

）
参
照
。

 

（
63
）　

加
害
行
為
に
よ
っ
て
将
来
給
付
さ
れ
る
べ
き
年
金
額
が
減
少
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
差
額
に
つ
い
て
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
（E

rm
an/

W
ilhelm

i, 

§ 842 R
n.6.

）。
 

　
　
　

被
害
者
が
年
金
減
少
の
可
能
性
を
考
慮
し
て
休
業
期
間
中
も
年
金
保
険
料
を
支
払
っ
た
場
合
に
は
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.18.10.1977, B

G
H

Z 69, 347, R
n.10.

）、
収
入
の
減
少
に
よ
り
将
来
受
け
ら
れ
る
べ
き
年
金
が
減
少
す
る
と
い
う
場
合
そ
れ
が
具
体
的
に
計

算
で
き
る
と
き
に
限
り
損
害
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.12.4.1983, B

G
H

Z 87, 181, R
n.20.

）、
不
法
行
為
の
結

果
就
労
不
能
と
な
っ
た
場
合
に
は
原
則
と
し
て
将
来
受
け
る
べ
き
年
金
給
付
の
差
額
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
が
被
害
者
が
就
労
す
る
場
合
に
は
保

険
料
の
差
額
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.10.1993, N

JW
 1994, 131, R

n.21ff.

）
参
照
。

 

（
64
）　

自
営
業
者
の
収
入
喪
失
を
抽
象
的
に
算
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
事
故
が
な
け
れ
ば
得
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
収
入
を
二
五
二
条
に
よ
り
損
害
賠
償

請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.5.1970, B

G
H

Z 54, 45, R
n.15.

）、
一
人
会
社
の
株
主
は
第
三
者
の
故
意
の
加
害
に
よ
り
そ
の
「
特
別

財
産
」
に
損
害
を
こ
う
む
っ
た
と
き
に
は
会
社
に
生
じ
た
損
害
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.11.1973, 

B
G

H
Z 61, 380, R

n.11.

）
一
人
株
主
の
会
社
に
お
い
て
会
社
と
被
害
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
が
競
合
し
な
い
場
合
に
は
被
害
者
の
損
害
賠
償
と

し
て
会
社
の
逸
失
利
益
を
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.2.1977, N

JW
 1977, 1283, R

n.19.

）、
報
酬
が
継
続
し
て
支
払
わ
れ
て
い

る
場
合
で
あ
っ
て
も
会
社
の
常
務
取
締
役
は
具
体
的
に
労
働
不
能
で
あ
っ
た
期
間
に
つ
い
て
報
酬
の
賠
償
を
八
四
二
条
に
よ
り
請
求
で
き
る
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.7.1977, N

JW
 1978, 40, R

n.9.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
は
事
故
前
の
事
業
展
開
に
基
づ
い
て
予
測
さ
れ
被
害
者
の
代

替
労
働
者
の
費
用
も
そ
こ
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.10.12.1996, N

JW
 1997, 941, R

n.16, 19.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
は
二

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  161

ドイツにおける定期金賠償の現状

五
二
条
と
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
事
後
前
最
後
の
数
年
間
の
事
業
展
開
と
事
業
成
績
を
考
慮
し
て
定
め
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

v.6.2.2001, N
JW

 2001, 1640, R
n.14.

）
参
照
。

 

（
65
）　

婚
姻
前
に
受
け
た
障
害
で
あ
っ
て
も
婚
姻
後
の
家
事
労
働
喪
失
分
に
つ
い
て
増
加
費
用
の
請
求
を
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.9.1962, 

B
G

H
Z 38, 55, R

n.11.

）、
労
働
不
能
と
な
っ
た
被
害
者
が
年
金
保
険
を
任
意
継
続
す
る
場
合
の
保
険
料
は
八
四
二
条
、
八
四
三
条
に
よ
り
請
求

で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 E
.v.17.1.1967, B

G
H

Z 46, 332, R
n.12.

）、
家
事
労
働
能
力
の
喪
失
は
逸
失
利
益
と
し
て
も
増
加
費
用
と
し
て
も

評
価
さ
れ
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.9.1973, N

JW
 1974, 41, R

n.15.

）、
家
族
に
よ
る
介
護
は
原
則
と
し
て
「
市
場
に
お
い
て
正
当

に
」
評
価
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.11.1977, VersR

 1978, 149, R
n.20.

）、
入
院
費
用
に
含
ま
れ
る
食
費
は
通
常

の
食
費
を
超
え
る
部
分
の
み
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.4.1984, N

JW
1984, 175, R

n.10.

）、
被
害
者
が
働
け
な
い
期

間
中
に
請
負
労
働
者
を
雇
う
た
め
の
借
入
金
利
も
損
害
賠
償
の
対
象
に
な
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.10.1989, N

JW
 1990, 1037, 

R
n.16.

）、
交
通
事
故
に
よ
る
就
学
期
間
の
延
長
中
の
増
加
費
用
と
し
て
生
活
費
は
含
ま
れ
な
い
が
強
壮
剤
、
高
価
な
食
事
、
療
養
費
、
自
動
車

の
追
加
利
用
、
障
害
者
向
け
住
宅
へ
の
改
築
と
い
っ
た
個
人
の
生
活
の
た
め
の
費
用
は
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.2.1992, VersR

 

1992, 1235, R
n.6.

）、
世
帯
主
の
家
事
労
働
能
力
の
喪
失
は
逸
失
利
益
で
は
な
く
増
加
費
用
と
し
て
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.8.10.1996, N

JW
 1997, 256, R

n.7f.

）、
不
法
行
為
の
被
害
者
と
な
っ
た
子
の
世
話
の
た
め
に
両
親
が
時
間
を
費
や
し
た
と
し
て
も
職
業
介

護
が
必
要
な
場
合
の
代
替
と
し
て
な
さ
れ
た
場
合
で
な
け
れ
ば
増
加
費
用
と
し
て
賠
償
の
対
象
と
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1999, 

N
JW

 1999, 2819, R
n.14f.

）、
障
害
を
受
け
た
子
に
対
す
る
一
般
的
な
費
用
を
超
え
る
訓
練
費
用
や
生
活
費
と
訓
練
の
た
め
に
父
親
が
時
間
を

費
や
し
た
場
合
は
そ
の
逸
失
利
益
を
必
要
な
費
用
と
し
て
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（O

LG
 B

am
berg U

.v.28.6.2005, VersR
 2005, 1593, 

R
n.11.

）、
障
害
児
を
親
が
追
加
的
な
看
護
を
し
た
と
き
は
職
業
介
護
者
の
費
用
で
は
な
く
適
切
な
報
酬
額
を
定
め
る
べ
き
で
あ
る
と
し
た
事
例

（O
LG

 Zw
eibrücken U

.v.13.11.2007, N
JW

-R
R

 2008, 620, R
n.11ff.

）、
必
要
な
費
用
に
は
介
護
者
を
雇
用
す
る
費
用
と
近
親
者
介
護
費
用

の
双
方
が
含
ま
れ
介
護
費
用
は
被
害
者
が
合
理
的
に
選
択
し
た
生
活
様
式
に
従
い
か
つ
自
ら
負
担
で
き
る
範
囲
で
の
支
出
額
と
な
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.28.8.2018, N
JW

 2019, 63, R
n.12, 20f.

）、
近
親
者
に
よ
る
無
償
の
介
護
に
つ
い
て
有
償
介
護
者
の
賃
金
に
基
づ
い
て
必
要
費
が

認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.9.4.2019, N

JW
, 2019, 2607, R

n.14.

）
参
照
。

 

（
66
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.11., D

eutsch/A
hrens, R

n.640, W
agner, 10.K

ap. R
n.35.

 

（
67
）　

必
要
性
が
認
め
ら
れ
る
限
り
、
例
え
ば
強
壮
剤
を
実
際
に
は
購
入
し
な
か
っ
た
と
し
て
も
請
求
権
の
成
立
に
影
響
し
な
い
し
、
労
働
能
力
の
喪
失



（ ）249 （甲南法学ʼ 24）64─3・4─  160

論　　　説

198f.

）、
家
事
労
働
に
従
事
す
る
配
偶
者
の
負
傷
に
つ
い
て
は
労
働
給
付
の
喪
失
に
よ
っ
て
惹
起
さ
れ
た
被
害
者
の
総
体
損
害
が
問
題
と
な
る
か

ら
他
方
配
偶
者
が
八
四
五
条
に
よ
り
損
害
賠
償
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.9.7.1968, B

G
H

Z 50, 304, R
n.6.

）、
家

事
労
働
能
力
の
喪
失
は
逸
失
利
益
と
し
て
も
増
加
費
用
と
し
て
も
評
価
さ
れ
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.9.1973, N

JW
 1974, 41, 

R
n.15.

）、
家
事
労
働
従
事
者
が
被
害
者
と
な
っ
た
場
合
に
は
適
切
な
代
替
者
の
給
与
に
基
づ
い
て
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
が
双
子
の
出
産
後

に
は
い
ず
れ
に
せ
よ
家
事
労
働
者
を
雇
っ
て
い
た
と
す
れ
ば
損
害
が
発
生
し
な
い
こ
と
も
あ
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.10.10.1989, 

VersR
 1989, 1273, R

n.13f.

）
参
照
。

 

（
62
）　

無
償
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
負
傷
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
そ
の
仕
事
が
市
場
価
値
を
有
す
る
と
き
に
は
財
産
的
損
害
と
し
て
賠
償
さ
れ
る
と
し
た
事

例
（LG

 K
arlsruhe U

.v.5.8.1996, VersR
 1998, 1116.

）
参
照
。

 

（
63
）　

加
害
行
為
に
よ
っ
て
将
来
給
付
さ
れ
る
べ
き
年
金
額
が
減
少
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
差
額
に
つ
い
て
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
（E

rm
an/

W
ilhelm

i, 

§ 842 R
n.6.

）。

 

　
　
　

被
害
者
が
年
金
減
少
の
可
能
性
を
考
慮
し
て
休
業
期
間
中
も
年
金
保
険
料
を
支
払
っ
た
場
合
に
は
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.18.10.1977, B

G
H

Z 69, 347, R
n.10.

）、
収
入
の
減
少
に
よ
り
将
来
受
け
ら
れ
る
べ
き
年
金
が
減
少
す
る
と
い
う
場
合
そ
れ
が
具
体
的
に
計

算
で
き
る
と
き
に
限
り
損
害
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.12.4.1983, B

G
H

Z 87, 181, R
n.20.

）、
不
法
行
為
の
結

果
就
労
不
能
と
な
っ
た
場
合
に
は
原
則
と
し
て
将
来
受
け
る
べ
き
年
金
給
付
の
差
額
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
が
被
害
者
が
就
労
す
る
場
合
に
は
保

険
料
の
差
額
も
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.10.1993, N

JW
 1994, 131, R

n.21ff.

）
参
照
。

 

（
64
）　

自
営
業
者
の
収
入
喪
失
を
抽
象
的
に
算
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
事
故
が
な
け
れ
ば
得
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
収
入
を
二
五
二
条
に
よ
り
損
害
賠
償

請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.5.1970, B

G
H

Z 54, 45, R
n.15.

）、
一
人
会
社
の
株
主
は
第
三
者
の
故
意
の
加
害
に
よ
り
そ
の
「
特
別

財
産
」
に
損
害
を
こ
う
む
っ
た
と
き
に
は
会
社
に
生
じ
た
損
害
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.11.1973, 

B
G

H
Z 61, 380, R

n.11.

）
一
人
株
主
の
会
社
に
お
い
て
会
社
と
被
害
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
が
競
合
し
な
い
場
合
に
は
被
害
者
の
損
害
賠
償
と

し
て
会
社
の
逸
失
利
益
を
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.2.1977, N

JW
 1977, 1283, R

n.19.

）、
報
酬
が
継
続
し
て
支
払
わ
れ
て
い

る
場
合
で
あ
っ
て
も
会
社
の
常
務
取
締
役
は
具
体
的
に
労
働
不
能
で
あ
っ
た
期
間
に
つ
い
て
報
酬
の
賠
償
を
八
四
二
条
に
よ
り
請
求
で
き
る
と
し

た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.7.1977, N

JW
 1978, 40, R

n.9.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
は
事
故
前
の
事
業
展
開
に
基
づ
い
て
予
測
さ
れ
被
害
者
の
代

替
労
働
者
の
費
用
も
そ
こ
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.10.12.1996, N

JW
 1997, 941, R

n.16, 19.

）、
自
営
業
者
の
逸
失
利
益
は
二
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五
二
条
と
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
事
後
前
最
後
の
数
年
間
の
事
業
展
開
と
事
業
成
績
を
考
慮
し
て
定
め
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

v.6.2.2001, N
JW

 2001, 1640, R
n.14.

）
参
照
。

 
（
65
）　

婚
姻
前
に
受
け
た
障
害
で
あ
っ
て
も
婚
姻
後
の
家
事
労
働
喪
失
分
に
つ
い
て
増
加
費
用
の
請
求
を
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.9.1962, 

B
G

H
Z 38, 55, R

n.11.

）、
労
働
不
能
と
な
っ
た
被
害
者
が
年
金
保
険
を
任
意
継
続
す
る
場
合
の
保
険
料
は
八
四
二
条
、
八
四
三
条
に
よ
り
請
求

で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 E
.v.17.1.1967, B

G
H

Z 46, 332, R
n.12.

）、
家
事
労
働
能
力
の
喪
失
は
逸
失
利
益
と
し
て
も
増
加
費
用
と
し
て
も

評
価
さ
れ
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.9.1973, N

JW
 1974, 41, R

n.15.

）、
家
族
に
よ
る
介
護
は
原
則
と
し
て
「
市
場
に
お
い
て
正
当

に
」
評
価
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.11.1977, VersR

 1978, 149, R
n.20.

）、
入
院
費
用
に
含
ま
れ
る
食
費
は
通
常

の
食
費
を
超
え
る
部
分
の
み
賠
償
の
対
象
と
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.4.1984, N

JW
1984, 175, R

n.10.

）、
被
害
者
が
働
け
な
い
期

間
中
に
請
負
労
働
者
を
雇
う
た
め
の
借
入
金
利
も
損
害
賠
償
の
対
象
に
な
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.10.1989, N

JW
 1990, 1037, 

R
n.16.

）、
交
通
事
故
に
よ
る
就
学
期
間
の
延
長
中
の
増
加
費
用
と
し
て
生
活
費
は
含
ま
れ
な
い
が
強
壮
剤
、
高
価
な
食
事
、
療
養
費
、
自
動
車

の
追
加
利
用
、
障
害
者
向
け
住
宅
へ
の
改
築
と
い
っ
た
個
人
の
生
活
の
た
め
の
費
用
は
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.2.1992, VersR

 

1992, 1235, R
n.6.

）、
世
帯
主
の
家
事
労
働
能
力
の
喪
失
は
逸
失
利
益
で
は
な
く
増
加
費
用
と
し
て
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.8.10.1996, N

JW
 1997, 256, R

n.7f.

）、
不
法
行
為
の
被
害
者
と
な
っ
た
子
の
世
話
の
た
め
に
両
親
が
時
間
を
費
や
し
た
と
し
て
も
職
業
介

護
が
必
要
な
場
合
の
代
替
と
し
て
な
さ
れ
た
場
合
で
な
け
れ
ば
増
加
費
用
と
し
て
賠
償
の
対
象
と
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1999, 

N
JW

 1999, 2819, R
n.14f.

）、
障
害
を
受
け
た
子
に
対
す
る
一
般
的
な
費
用
を
超
え
る
訓
練
費
用
や
生
活
費
と
訓
練
の
た
め
に
父
親
が
時
間
を

費
や
し
た
場
合
は
そ
の
逸
失
利
益
を
必
要
な
費
用
と
し
て
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（O

LG
 B

am
berg U

.v.28.6.2005, VersR
 2005, 1593, 

R
n.11.

）、
障
害
児
を
親
が
追
加
的
な
看
護
を
し
た
と
き
は
職
業
介
護
者
の
費
用
で
は
な
く
適
切
な
報
酬
額
を
定
め
る
べ
き
で
あ
る
と
し
た
事
例

（O
LG

 Zw
eibrücken U

.v.13.11.2007, N
JW

-R
R

 2008, 620, R
n.11ff.

）、
必
要
な
費
用
に
は
介
護
者
を
雇
用
す
る
費
用
と
近
親
者
介
護
費
用

の
双
方
が
含
ま
れ
介
護
費
用
は
被
害
者
が
合
理
的
に
選
択
し
た
生
活
様
式
に
従
い
か
つ
自
ら
負
担
で
き
る
範
囲
で
の
支
出
額
と
な
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.28.8.2018, N
JW

 2019, 63, R
n.12, 20f.

）、
近
親
者
に
よ
る
無
償
の
介
護
に
つ
い
て
有
償
介
護
者
の
賃
金
に
基
づ
い
て
必
要
費
が

認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 B
.v.9.4.2019, N

JW
, 2019, 2607, R

n.14.

）
参
照
。

 

（
66
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.11., D

eutsch/A
hrens, R

n.640, W
agner, 10.K

ap. R
n.35.

 

（
67
）　

必
要
性
が
認
め
ら
れ
る
限
り
、
例
え
ば
強
壮
剤
を
実
際
に
は
購
入
し
な
か
っ
た
と
し
て
も
請
求
権
の
成
立
に
影
響
し
な
い
し
、
労
働
能
力
の
喪
失
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論　　　説

と
は
関
係
な
く
適
切
な
範
囲
で
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.12., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1715, 

E
m

m
erich, 

§ 26 R
n.24,G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.3., PW

W
/Luckey, 

§ 843 R
n.9., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 
843 R

n.40f., B
R

H
P/Spindler, 

§ 843 R
n.24., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.5.

）。

 

　
　
　

必
要
費
の
増
加
は
実
際
の
損
害
に
つ
い
て
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.13.3.1935, R
G

Z 148, 19, 23.

）、
必
要
な
費
用
は
判
決
ま
で
に

満
足
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
と
し
て
も
必
要
性
が
増
大
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 

U
.v.11.6.1936, 

R
G

 

151, 298, 303f.

）、
医
師
か
ら
処
方
さ
れ
た
頓
服
薬
を
実
際
に
は
購
入
し
て
い
な
か
っ
た
と
し
て
も
必
要
性
が
認
め
ら
れ
る
限
り
に
お
い
て
増
加

費
用
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 29.10.1957, N
JW

 1958, 627, R
n.16.

）、
必
要
な
費
用
の
請
求
は
最
も
費
用
の
か
か
る
選
択
肢
で
は

な
く
被
害
者
が
合
理
的
に
選
択
し
た
生
活
様
式
に
必
要
な
費
用
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.11.1977, VersR

 1978, 149, R
n.19.

）、
必

要
な
費
用
の
増
加
は
恒
久
的
か
つ
定
期
的
に
必
要
と
な
る
費
用
と
し
た
事
例
（B

G
H

 19.3.1981, N
JW

 1982, 757, R
n.8f.

）
参
照
。

 

（
68
）　

稼
動
能
力
の
喪
失
に
よ
る
定
期
金
は
障
害
が
回
復
し
た
だ
け
で
は
終
了
せ
ず
事
故
に
よ
る
負
傷
の
結
果
失
っ
た
職
と
同
等
の
職
を
得
ら
れ
る
で
あ

ろ
う
と
き
に
損
害
軽
減
義
務
の
問
題
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.7.2.1940, R
G

Z 163, 40, 44f.

）、
被
害
者
は
労
働
能
力
を
活
用
す
る
義
務

を
負
う
か
ら
合
理
的
な
範
囲
で
再
教
育
お
よ
び
転
職
を
含
め
た
再
就
職
に
よ
る
損
害
軽
減
義
務
を
負
う
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.5.1953, 

B
G

H
Z 10, 18, R

n.4.

）、
被
害
者
が
合
理
的
に
期
待
さ
れ
る
範
囲
を
超
え
て
就
業
し
て
利
益
を
得
た
と
し
て
も
損
害
賠
償
額
か
ら
控
除
す
べ
き
で

は
な
い
と
し
た
事
例
（B
G

H
 U

.v.25.9.1973, N
JW

 1974, 602, R
n.16.

）、
再
就
職
の
見
込
み
の
な
い
場
合
に
は
再
訓
練
な
ど
の
損
害
軽
減
義

務
は
生
じ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.9.10.1990, N

JW
 1991, 1412, R

n.18.

）、
被
害
者
が
合
理
的
な
就
職
を
し
な
か
っ
た
場
合
に
は
仮
定

的
収
入
を
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
割
合
的
減
額
で
は
な
く
仮
定
的
収
入
を
基
礎
と
し
て
行
う
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.9.2006, N

JW
 

2007, 29, R
n.9.

）、
事
故
に
よ
る
健
康
障
害
に
よ
り
医
師
免
許
を
取
得
で
き
な
か
っ
た
被
害
者
が
法
律
専
門
職
を
目
指
す
こ
と
を
は
損
害
軽
減
義

務
に
反
し
な
い
と
し
た
事
例
（O

LG
 N

ürnberg U
.v.12.12.2008, VersR

 2009, 1079, R
n.84.

）
参
照
。

 

（
69
）　

事
故
の
被
害
者
が
労
働
能
力
を
回
復
さ
せ
る
た
め
に
外
科
的
手
術
を
す
る
こ
と
が
損
害
軽
減
義
務
と
し
て
求
め
ら
れ
る
か
は
当
該
手
術
が
合
理
的

か
否
か
に
よ
る
と
し
た
事
例
（O

LG
 O

ldenburg U
.v.2.2.1978, N

JW
 1978, 1200, R

n.37.

）、
被
害
者
は
労
働
能
力
を
回
復
さ
せ
る
手
術
を

受
け
る
損
害
軽
減
義
務
が
あ
る
が
合
理
的
か
つ
特
別
な
痛
み
を
伴
わ
ず
に
回
復
の
見
込
め
る
手
術
に
限
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.4.11.1986, 

VersR
 1987, 408, R

n.10.

）
参
照
。

 

（
70
）　

母
親
が
事
故
の
発
生
原
因
に
寄
与
し
て
い
る
と
し
て
も
母
親
に
よ
る
子
の
介
護
は
加
害
者
に
対
す
る
必
要
な
費
用
の
請
求
を
妨
げ
な
い
と
し
た
事

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  163

ドイツにおける定期金賠償の現状

例
（B

G
H

 U
.v.15.6.2004, B

G
H

Z 159, 318, R
n.17.

）
参
照
。

 

（
71
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.10, W

agner, 10.K
ap. R

n.39., B
R

H
P/Spindler, 

§ 843 R
n.21.

 

（
72
）　

早
期
退
職
給
付
が
あ
っ
た
こ
と
は
八
四
三
条
四
項
で
加
害
者
に
有
利
に
考
慮
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.7.11.2000, N

JW
 

2001, 1274, R
n.12,

）
参
照
。

 

（
73
）　

Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n3., jurisP

K
-B

G
B

 9.A
ufl. / R

üßm
ann, 

§ 843, R
n.6, B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.35ff., 

M
üK

oB
G

B
/W

agner, 8.A
ufl. 2020, B

G
B

 

§ 843, R
n.35ff.

 

（
74
）　

開
始
年
齢
に
つ
い
て
は
、
二
〇
二
九
年
に
六
七
歳
へ
と
段
階
的
に
引
き
上
げ
中
で
あ
る
。
な
お
、
六
〇
歳
ま
で
と
す
る
も
の
と
し
て
、W

agner, 

10.K
ap. R

n.40.

が
あ
る
。

 

　
　
　

特
段
の
事
情
の
な
い
限
り
逸
失
利
益
の
終
期
は
法
定
退
職
日
（
六
五
歳
に
達
し
た
月
の
末
日
）
を
基
準
と
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.30.5.1989, N

JW
 1989, 3150, R

n.13.

）、
非
自
営
業
者
の
法
定
定
年
年
齢
は
旧
東
ド
イ
ツ
居
住
者
の
女
性
で
あ
っ
て
も
六
五
歳
を
原
則
と

す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.9.1995, N

JW
 1995, 3313, R

n.5.

）、
家
事
労
働
に
従
事
し
て
い
る
者
も
自
ら
の
逸
失
利
益
の
賠
償
請
求
を

で
き
る
と
し
て
六
八
歳
ま
で
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.7.5.1974, N

JW
 1974, 2280, R

n.12.

）、
事
故
に
よ
り
六
三
歳
で
早

期
退
職
し
て
老
齢
年
金
を
受
給
す
る
場
合
に
は65

歳
ま
で
の
逸
失
利
益
か
ら
老
齢
年
金
を
控
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.10.11.1981, N

JW
 1982, 984, R

n.16.

）、
自
営
業
者
で
な
い
場
合
の
逸
失
利
益
は
原
則
と
し
て
六
五
歳
ま
で
と
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.10.11.1987, VersR

 1988, 464, R
n.10.

）
参
照
。

 

（
75
）　

損
害
賠
償
請
求
に
お
い
て
請
求
額
を
明
示
す
る
必
要
は
な
く
「
少
な
く
と
も
」
と
い
う
文
言
に
よ
り
請
求
す
る
と
き
に
は
最
低
請
求
額
を
裁
判
所

に
示
し
て
い
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.1.4.1933, R
G

Z 140, 211, 213, 215f.

）、
定
期
金
の
始
期
と
終
期
が
判
決
中
に
明
示
さ
れ
て
い
な
く
て

も
金
額
決
定
手
続
に
留
保
さ
れ
て
い
る
旨
が
示
さ
れ
て
い
れ
ば
足
り
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.24.3.1943, R
G

Z 171, 173, 176.

）、
交
通
事
故

の
責
任
原
因
に
つ
い
て
判
断
で
き
れ
ば
具
体
的
な
賠
償
額
が
定
ま
っ
て
い
な
く
て
も
確
定
の
訴
え
に
対
す
る
一
部
判
決
を
で
き
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.13.6.1978, B
G

H
Z 72, 34, R

n.13.

）、
理
由
と
金
額
に
争
い
が
あ
る
場
合
に
は
確
定
の
訴
え
が
認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.9.6.1994, B

G
H

Z 126, 217, R
n.11.

）
参
照
。

 

（
76
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.28, G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.10., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.8.

 

　
　
　

平
均
的
定
期
金
を
認
め
る
こ
と
も
承
認
さ
れ
て
い
る
（B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.26.

）。
将
来
の
経
済
状
況
は
政
府
だ
け
で
な
く
他
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論　　　説

と
は
関
係
な
く
適
切
な
範
囲
で
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.12., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1715, 

E
m

m
erich, 

§ 26 R
n.24,G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.3., PW

W
/Luckey, 

§ 843 R
n.9., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 
843 R

n.40f., B
R

H
P/Spindler, 

§ 843 R
n.24., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.5.

）。

 

　
　
　

必
要
費
の
増
加
は
実
際
の
損
害
に
つ
い
て
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.13.3.1935, R
G

Z 148, 19, 23.

）、
必
要
な
費
用
は
判
決
ま
で
に

満
足
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
と
し
て
も
必
要
性
が
増
大
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
損
害
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 

U
.v.11.6.1936, 

R
G

 

151, 298, 303f.

）、
医
師
か
ら
処
方
さ
れ
た
頓
服
薬
を
実
際
に
は
購
入
し
て
い
な
か
っ
た
と
し
て
も
必
要
性
が
認
め
ら
れ
る
限
り
に
お
い
て
増
加

費
用
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 29.10.1957, N
JW

 1958, 627, R
n.16.

）、
必
要
な
費
用
の
請
求
は
最
も
費
用
の
か
か
る
選
択
肢
で
は

な
く
被
害
者
が
合
理
的
に
選
択
し
た
生
活
様
式
に
必
要
な
費
用
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.11.1977, VersR

 1978, 149, R
n.19.

）、
必

要
な
費
用
の
増
加
は
恒
久
的
か
つ
定
期
的
に
必
要
と
な
る
費
用
と
し
た
事
例
（B

G
H

 19.3.1981, N
JW

 1982, 757, R
n.8f.

）
参
照
。

 

（
68
）　

稼
動
能
力
の
喪
失
に
よ
る
定
期
金
は
障
害
が
回
復
し
た
だ
け
で
は
終
了
せ
ず
事
故
に
よ
る
負
傷
の
結
果
失
っ
た
職
と
同
等
の
職
を
得
ら
れ
る
で
あ

ろ
う
と
き
に
損
害
軽
減
義
務
の
問
題
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.7.2.1940, R
G

Z 163, 40, 44f.

）、
被
害
者
は
労
働
能
力
を
活
用
す
る
義
務

を
負
う
か
ら
合
理
的
な
範
囲
で
再
教
育
お
よ
び
転
職
を
含
め
た
再
就
職
に
よ
る
損
害
軽
減
義
務
を
負
う
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.5.1953, 

B
G

H
Z 10, 18, R

n.4.

）、
被
害
者
が
合
理
的
に
期
待
さ
れ
る
範
囲
を
超
え
て
就
業
し
て
利
益
を
得
た
と
し
て
も
損
害
賠
償
額
か
ら
控
除
す
べ
き
で

は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.25.9.1973, N

JW
 1974, 602, R

n.16.

）、
再
就
職
の
見
込
み
の
な
い
場
合
に
は
再
訓
練
な
ど
の
損
害
軽
減
義

務
は
生
じ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.9.10.1990, N

JW
 1991, 1412, R

n.18.

）、
被
害
者
が
合
理
的
な
就
職
を
し
な
か
っ
た
場
合
に
は
仮
定

的
収
入
を
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
割
合
的
減
額
で
は
な
く
仮
定
的
収
入
を
基
礎
と
し
て
行
う
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.9.2006, N

JW
 

2007, 29, R
n.9.

）、
事
故
に
よ
る
健
康
障
害
に
よ
り
医
師
免
許
を
取
得
で
き
な
か
っ
た
被
害
者
が
法
律
専
門
職
を
目
指
す
こ
と
を
は
損
害
軽
減
義

務
に
反
し
な
い
と
し
た
事
例
（O

LG
 N

ürnberg U
.v.12.12.2008, VersR

 2009, 1079, R
n.84.

）
参
照
。

 

（
69
）　

事
故
の
被
害
者
が
労
働
能
力
を
回
復
さ
せ
る
た
め
に
外
科
的
手
術
を
す
る
こ
と
が
損
害
軽
減
義
務
と
し
て
求
め
ら
れ
る
か
は
当
該
手
術
が
合
理
的

か
否
か
に
よ
る
と
し
た
事
例
（O

LG
 O

ldenburg U
.v.2.2.1978, N

JW
 1978, 1200, R

n.37.

）、
被
害
者
は
労
働
能
力
を
回
復
さ
せ
る
手
術
を

受
け
る
損
害
軽
減
義
務
が
あ
る
が
合
理
的
か
つ
特
別
な
痛
み
を
伴
わ
ず
に
回
復
の
見
込
め
る
手
術
に
限
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.4.11.1986, 

VersR
 1987, 408, R

n.10.

）
参
照
。

 

（
70
）　

母
親
が
事
故
の
発
生
原
因
に
寄
与
し
て
い
る
と
し
て
も
母
親
に
よ
る
子
の
介
護
は
加
害
者
に
対
す
る
必
要
な
費
用
の
請
求
を
妨
げ
な
い
と
し
た
事

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  163

ドイツにおける定期金賠償の現状

例
（B

G
H

 U
.v.15.6.2004, B

G
H

Z 159, 318, R
n.17.

）
参
照
。

 
（
71
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.10, W

agner, 10.K
ap. R

n.39., B
R

H
P/Spindler, 

§ 843 R
n.21.

 
（
72
）　

早
期
退
職
給
付
が
あ
っ
た
こ
と
は
八
四
三
条
四
項
で
加
害
者
に
有
利
に
考
慮
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.7.11.2000, N

JW
 

2001, 1274, R
n.12,

）
参
照
。

 

（
73
）　

Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n3., jurisP

K
-B

G
B

 9.A
ufl. / R

üßm
ann, 

§ 843, R
n.6, B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.35ff., 

M
üK

oB
G

B
/W

agner, 8.A
ufl. 2020, B

G
B

 

§ 843, R
n.35ff.

 

（
74
）　

開
始
年
齢
に
つ
い
て
は
、
二
〇
二
九
年
に
六
七
歳
へ
と
段
階
的
に
引
き
上
げ
中
で
あ
る
。
な
お
、
六
〇
歳
ま
で
と
す
る
も
の
と
し
て
、W

agner, 

10.K
ap. R

n.40.
が
あ
る
。

 

　
　
　

特
段
の
事
情
の
な
い
限
り
逸
失
利
益
の
終
期
は
法
定
退
職
日
（
六
五
歳
に
達
し
た
月
の
末
日
）
を
基
準
と
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.30.5.1989, N

JW
 1989, 3150, R

n.13.

）、
非
自
営
業
者
の
法
定
定
年
年
齢
は
旧
東
ド
イ
ツ
居
住
者
の
女
性
で
あ
っ
て
も
六
五
歳
を
原
則
と

す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.9.1995, N

JW
 1995, 3313, R

n.5.

）、
家
事
労
働
に
従
事
し
て
い
る
者
も
自
ら
の
逸
失
利
益
の
賠
償
請
求
を

で
き
る
と
し
て
六
八
歳
ま
で
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.7.5.1974, N

JW
 1974, 2280, R

n.12.

）、
事
故
に
よ
り
六
三
歳
で
早

期
退
職
し
て
老
齢
年
金
を
受
給
す
る
場
合
に
は65

歳
ま
で
の
逸
失
利
益
か
ら
老
齢
年
金
を
控
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.10.11.1981, N

JW
 1982, 984, R

n.16.
）、
自
営
業
者
で
な
い
場
合
の
逸
失
利
益
は
原
則
と
し
て
六
五
歳
ま
で
と
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.10.11.1987, VersR

 1988, 464, R
n.10.

）
参
照
。

 

（
75
）　

損
害
賠
償
請
求
に
お
い
て
請
求
額
を
明
示
す
る
必
要
は
な
く
「
少
な
く
と
も
」
と
い
う
文
言
に
よ
り
請
求
す
る
と
き
に
は
最
低
請
求
額
を
裁
判
所

に
示
し
て
い
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.1.4.1933, R
G

Z 140, 211, 213, 215f.

）、
定
期
金
の
始
期
と
終
期
が
判
決
中
に
明
示
さ
れ
て
い
な
く
て

も
金
額
決
定
手
続
に
留
保
さ
れ
て
い
る
旨
が
示
さ
れ
て
い
れ
ば
足
り
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.24.3.1943, R
G

Z 171, 173, 176.

）、
交
通
事
故

の
責
任
原
因
に
つ
い
て
判
断
で
き
れ
ば
具
体
的
な
賠
償
額
が
定
ま
っ
て
い
な
く
て
も
確
定
の
訴
え
に
対
す
る
一
部
判
決
を
で
き
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.13.6.1978, B
G

H
Z 72, 34, R

n.13.

）、
理
由
と
金
額
に
争
い
が
あ
る
場
合
に
は
確
定
の
訴
え
が
認
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.9.6.1994, B

G
H

Z 126, 217, R
n.11.

）
参
照
。

 

（
76
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.28, G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.10., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.8.

 

　
　
　

平
均
的
定
期
金
を
認
め
る
こ
と
も
承
認
さ
れ
て
い
る
（B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.26.

）。
将
来
の
経
済
状
況
は
政
府
だ
け
で
な
く
他
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国
と
の
関
係
な
ど
も
影
響
す
る
不
確
実
な
も
の
で
あ
る
が
裁
判
所
が
経
験
則
と
判
決
ま
で
の
状
態
を
も
と
に
判
断
す
る
と
し
た
事
例
（R

G
 

U
rt.

v.4.10.1934, 
R

G
Z 

145, 
196, 

198.

）、
定
期
金
の
額
を
平
均
的
年
間
労
働
賃
金
の
3
分
の
2
と
し
て
算
定
し
た
事
例
（R

G
 

U
rt.v.13.3.1935, 

R
G

Z 148, 19, 23.

）
参
照
。

 

（
77
）　

な
お
、
準
用
さ
れ
る
の
は
民
法
典
七
六
〇
条
の
み
で
あ
り
、
そ
れ
以
外
の
定
期
金
に
関
す
る
規
定
は
適
用
さ
れ
な
い
（B

eckO
K

 B
G

B
/

Spindler, 

§ 843 R
n.29, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8. A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n.23, G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.10., PW

W
/Luckey, 

§ 843 R
n.12.

）。
 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
七
五
九
条
（
定
期
金
の
期
間
及
び
額
）

 
 

⑴　

終
身
定
期
金
を
支
払
う
義
務
を
負
う
者
は
、
疑
い
の
あ
る
場
合
、
債
権
者
の
終
身
に
つ
い
て
定
期
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
 

⑵　

定
期
金
に
つ
い
て
定
め
ら
れ
た
額
は
、
疑
い
の
あ
る
場
合
、
定
期
金
の
年
額
で
あ
る
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
七
六
〇
条
（
前
払
い
）

 

　
　
　

⑴　

終
身
定
期
金
は
予
め
支
払
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

　
　
　

⑵　

定
期
金
は
、
三
ヶ
月
分
前
払
い
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
他
の
定
期
給
付
に
つ
い
て
は
、
定
期
給
付
の
性
質
と
目
的
に
し
た
が
い
、

予
め
支
払
わ
れ
る
べ
き
時
期
が
定
め
ら
れ
る
。

 

　
　
　

⑶　

債
権
者
が
定
期
給
付
の
予
納
さ
れ
る
期
間
の
始
期
を
迎
え
た
と
き
、
当
該
全
期
間
に
生
じ
る
額
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

（
78
）　

四
半
期
ご
と
に
支
払
わ
れ
る
定
期
金
を
年
払
い
に
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.9.7.1908, R
G

Z 69, 296, 298.

）
参
照
。

 

（
79
）　W

olfgang Fikentscher/A
ndreas H

einem
ann, Schuldrecht, 11.A

ufl., R
n.1715, jurisPK

-B
G

B
 9.A

ufl. / R
üßm

ann, 

§ 843, R
n.8., 

E
rm

an/W
ilhelm

i, 

§ 843 
R

n.17., 
Looschelders 

B
T

, 

§ 71, 
R

n.3., 
N

K
-B

G
B

/H
uber, 

4.A
ufl., 

2021, 

§§ 842, 
843 

R
n.84ff., 

M
üK

oB
G

B
/W

agner, 

§ 843 R
n.23.

 

（
80
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.31, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n. 24ff.

 

　
　
　

定
期
金
に
つ
い
て
の
担
保
を
提
供
す
る
と
き
の
形
式
や
金
額
は
裁
判
所
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
が
責
任
保
険
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
場
合
に

は
加
害
者
が
別
に
担
保
を
提
供
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.7.5.1938, R
G

Z 157, 348, 352.

）
参
照
。

 

（
81
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.41, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n.51, E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.24., 

PW
W

/Luckey, 

§ 843 R
n.4., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.12.
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ドイツにおける定期金賠償の現状

 

　
　
　

逸
失
利
益
の
算
定
に
つ
い
て
は
健
康
な
状
態
で
従
前
の
職
業
を
続
け
い
て
い
た
場
合
の
収
入
や
別
の
職
業
に
就
い
た
場
合
の
収
入
の
ほ
か
障
害
年

金
等
も
考
慮
し
て
定
め
る
べ
き
で
あ
り
経
済
状
況
な
ど
将
来
の
予
測
の
不
確
実
性
に
つ
い
て
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
委
ね
る
と
し
た
事
例

（R
G

 U
.v.4.10.1934, R

G
Z 145, 196, 198f.

）、
一
般
的
な
賃
金
や
物
価
構
造
の
変
化
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
の
意
味
で
重
要
と
み
な
す
こ
と

が
で
き
る
が
将
来
の
医
療
費
の
増
大
や
慰
謝
料
の
増
額
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.12.1960, B

G
H

Z 34, 110, R
n.16, 25.

）

参
照
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
（
判
決
の
変
更
）

 

　
　
　

⑴　

判
決
が
、
将
来
履
行
期
の
到
来
す
る
回
帰
的
給
付
を
命
じ
る
判
決
で
あ
る
場
合
、
両
当
事
者
は
変
更
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
判
決
の
基

礎
と
な
る
事
実
関
係
ま
た
は
法
律
関
係
の
重
大
な
変
更
が
生
じ
た
こ
と
を
原
告
が
申
し
立
て
る
場
合
の
み
、
訴
え
が
認
め
ら
れ
る
。

 

　
　
　

⑵　

訴
え
は
、
前
審
の
事
実
審
理
終
結
後
に
生
じ
た
も
の
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
故
障
に
よ
り
主
張
が
で
き
な
い
か
で
き
な
か
っ
た
と
い
う
理
由
に

の
み
依
拠
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑶　

変
更
は
、
訴
え
の
提
起
以
後
の
期
間
に
つ
い
て
の
み
認
め
ら
れ
る
。

 

　
　
　

⑷　

事
実
関
係
ま
た
は
法
律
関
係
の
重
大
な
変
更
が
あ
る
場
合
、
決
定
が
そ
の
根
拠
に
基
づ
い
て
認
め
ら
れ
る
。

 

（
82
）　

特
別
な
理
由
と
し
て
は
、
被
害
者
の
健
康
回
復
に
一
回
的
な
紛
争
解
決
が
望
ま
し
い
場
合
や
、
治
療
の
た
め
の
新
居
の
建
設
な
ど
被
害
者
側
に
一

時
金
の
必
要
が
あ
る
場
合
、
加
害
者
が
外
国
居
住
で
あ
っ
た
り
、
経
済
状
況
が
悪
化
し
そ
う
な
と
き
な
ど
定
期
金
請
求
が
困
難
と
な
る
よ
う
な
状

況
が
挙
げ
ら
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.18, D

irk Looschelders, Schuldrecht B
esonderer Teil, 15.A

ufl., 2020, 

§ 71, R
n.3, 

jurisPK
-B

G
B

 9.A
ufl. / R

üßm
ann, 

§ 843, R
n.9, B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.32, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 
843, R

n.29.,G
rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.18.,PW

W
/Luckey, 

§ 843 R
n.5., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.276ff., 

B
R

H
P/Spindler, 

§ 843 R
n.32.

）。

 

　
　
　

民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
よ
る
訴
え
が
今
後
も
あ
り
う
る
と
す
る
と
被
害
者
の
病
状
を
悪
化
さ
せ
る
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
か
ら
一
時
金
に
よ
る

解
決
を
求
め
る
の
は
八
四
三
条
三
項
の
重
大
な
理
由
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.23.5.1910, R
G

Z 73, 418, 419f.

）、
障
害
を
負
っ
た
被
害

者
の
た
め
の
家
屋
増
改
築
は
一
時
金
賠
償
の
対
象
と
な
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 19.3.1981, N
JW

 1982, 757, R
n.14.

）
参
照
。

 

（
83
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.18., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1715., Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n.3., W

agner, 10.K
ap. R

n.42., 

N
K

-B
G

B
/H

uber, 4.A
ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.274ff., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.9.
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国
と
の
関
係
な
ど
も
影
響
す
る
不
確
実
な
も
の
で
あ
る
が
裁
判
所
が
経
験
則
と
判
決
ま
で
の
状
態
を
も
と
に
判
断
す
る
と
し
た
事
例
（R

G
 

U
rt.

v.4.10.1934, 
R

G
Z 

145, 
196, 

198.

）、
定
期
金
の
額
を
平
均
的
年
間
労
働
賃
金
の
3
分
の
2
と
し
て
算
定
し
た
事
例
（R

G
 

U
rt.v.13.3.1935, 

R
G

Z 148, 19, 23.

）
参
照
。

 

（
77
）　

な
お
、
準
用
さ
れ
る
の
は
民
法
典
七
六
〇
条
の
み
で
あ
り
、
そ
れ
以
外
の
定
期
金
に
関
す
る
規
定
は
適
用
さ
れ
な
い
（B

eckO
K

 B
G

B
/

Spindler, 

§ 843 R
n.29, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8. A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n.23, G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.10., PW

W
/Luckey, 

§ 843 R
n.12.

）。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
七
五
九
条
（
定
期
金
の
期
間
及
び
額
）

 
 

⑴　

終
身
定
期
金
を
支
払
う
義
務
を
負
う
者
は
、
疑
い
の
あ
る
場
合
、
債
権
者
の
終
身
に
つ
い
て
定
期
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
 

⑵　

定
期
金
に
つ
い
て
定
め
ら
れ
た
額
は
、
疑
い
の
あ
る
場
合
、
定
期
金
の
年
額
で
あ
る
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
七
六
〇
条
（
前
払
い
）

 

　
　
　

⑴　

終
身
定
期
金
は
予
め
支
払
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

　
　
　

⑵　

定
期
金
は
、
三
ヶ
月
分
前
払
い
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
他
の
定
期
給
付
に
つ
い
て
は
、
定
期
給
付
の
性
質
と
目
的
に
し
た
が
い
、

予
め
支
払
わ
れ
る
べ
き
時
期
が
定
め
ら
れ
る
。

 

　
　
　

⑶　

債
権
者
が
定
期
給
付
の
予
納
さ
れ
る
期
間
の
始
期
を
迎
え
た
と
き
、
当
該
全
期
間
に
生
じ
る
額
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

（
78
）　

四
半
期
ご
と
に
支
払
わ
れ
る
定
期
金
を
年
払
い
に
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.9.7.1908, R
G

Z 69, 296, 298.

）
参
照
。

 

（
79
）　W

olfgang Fikentscher/A
ndreas H

einem
ann, Schuldrecht, 11.A

ufl., R
n.1715, jurisPK

-B
G

B
 9.A

ufl. / R
üßm

ann, 

§ 843, R
n.8., 

E
rm

an/W
ilhelm

i, 

§ 843 
R

n.17., 
Looschelders 

B
T

, 

§ 71, 
R

n.3., 
N

K
-B

G
B

/H
uber, 

4.A
ufl., 

2021, 

§§ 842, 
843 

R
n.84ff., 

M
üK

oB
G

B
/W

agner, 

§ 843 R
n.23.

 

（
80
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.31, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n. 24ff.

 

　
　
　

定
期
金
に
つ
い
て
の
担
保
を
提
供
す
る
と
き
の
形
式
や
金
額
は
裁
判
所
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
が
責
任
保
険
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
場
合
に

は
加
害
者
が
別
に
担
保
を
提
供
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.7.5.1938, R
G

Z 157, 348, 352.

）
参
照
。

 

（
81
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.41, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n.51, E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.24., 

PW
W

/Luckey, 

§ 843 R
n.4., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.12.
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逸
失
利
益
の
算
定
に
つ
い
て
は
健
康
な
状
態
で
従
前
の
職
業
を
続
け
い
て
い
た
場
合
の
収
入
や
別
の
職
業
に
就
い
た
場
合
の
収
入
の
ほ
か
障
害
年

金
等
も
考
慮
し
て
定
め
る
べ
き
で
あ
り
経
済
状
況
な
ど
将
来
の
予
測
の
不
確
実
性
に
つ
い
て
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
委
ね
る
と
し
た
事
例

（R
G

 U
.v.4.10.1934, R

G
Z 145, 196, 198f.

）、
一
般
的
な
賃
金
や
物
価
構
造
の
変
化
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
の
意
味
で
重
要
と
み
な
す
こ
と

が
で
き
る
が
将
来
の
医
療
費
の
増
大
や
慰
謝
料
の
増
額
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.12.1960, B

G
H

Z 34, 110, R
n.16, 25.

）

参
照
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
（
判
決
の
変
更
）

 

　
　
　

⑴　

判
決
が
、
将
来
履
行
期
の
到
来
す
る
回
帰
的
給
付
を
命
じ
る
判
決
で
あ
る
場
合
、
両
当
事
者
は
変
更
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
判
決
の
基

礎
と
な
る
事
実
関
係
ま
た
は
法
律
関
係
の
重
大
な
変
更
が
生
じ
た
こ
と
を
原
告
が
申
し
立
て
る
場
合
の
み
、
訴
え
が
認
め
ら
れ
る
。

 

　
　
　

⑵　

訴
え
は
、
前
審
の
事
実
審
理
終
結
後
に
生
じ
た
も
の
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
故
障
に
よ
り
主
張
が
で
き
な
い
か
で
き
な
か
っ
た
と
い
う
理
由
に

の
み
依
拠
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑶　

変
更
は
、
訴
え
の
提
起
以
後
の
期
間
に
つ
い
て
の
み
認
め
ら
れ
る
。

 

　
　
　

⑷　

事
実
関
係
ま
た
は
法
律
関
係
の
重
大
な
変
更
が
あ
る
場
合
、
決
定
が
そ
の
根
拠
に
基
づ
い
て
認
め
ら
れ
る
。

 

（
82
）　

特
別
な
理
由
と
し
て
は
、
被
害
者
の
健
康
回
復
に
一
回
的
な
紛
争
解
決
が
望
ま
し
い
場
合
や
、
治
療
の
た
め
の
新
居
の
建
設
な
ど
被
害
者
側
に
一

時
金
の
必
要
が
あ
る
場
合
、
加
害
者
が
外
国
居
住
で
あ
っ
た
り
、
経
済
状
況
が
悪
化
し
そ
う
な
と
き
な
ど
定
期
金
請
求
が
困
難
と
な
る
よ
う
な
状

況
が
挙
げ
ら
れ
る
（E
rm

an/W
ilhelm

i, 

§ 843 R
n.18, D

irk Looschelders, Schuldrecht B
esonderer Teil, 15.A

ufl., 2020, 

§ 71, R
n.3, 

jurisPK
-B

G
B

 9.A
ufl. / R

üßm
ann, 

§ 843, R
n.9, B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.32, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 
843, R

n.29.,G
rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.18.,PW

W
/Luckey, 

§ 843 R
n.5., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.276ff., 

B
R

H
P/Spindler, 

§ 843 R
n.32.

）。

 

　
　
　

民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
よ
る
訴
え
が
今
後
も
あ
り
う
る
と
す
る
と
被
害
者
の
病
状
を
悪
化
さ
せ
る
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
か
ら
一
時
金
に
よ
る

解
決
を
求
め
る
の
は
八
四
三
条
三
項
の
重
大
な
理
由
と
な
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.23.5.1910, R
G

Z 73, 418, 419f.

）、
障
害
を
負
っ
た
被
害

者
の
た
め
の
家
屋
増
改
築
は
一
時
金
賠
償
の
対
象
と
な
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 19.3.1981, N
JW

 1982, 757, R
n.14.

）
参
照
。

 

（
83
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.18., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1715., Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n.3., W

agner, 10.K
ap. R

n.42., 

N
K

-B
G

B
/H

uber, 4.A
ufl., 2021, 

§§ 842, 843 R
n.274ff., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 843 R
n.9.
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裁
判
官
は
全
て
の
事
情
を
考
慮
し
て
一
時
金
か
定
期
金
か
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.27.5.1908, R
G

Z 68, 429, 

431.

）、
損
害
賠
償
に
際
し
て
定
期
金
と
す
る
か
一
時
金
と
す
る
か
は
原
告
の
自
由
裁
量
に
委
ね
ら
れ
予
備
的
請
求
の
方
法
も
認
め
ら
れ
る
が
裁

判
所
は
原
告
の
選
択
に
拘
束
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.16.6.1932, R
G

Z 136, 373, 375.

）、
稼
動
能
力
の
制
限
に
つ
い
て
賠
償
を
求
め
る

と
き
金
額
を
確
定
す
る
必
要
は
な
い
が
一
時
金
か
定
期
金
か
は
訴
え
に
お
い
て
特
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.3.7.1933, 

R
G

Z 141, 304, 306.

）、
八
四
三
条
三
項
に
よ
り
一
時
金
を
選
択
す
る
場
合
に
は
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
枠
内
で
関
連
す
る
す
べ
て
の
事
情
を

考
慮
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.1.1981, B

G
H

Z 79, 187, R
n.28.

）
参
照
。

 

（
84
）　

期
間
を
区
切
る
こ
と
に
よ
り
定
期
金
と
一
時
金
の
組
み
合
わ
せ
も
認
め
ら
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.18, B

eckO
K

 B
G

B
/

Spindler, 

§ 843 R
n.34.,G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.19., B

R
H

P/Spindler, 

§ 843 R
n.33.

）。

 

　
　
　

定
期
金
と
一
時
金
の
賠
償
請
求
権
は
一
つ
の
請
求
権
の
二
つ
の
方
式
で
あ
る
が
単
な
る
数
字
の
問
題
で
は
な
く
具
体
的
な
事
情
の
も
と
で
等
置
さ

れ
る
金
額
を
算
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

rt.v.10.7.1911, R
G

Z 77, 213, 216.

）、
慰
謝
料
請
求
権
は
裁
判
官
の
裁
量
に

よ
り
一
時
金
と
定
期
金
を
選
択
し
ま
た
は
両
者
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.v.13.3.1959, 
M

D
R

 
1959, 

568, 

R
n.5.

）
参
照
。

 

（
85
）　

扶
養
損
害
の
賠
償
は
債
権
者
の
選
択
に
よ
り
一
時
金
か
定
期
金
か
が
定
め
ら
れ
る
が
社
会
保
険
事
業
者
へ
の
譲
渡
に
よ
り
債
権
者
が
複
数
と
な
っ

た
と
き
に
は
全
員
一
致
で
な
け
れ
ば
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.7.1972, B

G
H

Z 59, 187, R
n.2, 6.

）、

一
時
金
の
額
は
事
実
審
裁
判
官
が
被
害
者
の
将
来
の
展
開
や
生
活
状
況
を
予
想
し
て
定
め
る
も
の
で
あ
る
か
ら
重
大
な
事
情
の
変
更
が
あ
っ
て
も

民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
よ
る
変
更
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
rt.v.8.1.1981, B

G
H

Z 79, 187,R
n.11, 15.

）
参
照
。

 

（
86
）　

配
偶
者
（
現
在
の
配
偶
者
、
離
婚
後
の
配
偶
者
、
解
消
後
の
配
偶
者
）、
直
系
血
族
、
養
子
、
養
父
母
、
事
実
婚
等
が
制
定
法
上
の
扶
養
関
係
と

さ
れ
、
不
法
行
為
時
点
で
扶
養
関
係
が
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
不
法
行
為
後
に
婚
姻
し
た
場
合
や
、
被
害
者
の
死
後
に
人
工

生
殖
に
よ
っ
て
懐
胎
し
た
場
合
は
含
ま
れ
な
い
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.8, Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1716., Looschelders 

B
T

, 

§ 71, R
n.11., , E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.18., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.5., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.6ff., N

K
-B

G
B

/H
uber, 

4.A
ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.21ff., B

R
H

P/Spindler, 

§ 844 R
n.10, jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
n.5., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 
R

n.23ff.

）。

 

　
　
　

ま
た
、
扶
養
が
提
供
さ
れ
た
場
合
に
は
、
稼
働
能
力
に
つ
い
て
の
賠
償
と
同
様
に
、
扶
養
賠
償
請
求
権
は
そ
の
提
供
者
に
移
転
す
る
（
扶
養
損
害
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の
賠
償
請
求
権
は
被
害
者
の
負
傷
時
に
発
生
し
社
会
扶
助
機
関
に
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.2.1996, B

G
H

Z 132, 39, R
n.10.

）、

扶
養
賠
償
請
求
権
は
社
会
福
祉
給
付
に
よ
っ
て
消
滅
す
る
こ
と
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.1.10.1991, B

G
H

Z 115, 228, R
n.17.

））。
 

（
87
）　

扶
養
賠
償
定
期
金
は
被
害
者
の
配
偶
者
と
子
で
分
割
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.11.1953, B

G
H

Z 11, 181, R
n.9.

）、

扶
養
損
害
の
算
定
に
つ
い
て
は
子
の
年
齢
に
よ
り
差
が
生
じ
得
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1987, N

JW
-R

R
 1988, 66, R

n.16.

）
参
照
。

 

（
88
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.26, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n.1, E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.8., 

Looschelders A
T

, 

§ 46, R
n.4., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.8., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.31.

 

（
89
）　

被
害
者
以
外
の
者
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
と
い
う
意
味
で
、
一
般
不
法
行
為
法
の
請
求
権
者
の
範
囲
を
拡
張
し
て
い
る
（N

K
-B

G
B

/

H
uber, Vorbem

erkung zum
 

§§ 842

│ R
n.5ff., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
n.1., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.1.

）。

 

　
　
　

八
四
四
条
と
八
四
五
条
に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
間
接
被
害
者
は
損
害
賠
償
請
求
権
を
有
し
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.6.1952, B

G
H

Z 

7, 30, R
n.7.

）
参
照
。

 

（
90
）　

妻
の
家
事
労
働
は
八
四
五
条
の
問
題
で
は
な
く
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
義
務
の
問
題
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.11.1968, B

G
H

Z 51, 

109, R
n.13.

）、
被
害
者
の
子
が
養
子
縁
組
に
よ
り
扶
養
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
と
し
て
も
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
は
存
続

す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 22.9.1970, B
G

H
Z 54, 269, R

n.20.

）、
扶
養
損
害
の
賠
償
は
扶
養
義
務
に
基
づ
く
か
ら
離
婚
の
意
思
を
考
慮
す
る

こ
と
が
で
き
る
の
は
離
婚
訴
訟
提
起
後
で
あ
り
扶
養
義
務
が
消
滅
す
る
の
は
離
婚
の
成
立
時
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.3.1974, N

JW
 

1974, 1236, R
n.24.

）
参
照
。

 

（
91
）　

再
婚
に
よ
っ
て
扶
養
の
権
利
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
そ
の
額
を
扶
養
賠
償
請
求
権
か
ら
控
除
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
再
婚
が
解
消
さ
れ
た
場
合
に

は
当
初
の
扶
養
賠
償
請
求
権
が
復
活
す
る
と
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.17.

）。

 

　
　
　

扶
養
賠
償
請
求
権
は
再
婚
に
よ
っ
て
も
消
滅
せ
ず
再
婚
解
消
後
は
元
の
範
囲
に
回
復
す
る
こ
と
を
前
提
に
時
効
期
間
を
算
定
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.17.10.1978, N

JW
 1979, 268, R

n.12.

）、
扶
養
損
害
の
請
求
権
は
遺
族
が
法
律
上
の
扶
養
義
務
の
生
じ
な
い
同
棲
を
開
始
し
た
と
し
て
も

失
わ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.6.1984, B

G
H

Z 91, 357, 13.

）
参
照
。

 

（
92
）　

婚
約
者
に
は
法
律
上
の
扶
養
義
務
が
な
い
か
ら
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（O

LG
 Frankfurt U

.v.29.6.1983, VersR
 

1984, 449, R
n.24ff.

）
参
照
。

 

（
93
）　

被
害
者
が
扶
養
す
る
こ
と
に
合
意
し
て
い
た
と
し
て
も
継
子
に
対
し
て
法
律
上
の
扶
養
義
務
は
な
い
か
ら
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
も
生
じ
な
い
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裁
判
官
は
全
て
の
事
情
を
考
慮
し
て
一
時
金
か
定
期
金
か
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.27.5.1908, R
G

Z 68, 429, 

431.

）、
損
害
賠
償
に
際
し
て
定
期
金
と
す
る
か
一
時
金
と
す
る
か
は
原
告
の
自
由
裁
量
に
委
ね
ら
れ
予
備
的
請
求
の
方
法
も
認
め
ら
れ
る
が
裁

判
所
は
原
告
の
選
択
に
拘
束
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.16.6.1932, R
G

Z 136, 373, 375.

）、
稼
動
能
力
の
制
限
に
つ
い
て
賠
償
を
求
め
る

と
き
金
額
を
確
定
す
る
必
要
は
な
い
が
一
時
金
か
定
期
金
か
は
訴
え
に
お
い
て
特
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.3.7.1933, 

R
G

Z 141, 304, 306.

）、
八
四
三
条
三
項
に
よ
り
一
時
金
を
選
択
す
る
場
合
に
は
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
の
枠
内
で
関
連
す
る
す
べ
て
の
事
情
を

考
慮
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.1.1981, B

G
H

Z 79, 187, R
n.28.

）
参
照
。

 

（
84
）　

期
間
を
区
切
る
こ
と
に
よ
り
定
期
金
と
一
時
金
の
組
み
合
わ
せ
も
認
め
ら
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 843 R
n.18, B

eckO
K

 B
G

B
/

Spindler, 

§ 843 R
n.34.,G

rüneberg/Sprau, 

§ 843 R
n.19., B

R
H

P/Spindler, 

§ 843 R
n.33.

）。

 

　
　
　

定
期
金
と
一
時
金
の
賠
償
請
求
権
は
一
つ
の
請
求
権
の
二
つ
の
方
式
で
あ
る
が
単
な
る
数
字
の
問
題
で
は
な
く
具
体
的
な
事
情
の
も
と
で
等
置
さ

れ
る
金
額
を
算
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

rt.v.10.7.1911, R
G

Z 77, 213, 216.

）、
慰
謝
料
請
求
権
は
裁
判
官
の
裁
量
に

よ
り
一
時
金
と
定
期
金
を
選
択
し
ま
た
は
両
者
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.v.13.3.1959, 
M

D
R

 
1959, 

568, 

R
n.5.

）
参
照
。

 

（
85
）　

扶
養
損
害
の
賠
償
は
債
権
者
の
選
択
に
よ
り
一
時
金
か
定
期
金
か
が
定
め
ら
れ
る
が
社
会
保
険
事
業
者
へ
の
譲
渡
に
よ
り
債
権
者
が
複
数
と
な
っ

た
と
き
に
は
全
員
一
致
で
な
け
れ
ば
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.7.1972, B

G
H

Z 59, 187, R
n.2, 6.

）、

一
時
金
の
額
は
事
実
審
裁
判
官
が
被
害
者
の
将
来
の
展
開
や
生
活
状
況
を
予
想
し
て
定
め
る
も
の
で
あ
る
か
ら
重
大
な
事
情
の
変
更
が
あ
っ
て
も

民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
に
よ
る
変
更
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
rt.v.8.1.1981, B

G
H

Z 79, 187,R
n.11, 15.

）
参
照
。

 

（
86
）　

配
偶
者
（
現
在
の
配
偶
者
、
離
婚
後
の
配
偶
者
、
解
消
後
の
配
偶
者
）、
直
系
血
族
、
養
子
、
養
父
母
、
事
実
婚
等
が
制
定
法
上
の
扶
養
関
係
と

さ
れ
、
不
法
行
為
時
点
で
扶
養
関
係
が
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
不
法
行
為
後
に
婚
姻
し
た
場
合
や
、
被
害
者
の
死
後
に
人
工

生
殖
に
よ
っ
て
懐
胎
し
た
場
合
は
含
ま
れ
な
い
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.8, Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1716., Looschelders 

B
T

, 

§ 71, R
n.11., , E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.18., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.5., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.6ff., N

K
-B

G
B

/H
uber, 

4.A
ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.21ff., B

R
H

P/Spindler, 

§ 844 R
n.10, jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
n.5., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 
R

n.23ff.

）。

 

　
　
　

ま
た
、
扶
養
が
提
供
さ
れ
た
場
合
に
は
、
稼
働
能
力
に
つ
い
て
の
賠
償
と
同
様
に
、
扶
養
賠
償
請
求
権
は
そ
の
提
供
者
に
移
転
す
る
（
扶
養
損
害

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  167

ドイツにおける定期金賠償の現状

の
賠
償
請
求
権
は
被
害
者
の
負
傷
時
に
発
生
し
社
会
扶
助
機
関
に
移
転
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.2.1996, B

G
H

Z 132, 39, R
n.10.

）、

扶
養
賠
償
請
求
権
は
社
会
福
祉
給
付
に
よ
っ
て
消
滅
す
る
こ
と
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.1.10.1991, B

G
H

Z 115, 228, R
n.17.

））。

 
（
87
）　

扶
養
賠
償
定
期
金
は
被
害
者
の
配
偶
者
と
子
で
分
割
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.11.1953, B

G
H

Z 11, 181, R
n.9.

）、

扶
養
損
害
の
算
定
に
つ
い
て
は
子
の
年
齢
に
よ
り
差
が
生
じ
得
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1987, N

JW
-R

R
 1988, 66, R

n.16.

）
参
照
。

 

（
88
）　B

eckO
K

 B
G

B
/Spindler, 

§ 843 R
n.26, M

üK
oB

G
B

/W
agner, 8.A

ufl. 2020, B
G

B
 

§ 843, R
n.1, E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.8., 

Looschelders A
T

, 

§ 46, R
n.4., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.8., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.31.

 

（
89
）　

被
害
者
以
外
の
者
に
損
害
賠
償
請
求
権
を
認
め
る
と
い
う
意
味
で
、
一
般
不
法
行
為
法
の
請
求
権
者
の
範
囲
を
拡
張
し
て
い
る
（N

K
-B

G
B

/

H
uber, Vorbem

erkung zum
 

§§ 842

│ R
n.5ff., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
n.1., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.1.

）。

 

　
　
　

八
四
四
条
と
八
四
五
条
に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
間
接
被
害
者
は
損
害
賠
償
請
求
権
を
有
し
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.6.1952, B

G
H

Z 

7, 30, R
n.7.

）
参
照
。

 

（
90
）　

妻
の
家
事
労
働
は
八
四
五
条
の
問
題
で
は
な
く
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
義
務
の
問
題
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.26.11.1968, B

G
H

Z 51, 

109, R
n.13.

）、
被
害
者
の
子
が
養
子
縁
組
に
よ
り
扶
養
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
と
し
て
も
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
は
存
続

す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 22.9.1970, B
G

H
Z 54, 269, R

n.20.

）、
扶
養
損
害
の
賠
償
は
扶
養
義
務
に
基
づ
く
か
ら
離
婚
の
意
思
を
考
慮
す
る

こ
と
が
で
き
る
の
は
離
婚
訴
訟
提
起
後
で
あ
り
扶
養
義
務
が
消
滅
す
る
の
は
離
婚
の
成
立
時
で
あ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.3.1974, N

JW
 

1974, 1236, R
n.24.

）
参
照
。

 

（
91
）　

再
婚
に
よ
っ
て
扶
養
の
権
利
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
そ
の
額
を
扶
養
賠
償
請
求
権
か
ら
控
除
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
再
婚
が
解
消
さ
れ
た
場
合
に

は
当
初
の
扶
養
賠
償
請
求
権
が
復
活
す
る
と
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.17.

）。

 

　
　
　

扶
養
賠
償
請
求
権
は
再
婚
に
よ
っ
て
も
消
滅
せ
ず
再
婚
解
消
後
は
元
の
範
囲
に
回
復
す
る
こ
と
を
前
提
に
時
効
期
間
を
算
定
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.17.10.1978, N

JW
 1979, 268, R

n.12.

）、
扶
養
損
害
の
請
求
権
は
遺
族
が
法
律
上
の
扶
養
義
務
の
生
じ
な
い
同
棲
を
開
始
し
た
と
し
て
も

失
わ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.6.1984, B

G
H

Z 91, 357, 13.
）
参
照
。

 

（
92
）　

婚
約
者
に
は
法
律
上
の
扶
養
義
務
が
な
い
か
ら
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（O

LG
 Frankfurt U

.v.29.6.1983, VersR
 

1984, 449, R
n.24ff.

）
参
照
。

 

（
93
）　

被
害
者
が
扶
養
す
る
こ
と
に
合
意
し
て
い
た
と
し
て
も
継
子
に
対
し
て
法
律
上
の
扶
養
義
務
は
な
い
か
ら
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
権
も
生
じ
な
い



（ ）256（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  168

論　　　説

と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.6.1969, N

JW
 1969, 2007, R

n.90.

）、
後
妻
は
前
妻
の
子
の
扶
養
義
務
を
負
わ
な
い
か
ら
後
妻
が
子
の
養
育
に
同

意
し
て
い
た
と
し
て
も
後
妻
の
死
亡
に
つ
い
て
子
は
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
を
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.v.6.12.1983, 
N

JW
 

1984, 

977, R
n.10.

）
参
照
。

 

（
94
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.9., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844.R
n.15., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.120f.

 

　
　
　

現
時
点
で
扶
養
義
務
が
な
く
て
も
将
来
子
の
扶
養
義
務
が
生
じ
う
る
蓋
然
性
の
あ
る
場
合
に
は
判
決
時
点
の
事
実
に
よ
り
確
定
の
訴
え
を
提
起
す

る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.12.1951, B

G
H

Z 4, 133, R
n.4, 9.

）
参
照
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
三
〇
四
条
（
判
決
理
由
に
関
す
る
中
間
判
決
）

 

　
　
　

⑴　

請
求
原
因
と
金
額
に
つ
き
争
い
の
あ
る
と
き
、
裁
判
所
は
判
決
理
由
に
つ
い
て
先
に
裁
判
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑵　

上
訴
に
関
し
て
は
、
判
決
は
終
局
判
決
と
み
な
す
。
た
だ
し
、
裁
判
所
は
、
請
求
を
原
因
あ
り
と
宣
言
す
る
と
き
は
、
申
し
立
て
に
よ
り
、

金
額
に
つ
い
て
弁
論
す
べ
き
旨
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

（
95
）　

死
亡
し
た
被
害
者
が
現
実
に
扶
養
義
務
を
履
行
で
き
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
こ
と
を
証
明
す
る
こ
と
は
妨
げ
ら
れ
な
い
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 
844 R

n.11.

）。

 

　
　
　

扶
養
損
害
の
賠
償
は
死
者
の
扶
養
義
務
が
実
現
さ
れ
う
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
お
り
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
判
断
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.23.4.1974, N
JW

 1974, 1373, R
n.13.

）
参
照
。

 

（
96
）　

扶
養
損
害
の
賠
償
に
は
滞
納
さ
れ
て
い
た
扶
養
料
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.9.3.1973, N

JW
 1973, 1076, R

n.18.

）
参
照
。

 

（
97
）　

八
四
三
条
一
項
の
稼
動
能
力
の
喪
失
は
具
体
的
な
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
限
ら
れ
る
が
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
の
権
利
の
喪
失
は
扶
養
義
務
者
の

死
亡
に
よ
っ
て
生
じ
る
た
め
権
利
者
が
第
三
者
の
自
由
意
思
に
よ
り
扶
養
に
相
当
す
る
も
の
を
提
供
さ
れ
て
い
た
し
て
も
控
除
す
る
必
要
は
な
い

と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.17.1.1918, R
G

Z 92, 57, 58.

）、
配
偶
者
の
死
亡
に
よ
り
扶
養
の
た
め
の
支
出
が
な
く
な
っ
た
と
い
う
利
益
が
生
じ
る

わ
け
で
は
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.1.10.1936, R
G

Z 152, 208, 211.

）、
相
続
財
産
は
不
法
行
為
と
関
係
な
く
相
続
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
か

ら
扶
養
損
害
か
ら
控
除
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.1.1953, B

G
H

Z 8, 325, R
n.12.

）、
被
保
険
事
由
の
発
生
が
不
確
実
な

危
険
保
険
と
は
異
な
り
貯
蓄
保
険
の
保
険
金
は
八
四
四
条
二
項
に
よ
る
損
害
賠
償
か
ら
控
除
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.4.1963, 

B
G

H
Z 39, 249, R

n.7f.

）、
職
人
保
険
の
保
険
料
は
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
損
害
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.23.3.1971, VersR

 

1971, 717, R
n.15.

）、
被
害
者
の
雇
用
主
に
よ
る
死
亡
給
付
金
を
扶
養
損
害
の
賠
償
か
ら
控
除
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  169
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v.29.11.1977, N
JW

 1978, 536, R
n.14.

）、
扶
養
損
害
の
賠
償
は
扶
養
の
権
利
の
補
償
で
あ
る
か
ら
そ
れ
以
外
の
経
済
的
不
利
益
や
精
神
的
不

利
益
は
対
象
と
な
ら
な
い
が
相
続
財
産
は
扶
養
の
た
め
に
用
い
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
場
合
を
除
き
控
除
さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

v.19.12.1978, B
G

H
Z 73, 109, R

n.29f.

）、
被
害
者
が
配
偶
者
の
仕
事
に
協
力
し
て
い
た
こ
と
も
扶
養
損
害
と
し
て
算
入
し
う
る
場
合
が
あ
る

と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.3.1980, B

G
H

Z 77, 157, R
n.18.

）、
被
害
者
の
遺
族
で
あ
る
父
子
の
世
話
を
す
る
家
事
労
働
者
の
報
酬
に
つ
い
て

も
他
の
合
理
的
な
解
決
策
が
な
い
と
き
に
は
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
さ
れ
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1982, N

JW
 1982, 2864, R

n.18.

）、

扶
養
損
害
の
算
定
に
つ
い
て
被
害
者
自
身
の
世
話
に
つ
い
て
は
控
除
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1982, N

JW
 1982, 2866, R

n.13.

）、

扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
年
少
者
も
十
四
歳
か
ら
家
事
に
従
事
し
う
る
と
し
て
控
除
の
可
能
性
を
認
め
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.2.1983, 

B
G

H
Z 86, 372, R

n.20.

）、
共
同
事
業
が
被
害
者
の
死
亡
に
よ
り
破
綻
し
た
と
し
て
も
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
収
入
は
扶
養
損
害
に
算
入

さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.11.1983, N

JW
 1984, 979, R

n.19.

）、
扶
養
損
害
の
賠
償
に
際
し
て
は
現
に
居
住
し
て
い
る
家
屋
で
は

な
く
残
さ
れ
た
配
偶
者
が
生
活
を
す
る
の
に
必
要
な
範
囲
で
の
適
切
な
賃
料
が
基
準
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.7.1984, N

JW
 1985, 

49, R
n.20.

）、
事
故
に
よ
り
両
親
が
死
亡
し
た
二
児
を
祖
母
が
世
話
を
す
る
に
際
し
て
祖
母
が
自
分
の
職
業
を
諦
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
と

き
に
は
そ
の
逸
失
利
益
も
扶
養
損
害
（
固
定
費
）
と
し
て
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.10.1985, N

JW
 1986, 715, 

R
n.26.

）、
双
方
と
も
に
常
勤
の
夫
婦
間
で
家
事
負
担
割
合
を
等
分
と
し
て
い
た
場
合
で
あ
っ
て
も
扶
養
損
害
は
発
生
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.29.3.1988, B

G
H

Z 104, 113, R
n.8.

）、
自
動
車
を
維
持
す
る
固
定
費
も
扶
養
損
害
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.31.5.1988, 

N
JW

 1988, 2365, R
n.22.

）、
住
宅
取
得
の
た
め
に
借
入
し
た
際
の
利
息
に
つ
い
て
は
合
理
的
な
賃
貸
住
宅
の
賃
料
の
範
囲
で
扶
養
損
害
に
算
入

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.12.1989, VersR

 1990, 221, R
n.6.

）、
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
損
害
に
は
被
害
者
の
子
供
の

幼
稚
園
費
用
も
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（
他
に
想
定
家
賃
も
含
ま
れ
る
）（B

G
H

 U
.v.2.12.1997, B

G
H

Z 137, 237, R
n.20.

）、
被
害
者
の
制
限

物
権
に
つ
い
て
の
侵
害
が
八
四
四
条
の
扶
養
損
害
に
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.21.11.2000, N

JW
 2001, 971, R

n.19f.

）
参
照
。

 

（
98
）　

妻
が
死
亡
し
た
場
合
の
扶
養
損
害
に
つ
い
て
夫
の
収
入
額
を
上
限
と
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1982, N

JW
 1982, 2866, 

R
n.7.

）、
扶
養
損
害
は
総
収
入
で
は
な
く
扶
養
義
務
者
が
適
切
な
扶
養
を
提
供
す
る
た
め
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
金
額
に
よ
っ
て
決
定
さ

れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.1.1985, N

JW
 1985, 1460, R

n.12.

）
参
照
。

 

（
99
）　

扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
は
遺
族
配
偶
者
の
在
宅
勤
務
に
よ
る
収
入
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.3.1983, 

B
G

H
Z 87, 121, R

n.13.

）、
配
偶
者
の
扶
養
損
害
を
算
定
す
る
に
際
し
て
は
当
該
被
害
者
自
身
の
収
入
と
家
事
労
働
分
と
を
合
わ
せ
て
考
慮
し
な
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と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.24.6.1969, N

JW
 1969, 2007, R

n.90.

）、
後
妻
は
前
妻
の
子
の
扶
養
義
務
を
負
わ
な
い
か
ら
後
妻
が
子
の
養
育
に
同

意
し
て
い
た
と
し
て
も
後
妻
の
死
亡
に
つ
い
て
子
は
扶
養
損
害
の
賠
償
請
求
を
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 
U

.v.6.12.1983, 
N

JW
 

1984, 

977, R
n.10.

）
参
照
。

 

（
94
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.9., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844.R
n.15., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.120f.

 

　
　
　

現
時
点
で
扶
養
義
務
が
な
く
て
も
将
来
子
の
扶
養
義
務
が
生
じ
う
る
蓋
然
性
の
あ
る
場
合
に
は
判
決
時
点
の
事
実
に
よ
り
確
定
の
訴
え
を
提
起
す

る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.12.1951, B

G
H

Z 4, 133, R
n.4, 9.

）
参
照
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
三
〇
四
条
（
判
決
理
由
に
関
す
る
中
間
判
決
）

 

　
　
　

⑴　

請
求
原
因
と
金
額
に
つ
き
争
い
の
あ
る
と
き
、
裁
判
所
は
判
決
理
由
に
つ
い
て
先
に
裁
判
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

⑵　

上
訴
に
関
し
て
は
、
判
決
は
終
局
判
決
と
み
な
す
。
た
だ
し
、
裁
判
所
は
、
請
求
を
原
因
あ
り
と
宣
言
す
る
と
き
は
、
申
し
立
て
に
よ
り
、

金
額
に
つ
い
て
弁
論
す
べ
き
旨
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

（
95
）　

死
亡
し
た
被
害
者
が
現
実
に
扶
養
義
務
を
履
行
で
き
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
こ
と
を
証
明
す
る
こ
と
は
妨
げ
ら
れ
な
い
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 
844 R

n.11.

）。

 

　
　
　

扶
養
損
害
の
賠
償
は
死
者
の
扶
養
義
務
が
実
現
さ
れ
う
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
お
り
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
判
断
さ
れ
る
と
し
た
事
例

（B
G

H
 U

.v.23.4.1974, N
JW

 1974, 1373, R
n.13.

）
参
照
。

 

（
96
）　

扶
養
損
害
の
賠
償
に
は
滞
納
さ
れ
て
い
た
扶
養
料
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.9.3.1973, N

JW
 1973, 1076, R

n.18.

）
参
照
。

 

（
97
）　

八
四
三
条
一
項
の
稼
動
能
力
の
喪
失
は
具
体
的
な
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
限
ら
れ
る
が
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
の
権
利
の
喪
失
は
扶
養
義
務
者
の

死
亡
に
よ
っ
て
生
じ
る
た
め
権
利
者
が
第
三
者
の
自
由
意
思
に
よ
り
扶
養
に
相
当
す
る
も
の
を
提
供
さ
れ
て
い
た
し
て
も
控
除
す
る
必
要
は
な
い

と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.17.1.1918, R
G

Z 92, 57, 58.

）、
配
偶
者
の
死
亡
に
よ
り
扶
養
の
た
め
の
支
出
が
な
く
な
っ
た
と
い
う
利
益
が
生
じ
る

わ
け
で
は
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.1.10.1936, R
G

Z 152, 208, 211.

）、
相
続
財
産
は
不
法
行
為
と
関
係
な
く
相
続
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
か

ら
扶
養
損
害
か
ら
控
除
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.1.1953, B

G
H

Z 8, 325, R
n.12.

）、
被
保
険
事
由
の
発
生
が
不
確
実
な

危
険
保
険
と
は
異
な
り
貯
蓄
保
険
の
保
険
金
は
八
四
四
条
二
項
に
よ
る
損
害
賠
償
か
ら
控
除
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.4.1963, 

B
G

H
Z 39, 249, R

n.7f.

）、
職
人
保
険
の
保
険
料
は
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
損
害
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.23.3.1971, VersR

 

1971, 717, R
n.15.

）、
被
害
者
の
雇
用
主
に
よ
る
死
亡
給
付
金
を
扶
養
損
害
の
賠
償
か
ら
控
除
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  169

ドイツにおける定期金賠償の現状
v.29.11.1977, N

JW
 1978, 536, R

n.14.

）、
扶
養
損
害
の
賠
償
は
扶
養
の
権
利
の
補
償
で
あ
る
か
ら
そ
れ
以
外
の
経
済
的
不
利
益
や
精
神
的
不

利
益
は
対
象
と
な
ら
な
い
が
相
続
財
産
は
扶
養
の
た
め
に
用
い
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
場
合
を
除
き
控
除
さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.

v.19.12.1978, B
G

H
Z 73, 109, R

n.29f.

）、
被
害
者
が
配
偶
者
の
仕
事
に
協
力
し
て
い
た
こ
と
も
扶
養
損
害
と
し
て
算
入
し
う
る
場
合
が
あ
る

と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.3.1980, B

G
H

Z 77, 157, R
n.18.

）、
被
害
者
の
遺
族
で
あ
る
父
子
の
世
話
を
す
る
家
事
労
働
者
の
報
酬
に
つ
い
て

も
他
の
合
理
的
な
解
決
策
が
な
い
と
き
に
は
損
害
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
さ
れ
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1982, N

JW
 1982, 2864, R

n.18.

）、

扶
養
損
害
の
算
定
に
つ
い
て
被
害
者
自
身
の
世
話
に
つ
い
て
は
控
除
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1982, N

JW
 1982, 2866, R

n.13.

）、

扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
年
少
者
も
十
四
歳
か
ら
家
事
に
従
事
し
う
る
と
し
て
控
除
の
可
能
性
を
認
め
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.2.1983, 

B
G

H
Z 86, 372, R

n.20.

）、
共
同
事
業
が
被
害
者
の
死
亡
に
よ
り
破
綻
し
た
と
し
て
も
そ
こ
か
ら
得
ら
れ
た
で
あ
ろ
う
収
入
は
扶
養
損
害
に
算
入

さ
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.11.1983, N

JW
 1984, 979, R

n.19.

）、
扶
養
損
害
の
賠
償
に
際
し
て
は
現
に
居
住
し
て
い
る
家
屋
で
は

な
く
残
さ
れ
た
配
偶
者
が
生
活
を
す
る
の
に
必
要
な
範
囲
で
の
適
切
な
賃
料
が
基
準
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.3.7.1984, N

JW
 1985, 

49, R
n.20.

）、
事
故
に
よ
り
両
親
が
死
亡
し
た
二
児
を
祖
母
が
世
話
を
す
る
に
際
し
て
祖
母
が
自
分
の
職
業
を
諦
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
と

き
に
は
そ
の
逸
失
利
益
も
扶
養
損
害
（
固
定
費
）
と
し
て
賠
償
の
対
象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.10.1985, N

JW
 1986, 715, 

R
n.26.

）、
双
方
と
も
に
常
勤
の
夫
婦
間
で
家
事
負
担
割
合
を
等
分
と
し
て
い
た
場
合
で
あ
っ
て
も
扶
養
損
害
は
発
生
す
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.29.3.1988, B

G
H

Z 104, 113, R
n.8.

）、
自
動
車
を
維
持
す
る
固
定
費
も
扶
養
損
害
に
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.31.5.1988, 

N
JW

 1988, 2365, R
n.22.

）、
住
宅
取
得
の
た
め
に
借
入
し
た
際
の
利
息
に
つ
い
て
は
合
理
的
な
賃
貸
住
宅
の
賃
料
の
範
囲
で
扶
養
損
害
に
算
入

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.5.12.1989, VersR

 1990, 221, R
n.6.

）、
八
四
四
条
二
項
の
扶
養
損
害
に
は
被
害
者
の
子
供
の

幼
稚
園
費
用
も
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（
他
に
想
定
家
賃
も
含
ま
れ
る
）（B

G
H

 U
.v.2.12.1997, B

G
H

Z 137, 237, R
n.20.

）、
被
害
者
の
制
限

物
権
に
つ
い
て
の
侵
害
が
八
四
四
条
の
扶
養
損
害
に
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.21.11.2000, N

JW
 2001, 971, R

n.19f.

）
参
照
。

 

（
98
）　

妻
が
死
亡
し
た
場
合
の
扶
養
損
害
に
つ
い
て
夫
の
収
入
額
を
上
限
と
す
る
必
要
は
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.6.1982, N

JW
 1982, 2866, 

R
n.7.

）、
扶
養
損
害
は
総
収
入
で
は
な
く
扶
養
義
務
者
が
適
切
な
扶
養
を
提
供
す
る
た
め
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
金
額
に
よ
っ
て
決
定
さ

れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.1.1985, N

JW
 1985, 1460, R

n.12.
）
参
照
。

 

（
99
）　

扶
養
損
害
の
算
定
に
お
い
て
は
遺
族
配
偶
者
の
在
宅
勤
務
に
よ
る
収
入
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.15.3.1983, 

B
G

H
Z 87, 121, R

n.13.

）、
配
偶
者
の
扶
養
損
害
を
算
定
す
る
に
際
し
て
は
当
該
被
害
者
自
身
の
収
入
と
家
事
労
働
分
と
を
合
わ
せ
て
考
慮
し
な
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け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.10.1983, VersR

 1984, 79, R
n.20.

）、
夫
婦
で
共
同
事
業
を
営
ん
で
い
た
場
合
に
は
そ
の
総
収

入
を
扶
養
損
害
算
定
の
基
礎
と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
寄
与
度
に
応
じ
て
算
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.11.1983, N

JW
 

1984, 979, R
n.12.

）、
夫
婦
の
双
方
に
収
入
が
あ
る
と
き
は
双
方
が
扶
養
を
負
担
す
る
も
の
と
し
て
扶
養
損
害
を
算
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.1.1985, N

JW
 1985, 1460, R

n.16.

）
参
照
。

 

（
100
）　

扶
養
損
害
の
額
は
被
相
続
人
が
扶
養
義
務
を
果
た
す
た
め
に
支
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
金
額
と
な
る
が
裁
判
所
は
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条

に
よ
り
被
相
続
人
の
収
入
の
一
定
割
合
と
し
て
認
定
す
る
こ
と
も
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1987, N

JW
-R

R
 1988, 66, R

n.11f.

）

参
照
。

 

（
101
）　

家
事
労
働
従
事
者
の
死
亡
に
よ
る
配
偶
者
お
よ
び
子
の
扶
養
に
必
要
な
金
額
が
制
定
法
上
の
扶
養
義
務
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
は
遺
族
に
有
利

と
な
る
よ
う
に
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.10.4.1979, N

JW
 1979, 462, R

n.16ff.

）、
戦
時
失
明
の

配
偶
者
の
た
め
に
特
別
な
配
慮
を
し
て
い
た
者
の
死
亡
に
つ
い
て
は
制
定
法
上
の
扶
養
義
務
の
範
囲
を
超
え
て
も
損
害
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で

き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1992, N

JW
 1993, 124, R

n.23.

）
参
照
。

 

（
102
）　

遺
族
が
自
ら
の
労
働
能
力
を
活
用
し
な
い
と
い
う
場
合
に
つ
い
て
は
、民
法
典
二
五
四
条
二
項
に
よ
る
損
害
軽
減
義
務
が
問
題
と
な
る
（E

rm
an/

W
ilhelm

i, 

§ 844 R
n.12., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.17., B

R
H

P/Spindler, 

§ 844 R
n.32., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.59f.

）。

 

　
　
　

八
四
四
条
と
八
四
五
条
の
場
合
に
も
二
五
四
条
の
共
働
過
責
が
考
慮
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.18.5.1903, R
G

Z 55, 24, 31.

）、
遺
族
定

期
金
の
算
定
に
お
い
て
遺
族
の
損
害
軽
減
義
務
が
考
慮
さ
れ
る
の
は
遺
族
が
収
入
を
得
る
義
務
が
あ
る
か
ど
う
か
の
み
な
ら
ず
加
害
者
と
の
関
係

で
減
額
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
限
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.9.2.1955, B

G
H

Z 16, 265, R
n.23.

）、
不
法
行
為
被
害
者
の
遺
族
に
つ
い
て

就
職
す
る
こ
と
が
合
理
的
に
期
待
で
き
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
そ
れ
を
拒
否
す
る
場
合
に
は
損
害
軽
減
義
務
違
反
と
な
る
と
し
て
若
く
て
健
康
な
子

ど
も
の
い
な
い
未
亡
人
の
定
期
金
を
減
額
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.4.1976, N

JW
 1976, 751, R

n.17, 19.

）、
扶
養
損
害
の
請
求
権
に
関
す
る

損
害
軽
減
義
務
の
有
無
は
死
別
後
の
同
棲
中
に
提
供
し
た
家
事
労
働
で
は
な
く
別
の
職
業
に
就
い
て
収
入
を
得
る
こ
と
が
合
理
的
に
期
待
で
き
る

か
否
か
に
よ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.6.1984, B

G
H

Z 91, 357, 31.

）
参
照
。

 

（
103
）　

八
四
六
条
に
よ
る
二
五
四
条
の
適
用
は
遺
族
の
精
神
的
負
担
に
よ
る
間
接
損
害
に
つ
い
て
も
適
用
さ
れ
う
る
と
し
た
事
例
（R

G
 15.1.1938, 

R
G

Z 157, 11, 13.

）、
八
四
六
条
の
基
底
に
は
一
般
的
な
法
思
想
が
あ
り
八
四
四
条
と
八
四
五
条
に
も
二
五
四
条
の
共
働
過
責
が
考
慮
さ
れ
う
る

と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.16.12.1942, R
G

Z 170, 311, 315.

）、八
四
六
条
に
よ
り
死
亡
し
た
被
害
者
の
過
失
を
考
慮
し
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H
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U
.v.20.11.1984, N

JW
 1985, 90, R

n.17.

）
参
照
。

 

（
104
）　

家
事
労
働
従
事
者
の
死
亡
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
一
三
六
〇
条
二
文
に
よ
る
家
事
お
よ
び
教
育
上
の
活
動
の
喪
失
を
扶
養
給
付
の
剥
奪
と

み
な
し
て
賠
償
を
認
め
、
身
体
侵
害
の
場
合
に
お
い
け
る
労
働
能
力
と
同
様
の
算
定
方
法
を
採
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 
R

n.13.,Fikentscher/H
einem

ann, R
n.1716, Looschelders B

T
, 

§ 71, R
n.11., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.20., PW

W
/Luckey, 

§ 844 
R

n.15., B
R

H
P/Spindler, 

§ 844 R
n.23ff., , M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.64ff.

）。

 

　
　
　

配
偶
者
死
亡
の
場
合
の
扶
養
損
害
は
一
三
六
〇
条
の
扶
養
義
務
を
根
拠
と
し
て
算
定
さ
れ
る
が
有
職
配
偶
者
の
場
合
に
は
家
事
労
働
だ
け
で
な
く

現
金
拠
出
義
務
も
考
慮
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.7.1971, B

G
H

Z 56, 389, R
n.8, 10.

）、
配
偶
者
の
死
亡
に
よ
る
家
事
労
働
の
評

価
は
配
偶
者
と
子
と
で
割
合
的
に
分
割
さ
れ
、
ま
た
扶
養
権
利
者
の
退
職
に
よ
り
家
事
労
働
へ
の
貢
献
割
合
が
変
わ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

E
.v.14.3.1972, N

JW
 1972, 743, R

n.13, 27.

）、
家
事
従
事
者
で
あ
っ
て
も
自
身
の
職
業
生
活
を
放
棄
し
て
い
る
よ
う
な
場
合
に
は
扶
養
損
害

と
し
て
同
等
の
労
働
者
の
報
酬
に
よ
り
算
定
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.2.1983, B

G
H

Z 86, 372, R
n.13.

）、
八
四
四
条
二
項
に
よ
り

賠
償
さ
れ
る
家
事
労
働
に
は
ガ
ー
デ
ニ
ン
グ
と
修
繕
作
業
と
家
屋
の
修
繕
も
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.6.1989, N

JW
 1989, 2539, 

R
n.12, 15, 18.

）
参
照
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
一
三
六
〇
条
（
家
族
を
扶
養
す
る
義
務
）

 

　
　
　
　

婚
姻
の
両
当
事
者
は
、
そ
の
労
働
及
び
財
産
を
も
っ
て
、
家
族
を
相
応
に
扶
養
す
る
義
務
を
相
互
に
負
う
。
婚
姻
の
一
方
当
事
者
に
家
政
の
遂

行
が
委
ね
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
者
は
、
通
常
、
家
政
を
遂
行
す
る
こ
と
で
、
労
働
に
よ
っ
て
家
族
の
扶
養
に
寄
与
す
る
義
務
を
履
行
す

る
。（
訳
は
、
法
務
省
大
臣
官
房
司
法
法
制
部
『
法
務
資
料 

四
六
八
号 

ド
イ
ツ
民
法
典
第
四
編
（
親
族
法
）』
に
よ
る
。）

 

（
105
）　

被
害
者
が
受
給
す
る
は
ず
で
あ
っ
た
将
来
の
年
金
に
つ
い
て
も
扶
養
義
務
の
範
囲
で
請
求
の
対
象
と
な
り
う
る
と
し
た
事
例（B

G
H

 U
.v.29.1960, 

B
G

H
Z 32, 246, R

n.7.

）、
扶
養
損
害
の
算
定
に
つ
い
て
は
遺
族
の
受
け
取
る
年
金
収
入
も
考
慮
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.3.1983, 

N
JW

 1983, 2315, R
n.8.

）
参
照
。

 

（
106
）　

配
偶
者
に
対
し
て
法
律
上
の
扶
養
義
務
を
負
う
者
が
被
害
者
と
な
っ
て
死
亡
し
た
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
被
害
者
の
老
齢
年
金
が
開
始
す
る
六

五
歳
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
扶
養
利
益
の
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
（D

eutsch/A
hrens, R

n.638, D
ieter M

edicus/Stephan Lorenz, 

Schuldrecht I A
llgem

einer Teil, 21.A
ufl, 2015, R

n.741, D
irk Looschelders, Schuldrecht A

llgem
einer Teil, 17.A

ufl., 2019, 

§ 46, 
R

n.4, W
olfgang Fikentscher/A

ndreas H
einem

ann, Schuldrecht, 11.A
ufl., 2017, R

n.1716, E
m

m
erich, 

§ 26 R
n.19, B

R
H

P/
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け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.10.1983, VersR

 1984, 79, R
n.20.

）、
夫
婦
で
共
同
事
業
を
営
ん
で
い
た
場
合
に
は
そ
の
総
収

入
を
扶
養
損
害
算
定
の
基
礎
と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
寄
与
度
に
応
じ
て
算
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.11.1983, N

JW
 

1984, 979, R
n.12.

）、
夫
婦
の
双
方
に
収
入
が
あ
る
と
き
は
双
方
が
扶
養
を
負
担
す
る
も
の
と
し
て
扶
養
損
害
を
算
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.1.1985, N

JW
 1985, 1460, R

n.16.

）
参
照
。

 

（
100
）　

扶
養
損
害
の
額
は
被
相
続
人
が
扶
養
義
務
を
果
た
す
た
め
に
支
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
金
額
と
な
る
が
裁
判
所
は
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条

に
よ
り
被
相
続
人
の
収
入
の
一
定
割
合
と
し
て
認
定
す
る
こ
と
も
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1987, N

JW
-R

R
 1988, 66, R

n.11f.

）

参
照
。

 

（
101
）　

家
事
労
働
従
事
者
の
死
亡
に
よ
る
配
偶
者
お
よ
び
子
の
扶
養
に
必
要
な
金
額
が
制
定
法
上
の
扶
養
義
務
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
は
遺
族
に
有
利

と
な
る
よ
う
に
民
事
訴
訟
法
二
八
七
条
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.10.4.1979, N

JW
 1979, 462, R

n.16ff.

）、
戦
時
失
明
の

配
偶
者
の
た
め
に
特
別
な
配
慮
を
し
て
い
た
者
の
死
亡
に
つ
い
て
は
制
定
法
上
の
扶
養
義
務
の
範
囲
を
超
え
て
も
損
害
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で

き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.10.1992, N

JW
 1993, 124, R

n.23.

）
参
照
。

 

（
102
）　

遺
族
が
自
ら
の
労
働
能
力
を
活
用
し
な
い
と
い
う
場
合
に
つ
い
て
は
、民
法
典
二
五
四
条
二
項
に
よ
る
損
害
軽
減
義
務
が
問
題
と
な
る
（E

rm
an/

W
ilhelm

i, 

§ 844 R
n.12., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.17., B

R
H

P/Spindler, 

§ 844 R
n.32., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.59f.

）。

 

　
　
　

八
四
四
条
と
八
四
五
条
の
場
合
に
も
二
五
四
条
の
共
働
過
責
が
考
慮
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.18.5.1903, R
G

Z 55, 24, 31.

）、
遺
族
定

期
金
の
算
定
に
お
い
て
遺
族
の
損
害
軽
減
義
務
が
考
慮
さ
れ
る
の
は
遺
族
が
収
入
を
得
る
義
務
が
あ
る
か
ど
う
か
の
み
な
ら
ず
加
害
者
と
の
関
係

で
減
額
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
限
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.9.2.1955, B

G
H

Z 16, 265, R
n.23.

）、
不
法
行
為
被
害
者
の
遺
族
に
つ
い
て

就
職
す
る
こ
と
が
合
理
的
に
期
待
で
き
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
そ
れ
を
拒
否
す
る
場
合
に
は
損
害
軽
減
義
務
違
反
と
な
る
と
し
て
若
く
て
健
康
な
子

ど
も
の
い
な
い
未
亡
人
の
定
期
金
を
減
額
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.4.1976, N

JW
 1976, 751, R

n.17, 19.

）、
扶
養
損
害
の
請
求
権
に
関
す
る

損
害
軽
減
義
務
の
有
無
は
死
別
後
の
同
棲
中
に
提
供
し
た
家
事
労
働
で
は
な
く
別
の
職
業
に
就
い
て
収
入
を
得
る
こ
と
が
合
理
的
に
期
待
で
き
る

か
否
か
に
よ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.6.1984, B

G
H

Z 91, 357, 31.

）
参
照
。

 

（
103
）　

八
四
六
条
に
よ
る
二
五
四
条
の
適
用
は
遺
族
の
精
神
的
負
担
に
よ
る
間
接
損
害
に
つ
い
て
も
適
用
さ
れ
う
る
と
し
た
事
例
（R

G
 15.1.1938, 

R
G

Z 157, 11, 13.

）、
八
四
六
条
の
基
底
に
は
一
般
的
な
法
思
想
が
あ
り
八
四
四
条
と
八
四
五
条
に
も
二
五
四
条
の
共
働
過
責
が
考
慮
さ
れ
う
る

と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.16.12.1942, R
G

Z 170, 311, 315.

）、八
四
六
条
に
よ
り
死
亡
し
た
被
害
者
の
過
失
を
考
慮
し
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H
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.v.20.11.1984, N
JW

 1985, 90, R
n.17.

）
参
照
。

 
（
104
）　

家
事
労
働
従
事
者
の
死
亡
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
一
三
六
〇
条
二
文
に
よ
る
家
事
お
よ
び
教
育
上
の
活
動
の
喪
失
を
扶
養
給
付
の
剥
奪
と

み
な
し
て
賠
償
を
認
め
、
身
体
侵
害
の
場
合
に
お
い
け
る
労
働
能
力
と
同
様
の
算
定
方
法
を
採
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 
R

n.13.,Fikentscher/H
einem

ann, R
n.1716, Looschelders B

T
, 

§ 71, R
n.11., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.20., PW

W
/Luckey, 

§ 844 
R

n.15., B
R

H
P/Spindler, 

§ 844 R
n.23ff., , M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.64ff.

）。

 

　
　
　

配
偶
者
死
亡
の
場
合
の
扶
養
損
害
は
一
三
六
〇
条
の
扶
養
義
務
を
根
拠
と
し
て
算
定
さ
れ
る
が
有
職
配
偶
者
の
場
合
に
は
家
事
労
働
だ
け
で
な
く

現
金
拠
出
義
務
も
考
慮
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.7.1971, B

G
H

Z 56, 389, R
n.8, 10.

）、
配
偶
者
の
死
亡
に
よ
る
家
事
労
働
の
評

価
は
配
偶
者
と
子
と
で
割
合
的
に
分
割
さ
れ
、
ま
た
扶
養
権
利
者
の
退
職
に
よ
り
家
事
労
働
へ
の
貢
献
割
合
が
変
わ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

E
.v.14.3.1972, N

JW
 1972, 743, R

n.13, 27.

）、
家
事
従
事
者
で
あ
っ
て
も
自
身
の
職
業
生
活
を
放
棄
し
て
い
る
よ
う
な
場
合
に
は
扶
養
損
害

と
し
て
同
等
の
労
働
者
の
報
酬
に
よ
り
算
定
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.8.2.1983, B

G
H

Z 86, 372, R
n.13.

）、
八
四
四
条
二
項
に
よ
り

賠
償
さ
れ
る
家
事
労
働
に
は
ガ
ー
デ
ニ
ン
グ
と
修
繕
作
業
と
家
屋
の
修
繕
も
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.6.6.1989, N

JW
 1989, 2539, 

R
n.12, 15, 18.

）
参
照
。

 

　
　
　

ド
イ
ツ
民
法
典
一
三
六
〇
条
（
家
族
を
扶
養
す
る
義
務
）

 

　
　
　
　

婚
姻
の
両
当
事
者
は
、
そ
の
労
働
及
び
財
産
を
も
っ
て
、
家
族
を
相
応
に
扶
養
す
る
義
務
を
相
互
に
負
う
。
婚
姻
の
一
方
当
事
者
に
家
政
の
遂

行
が
委
ね
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
者
は
、
通
常
、
家
政
を
遂
行
す
る
こ
と
で
、
労
働
に
よ
っ
て
家
族
の
扶
養
に
寄
与
す
る
義
務
を
履
行
す

る
。（
訳
は
、
法
務
省
大
臣
官
房
司
法
法
制
部
『
法
務
資
料 

四
六
八
号 

ド
イ
ツ
民
法
典
第
四
編
（
親
族
法
）』
に
よ
る
。）

 

（
105
）　

被
害
者
が
受
給
す
る
は
ず
で
あ
っ
た
将
来
の
年
金
に
つ
い
て
も
扶
養
義
務
の
範
囲
で
請
求
の
対
象
と
な
り
う
る
と
し
た
事
例（B

G
H

 U
.v.29.1960, 

B
G

H
Z 32, 246, R

n.7.

）、
扶
養
損
害
の
算
定
に
つ
い
て
は
遺
族
の
受
け
取
る
年
金
収
入
も
考
慮
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.22.3.1983, 

N
JW

 1983, 2315, R
n.8.

）
参
照
。

 

（
106
）　

配
偶
者
に
対
し
て
法
律
上
の
扶
養
義
務
を
負
う
者
が
被
害
者
と
な
っ
て
死
亡
し
た
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
被
害
者
の
老
齢
年
金
が
開
始
す
る
六

五
歳
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
扶
養
利
益
の
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
（D

eutsch/A
hrens, R

n.638, D
ieter M

edicus/Stephan Lorenz, 

Schuldrecht I A
llgem

einer Teil, 21.A
ufl, 2015, R

n.741, D
irk Looschelders, Schuldrecht A

llgem
einer Teil, 17.A

ufl., 2019, 

§ 46, 
R

n.4, W
olfgang Fikentscher/A

ndreas H
einem

ann, Schuldrecht, 11.A
ufl., 2017, R

n.1716, E
m

m
erich, 

§ 26 R
n.19, B

R
H

P/
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論　　　説
Spindler, 

§ 844 R
n.38f.

）（B
G

H
 N

JW
 -R

R
 2004, 821, G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.5, 12., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.10., jurisPK

-

B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
 

§ 9.

）。

 

　
　
　

子
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
場
合
は
十
八
歳
ま
で
認
め
ら
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.18., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.21, G

rüneberg/

Sprau, 

§ 844 R
n.12., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.105ff., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
n.10.

）。

 

　
　
　

年
少
者
に
対
す
る
扶
養
損
害
の
定
期
金
は
十
八
歳
ま
で
と
し
て
そ
れ
以
降
に
つ
い
て
は
確
定
の
訴
え
に
よ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.15.3.1983, B

G
H

Z 87, 121, R
n.16.

）
参
照
。

 

（
107
）　

特
別
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
は
埋
葬
の
た
め
に
遺
体
を
遠
方
（
ベ
ル
リ
ン
か
ら
デ
ュ
ッ
セ
ル
ド
ル
フ
）
に
搬
送
す
る
費
用
も
葬
儀
費
用
と
な
る
と

し
た
事
例
（R

G
 U

.v.16.9.1907, R
G

Z 66, 306, 308f.

）、
葬
儀
費
用
は
死
者
の
地
位
に
ふ
さ
わ
し
い
適
切
な
範
囲
で
認
め
ら
れ
葬
儀
と
墓
石
の

設
置
は
密
接
に
結
び
つ
い
て
い
る
か
ら
墓
石
の
費
用
も
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.9.2.1933, R
G

Z 139, 393, 394.

）、
葬
儀
に
参
列
す

る
た
め
の
近
親
者
の
旅
費
が
葬
儀
費
用
に
含
ま
れ
る
の
は
相
続
人
が
旅
費
を
支
払
う
義
務
を
負
っ
て
い
た
場
合
に
限
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.19.2.1960, B

G
H

Z 32, 72, R
n.7.

）、
中
産
階
級
の
十
九
歳
女
性
の
葬
儀
に
一
万
五
千
ド
イ
ツ
マ
ル
ク
を
認
め
た
事
例
（O

LG
 H

am
m

 

U
.v.6.7.1993, N

JW
-R

R
 1994, 155, R

n.8.

）、
配
偶
者
の
死
亡
時
に
両
家
の
墓
を
調
え
る
と
い
う
慣
習
が
あ
っ
た
と
し
て
も
葬
儀
費
用
と
し
て

賠
償
さ
れ
る
の
は
被
害
者
本
人
の
墓
に
限
定
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.9.1973, B

G
H

Z 61, 238, R
n.3.

）、
近
親
者
の
葬
儀
に
参
加

し
た
た
め
に
旅
行
を
キ
ャ
ン
セ
ル
し
た
と
し
て
も
八
四
四
条
一
項
の
葬
儀
費
用
に
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.4.4.1989, N

JW
 

1989, 2317, R
n.13.

）
参
照
。

 

（
108
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.6f., D

eutsch/A
hrens, R

n.637., Looschelders A
T

, 

§ 46, R
n.3., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.17,G

rüneberg/

Sprau, 

§ 

§844 R
n.4., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.2., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021,

§
§844 R

n.16f., B
R

H
P/Spindler, 

§ 844 
R

n.6., jurisPK
-B

G
B

/R
üßm

ann, 

§ 844 R
n.4., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.18ff., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1716.

 

（
109
）　

A
ngelina M

aria B
ehr, Schm

erzensgeld und H
interbliebenengeld im

 System
 des Schadensrechts, 2020, D

ennis Frederic 

H
ubert B

ergm
ann, H

interbliebenengeld, 2021, T
eresa T

om
as-K

eck, H
interbliebenengeld, 2023, G

erhard W
agner, 

Schadensersatz in Todesfällen – D
as neue H

interbliebenengeld, N
JW

 2017, S.2641, M
artin Zw

ickel, M
ehr als fünf Jahre 

H
interbliebenengeld – G

eklärte und offene Fragen, M
D

R
 2023, 880, Looschelders A

T
, 

§ 48, R
n.6., PW

W
/Luckey, 

§844 
R

n.19ff., N
K

-B
G

B
/H

uber, 4.A
ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.122ff., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.3ff., 93ff.
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（
110
）　

二
〇
〇
〇
年
改
正
前
八
四
七
条
お
よ
び
二
〇
一
七
年
本
項
追
加
前
に
つ
い
て
の
裁
判
例
と
し
て
は
、
以
下
の
も
の
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

　
　
　

八
四
七
条
は
二
五
三
条
の
例
外
規
定
で
あ
る
か
ら
契
約
法
や
公
法
上
の
関
係
に
は
適
用
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.8.1.1926, R
G

Z 112, 

290, 294.

）、
八
四
二
条
、
八
四
三
条
と
八
四
七
条
は
成
立
要
件
も
性
質
も
異
な
る
か
ら
無
形
的
損
害
と
財
産
的
損
害
と
を
あ
わ
せ
て
八
四
七
条

に
よ
り
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.1.11.1935, R
G

Z 149, 157, 167.

）、
事
故
に
よ
る
女
性
の
身
体
障
害
に
つ
い
て
婚

姻
の
見
込
み
は
経
済
的
損
失
を
構
成
す
る
だ
け
で
な
く
精
神
的
損
害
と
も
な
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.3.1959, M

D
R

 1959, 568, 

R
n.15.

）、
慰
謝
料
請
求
権
の
行
使
は
被
害
者
本
人
の
決
定
に
委
ね
ら
れ
る
が
負
傷
後
意
識
不
明
の
間
に
提
訴
さ
れ
て
い
る
と
き
に
は
相
続
の
対

象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.9.1967, N

JW
 1967, 2304, R

n.13ff.

）、
重
大
な
精
神
的
損
害
で
あ
っ
て
も
健
康
被
害
を
生
じ
さ
せ
な

い
限
り
直
接
被
害
者
以
外
に
は
損
害
賠
償
請
求
権
は
生
じ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.5.1971, B

G
H

Z 56, 163, R
n.8.

）、
近
親
者
死
亡

に
よ
る
精
神
的
損
害
は
健
康
被
害
を
生
じ
た
場
合
の
み
損
害
賠
償
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.4.4.1989, N

JW
 1989, 2317, R

n.9.

）、

慰
謝
料
の
算
定
は
裁
判
官
に
裁
量
が
認
め
ら
れ
る
が
そ
の
算
定
根
拠
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.2.1991, N

JW
 

1991, 2340, R
n.30.

）、
息
子
の
交
通
事
故
に
よ
る
重
大
な
身
体
侵
害
か
ら
生
じ
た
母
の
精
神
的
損
害
が
健
康
被
害
に
及
ん
で
い
な
い
と
し
た
事

例
（B

G
H

 U
.v.10.2.2015, R

n.20.

）
参
照
。

 

（
111
）　

価
値
評
価
と
し
て
同
視
で
き
る
と
し
て
も
、
重
大
な
身
体
健
康
侵
害
に
拡
張
さ
れ
な
い
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.20, Fikentscher/

H
einem

ann, R
n.1560, Looschelders B

T
, 

§ 71, R
n.9., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.26

）。

 

（
112
）　

民
法
典
八
四
四
条
三
項
二
文
に
よ
り
属
人
的
な
近
親
性
の
推
定
は
、
反
証
可
能
と
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 
R

n.20.,G
rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.22ff., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.21.,  B

R
H

P/Spindler, 

§ 844 R
n.43.

）。

 

（
113
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.20., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.681., Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n.12., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 
R

n.25.

 

　
　
　

重
大
な
精
神
的
損
害
（Schockschäden

）
に
鑑
み
て
配
偶
者
（
一
万
二
千
ユ
ー
ロ
）、
成
人
し
た
子
（
七
千
五
百
ユ
ー
ロ
）、
弟
（
五
千
ユ
ー

ロ
）
に
遺
族
慰
謝
料
を
認
め
た
事
例
（LG

 T
übingen U

.v.17.5.2019, VersR
 2020, 236, R

n.82, 89, 98.

）、
娘
婿
の
死
亡
事
故
に
つ
い
て
八

千
ユ
ー
ロ
の
遺
族
慰
謝
料
を
認
め
た
事
例
（O

LG
 K

oblenz U
.v.21.12.2020, VersR

 2021, 115, R
n.34.

）
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論　　　説

Spindler, 

§ 844 R
n.38f.

）（B
G

H
 N

JW
 -R

R
 2004, 821, G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.5, 12., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.10., jurisPK

-

B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
 

§ 9.

）。

 

　
　
　

子
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
場
合
は
十
八
歳
ま
で
認
め
ら
れ
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.18., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.21, G

rüneberg/

Sprau, 

§ 844 R
n.12., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.105ff., jurisPK

-B
G

B
/R

üßm
ann, 

§ 844 R
n.10.

）。

 

　
　
　

年
少
者
に
対
す
る
扶
養
損
害
の
定
期
金
は
十
八
歳
ま
で
と
し
て
そ
れ
以
降
に
つ
い
て
は
確
定
の
訴
え
に
よ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.15.3.1983, B

G
H

Z 87, 121, R
n.16.

）
参
照
。

 

（
107
）　

特
別
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
は
埋
葬
の
た
め
に
遺
体
を
遠
方
（
ベ
ル
リ
ン
か
ら
デ
ュ
ッ
セ
ル
ド
ル
フ
）
に
搬
送
す
る
費
用
も
葬
儀
費
用
と
な
る
と

し
た
事
例
（R

G
 U

.v.16.9.1907, R
G

Z 66, 306, 308f.

）、
葬
儀
費
用
は
死
者
の
地
位
に
ふ
さ
わ
し
い
適
切
な
範
囲
で
認
め
ら
れ
葬
儀
と
墓
石
の

設
置
は
密
接
に
結
び
つ
い
て
い
る
か
ら
墓
石
の
費
用
も
含
ま
れ
る
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.9.2.1933, R
G

Z 139, 393, 394.

）、
葬
儀
に
参
列
す

る
た
め
の
近
親
者
の
旅
費
が
葬
儀
費
用
に
含
ま
れ
る
の
は
相
続
人
が
旅
費
を
支
払
う
義
務
を
負
っ
て
い
た
場
合
に
限
ら
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 

U
.v.19.2.1960, B

G
H

Z 32, 72, R
n.7.

）、
中
産
階
級
の
十
九
歳
女
性
の
葬
儀
に
一
万
五
千
ド
イ
ツ
マ
ル
ク
を
認
め
た
事
例
（O

LG
 H

am
m

 

U
.v.6.7.1993, N

JW
-R

R
 1994, 155, R

n.8.

）、
配
偶
者
の
死
亡
時
に
両
家
の
墓
を
調
え
る
と
い
う
慣
習
が
あ
っ
た
と
し
て
も
葬
儀
費
用
と
し
て

賠
償
さ
れ
る
の
は
被
害
者
本
人
の
墓
に
限
定
さ
れ
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.20.9.1973, B

G
H

Z 61, 238, R
n.3.

）、
近
親
者
の
葬
儀
に
参
加

し
た
た
め
に
旅
行
を
キ
ャ
ン
セ
ル
し
た
と
し
て
も
八
四
四
条
一
項
の
葬
儀
費
用
に
は
含
ま
れ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.4.4.1989, N

JW
 

1989, 2317, R
n.13.

）
参
照
。

 

（
108
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.6f., D

eutsch/A
hrens, R

n.637., Looschelders A
T

, 

§ 46, R
n.3., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.17,G

rüneberg/

Sprau, 

§ 

§844 R
n.4., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.2., N

K
-B

G
B

/H
uber, 4.A

ufl., 2021,

§
§844 R

n.16f., B
R

H
P/Spindler, 

§ 844 
R

n.6., jurisPK
-B

G
B

/R
üßm

ann, 

§ 844 R
n.4., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.18ff., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.1716.

 

（
109
）　

A
ngelina M

aria B
ehr, Schm

erzensgeld und H
interbliebenengeld im

 System
 des Schadensrechts, 2020, D

ennis Frederic 

H
ubert B

ergm
ann, H

interbliebenengeld, 2021, T
eresa T

om
as-K

eck, H
interbliebenengeld, 2023, G

erhard W
agner, 

Schadensersatz in Todesfällen – D
as neue H

interbliebenengeld, N
JW

 2017, S.2641, M
artin Zw

ickel, M
ehr als fünf Jahre 

H
interbliebenengeld – G

eklärte und offene Fragen, M
D

R
 2023, 880, Looschelders A

T
, 

§ 48, R
n.6., PW

W
/Luckey, 

§844 
R

n.19ff., N
K

-B
G

B
/H

uber, 4.A
ufl., 2021, 

§§ 844 R
n.122ff., M

üK
oB

G
B

/W
agner, 

§ 844 R
n.3ff., 93ff.
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（
110
）　

二
〇
〇
〇
年
改
正
前
八
四
七
条
お
よ
び
二
〇
一
七
年
本
項
追
加
前
に
つ
い
て
の
裁
判
例
と
し
て
は
、
以
下
の
も
の
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
　
　
　

八
四
七
条
は
二
五
三
条
の
例
外
規
定
で
あ
る
か
ら
契
約
法
や
公
法
上
の
関
係
に
は
適
用
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.8.1.1926, R
G

Z 112, 

290, 294.

）、
八
四
二
条
、
八
四
三
条
と
八
四
七
条
は
成
立
要
件
も
性
質
も
異
な
る
か
ら
無
形
的
損
害
と
財
産
的
損
害
と
を
あ
わ
せ
て
八
四
七
条

に
よ
り
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
事
例
（R

G
 U

.v.1.11.1935, R
G

Z 149, 157, 167.

）、
事
故
に
よ
る
女
性
の
身
体
障
害
に
つ
い
て
婚

姻
の
見
込
み
は
経
済
的
損
失
を
構
成
す
る
だ
け
で
な
く
精
神
的
損
害
と
も
な
り
う
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.13.3.1959, M

D
R

 1959, 568, 

R
n.15.

）、
慰
謝
料
請
求
権
の
行
使
は
被
害
者
本
人
の
決
定
に
委
ね
ら
れ
る
が
負
傷
後
意
識
不
明
の
間
に
提
訴
さ
れ
て
い
る
と
き
に
は
相
続
の
対

象
と
な
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.9.1967, N

JW
 1967, 2304, R

n.13ff.

）、
重
大
な
精
神
的
損
害
で
あ
っ
て
も
健
康
被
害
を
生
じ
さ
せ
な

い
限
り
直
接
被
害
者
以
外
に
は
損
害
賠
償
請
求
権
は
生
じ
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.11.5.1971, B

G
H

Z 56, 163, R
n.8.

）、
近
親
者
死
亡

に
よ
る
精
神
的
損
害
は
健
康
被
害
を
生
じ
た
場
合
の
み
損
害
賠
償
請
求
で
き
る
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.4.4.1989, N

JW
 1989, 2317, R

n.9.

）、

慰
謝
料
の
算
定
は
裁
判
官
に
裁
量
が
認
め
ら
れ
る
が
そ
の
算
定
根
拠
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
事
例
（B

G
H

 U
.v.19.2.1991, N

JW
 

1991, 2340, R
n.30.

）、
息
子
の
交
通
事
故
に
よ
る
重
大
な
身
体
侵
害
か
ら
生
じ
た
母
の
精
神
的
損
害
が
健
康
被
害
に
及
ん
で
い
な
い
と
し
た
事

例
（B

G
H

 U
.v.10.2.2015, R

n.20.
）
参
照
。

 

（
111
）　

価
値
評
価
と
し
て
同
視
で
き
る
と
し
て
も
、
重
大
な
身
体
健
康
侵
害
に
拡
張
さ
れ
な
い
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.20, Fikentscher/

H
einem

ann, R
n.1560, Looschelders B

T
, 

§ 71, R
n.9., E

m
m

erich, 

§ 26 R
n.26

）。

 

（
112
）　

民
法
典
八
四
四
条
三
項
二
文
に
よ
り
属
人
的
な
近
親
性
の
推
定
は
、
反
証
可
能
と
さ
れ
て
い
る
（E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 
R

n.20.,G
rüneberg/Sprau, 

§ 844 R
n.22ff., PW

W
/Luckey, 

§ 844 R
n.21.,  B

R
H

P/Spindler, 

§ 844 R
n.43.

）。

 

（
113
）　E

rm
an/W

ilhelm
i, 

§ 844 R
n.20., Fikentscher/H

einem
ann, R

n.681., Looschelders B
T

, 

§ 71, R
n.12., G

rüneberg/Sprau, 

§ 844 
R

n.25.

 

　
　
　

重
大
な
精
神
的
損
害
（Schockschäden

）
に
鑑
み
て
配
偶
者
（
一
万
二
千
ユ
ー
ロ
）、
成
人
し
た
子
（
七
千
五
百
ユ
ー
ロ
）、
弟
（
五
千
ユ
ー

ロ
）
に
遺
族
慰
謝
料
を
認
め
た
事
例
（LG

 T
übingen U

.v.17.5.2019, VersR
 2020, 236, R

n.82, 89, 98.

）、
娘
婿
の
死
亡
事
故
に
つ
い
て
八

千
ユ
ー
ロ
の
遺
族
慰
謝
料
を
認
め
た
事
例
（O

LG
 K

oblenz U
.v.21.12.2020, VersR

 2021, 115, R
n.34.

）
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論　　　説

1
．
ド
イ
ツ
法
の
特
徴
と
日
本
法
と
の
相
違

　

ド
イ
ツ
法
と
日
本
法
の
最
大
の
違
い
は
、
定
期
金
と
一
時
金
と
い
う
賠
償
方
法
に
つ
い
て
民
法
典
の
定
め
が
あ
る
か
否
か
で
あ
る
。

本
稿
で
は
、
日
本
法
に
つ
い
て
は
、
実
体
法
の
定
め
が
な
い
状
態
で
あ
っ
て
も
判
例
法
に
よ
っ
て
、
一
時
金
お
よ
び
定
期
金
賠
償
の

規
律
が
形
成
さ
れ
て
い
る
現
状
を
前
提
に
、
ド
イ
ツ
制
定
法
の
定
め
る
規
律
と
わ
が
国
に
お
け
る
判
例
法
の
準
則
と
を
比
較
す
る
形

で
検
討
を
行
う
。

　

た
し
か
に
、
具
体
的
な
収
入
の
喪
失
を
前
提
と
す
る
ド
イ
ツ
法
の
稼
働
能
力
や
扶
養
利
益
に
対
す
る
賠
償
と
、
抽
象
的
な
損
害
算

定
を
承
認
す
る
日
本
法
に
お
け
る
逸
失
利
益
賠
償
と
で
は
、
賠
償
さ
れ
る
べ
き
利
益
の
内
容
が
異
な
る
た
め
、
両
法
制
度
を
横
並
び

に
比
較
す
る
こ
と
が
可
能
な
の
か
と
い
う
問
題
点
が
あ
る
。
し
か
し
、
定
期
金
賠
償
の
制
度
を
ど
の
よ
う
に
構
築
す
べ
き
で
あ
る
の

か
と
い
う
法
政
策
上
の
観
点
ま
で
視
野
に
入
れ
た
場
合
、
な
お
比
較
す
る
必
要
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
以
下
で
は
、
一
時
金
賠

償
と
定
期
金
賠
償
の
制
度
と
い
う
視
点
か
ら
、
ド
イ
ツ
法
で
展
開
さ
れ
て
き
た
賠
償
方
法
の
枠
組
み
と
日
本
法
の
制
度
を
比
較
す
る
。

　

⑴　

共
通
点

　
　
ａ
．
賠
償
方
法
の
選
択
と
し
て
、
定
期
金
賠
償
と
一
時
金
賠
償
を
並
べ
る
と
き
、
両
賠
償
方
法
は
、
い
ず
れ
も
「
同
一
の
請
求

権
を
満
足
さ
せ
る
二
つ
の
賠
償
方
法
」
と
位
置
付
け
ら
れ
、
被
害
者
（
原
告
）
に
選
択
権
を
認
め
る
。

　
　

ｂ
．
両
法
と
も
、
定
期
金
賠
償
と
一
時
金
賠
償
を
組
み
合
わ
せ
て
請
求
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
。

　
　
ｃ
．
身
体
健
康
侵
害
（
被
害
者
負
傷
）
の
場
合
に
つ
い
て
、
逸
失
利
益
（
稼
動
能
力
）
賠
償
と
、
継
続
的
費
用
（
増
加
し
た
必

要
な
費
用
）
の
賠
償
の
ど
ち
ら
に
つ
い
て
も
定
期
金
賠
償
が
認
め
ら
れ
、
両
賠
償
請
求
権
は
請
求
権
の
根
拠
を
共
有
す
る

第
三
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（
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（
115
）

（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  175

ドイツにおける定期金賠償の現状

と
い
う
理
解
に
つ
い
て
も
共
通
し
て
い
る
。

　
　

ｄ
．
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
、
日
本
法
に
お
い
て
は
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
が
、
そ
れ
ぞ
れ
判
決
で
定

め
ら
れ
た
定
期
金
の
額
を
、
将
来
に
向
か
っ
て
変
更
す
る
訴
え
を
認
め
て
い
る
。

　

⑵　

異
な
る
点

　
　
ａ
．
ド
イ
ツ
法
の
条
文
構
造
上
、
民
法
典
八
四
三
条
お
よ
び
八
四
四
条
以
外
の
損
害
賠
償
に
つ
い
て
は
一
般
損
害
法
の
規
律
に

し
た
が
い
一
時
金
賠
償
の
み
と
な
る
が
、
日
本
法
で
は
条
文
上
の
制
約
が
な
い
た
め
理
論
上
は
全
て
の
損
害
項
目
が
定
期

金
賠
償
の
対
象
と
な
り
う
る
。

　
　

ｂ
．
ド
イ
ツ
法
が
定
期
金
賠
償
を
原
則
と
し
て
、
例
外
的
な
場
合
、
す
な
わ
ち
重
大
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
限
り
一
時
金
賠
償

を
定
め
る
の
に
対
し
て
、
日
本
法
で
は
一
時
金
賠
償
を
原
則
と
し
つ
つ
、
一
定
の
範
囲
で
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
と
い
う

形
で
発
展
し
て
き
た
。

　
　
ｃ
．
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
法
で
は
扶
養
利
益
の
賠
償
と
し
て
構
成
す
る
の
に
対
し
て
、
日
本
法
で
は
被
害

者
自
身
の
逸
失
利
益
を
相
続
す
る
と
い
う
法
律
構
成
を
と
る
。
そ
の
た
め
、
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
被

害
者
の
収
入
で
は
な
く
、
制
定
法
上
の
扶
養
義
務
に
よ
り
賠
償
額
が
定
め
ら
れ
、
か
つ
、
扶
養
権
利
者
ご
と
に
分
割
さ
れ

て
定
期
金
請
求
権
が
認
め
ら
れ
る
の
に
対
し
て
、
日
本
法
で
は
被
害
者
の
具
体
的
な
収
入
を
一
つ
の
逸
失
利
益
と
し
て
損

害
算
定
の
出
発
点
と
す
る
。

　
　

ｄ
．
年
少
者
死
亡
の
場
合
に
お
い
て
、
ド
イ
ツ
法
で
は
親
が
将
来
子
に
扶
養
さ
れ
る
蓋
然
性
が
あ
る
限
り
に
お
い
て
将
来
の
扶

養
利
益
賠
償
を
将
来
の
定
期
金
と
し
て
認
め
る
が
、
日
本
法
で
は
不
法
行
為
時
点
で
子
の
逸
失
利
益
が
相
続
さ
れ
た
も
の

と
し
て
扱
わ
れ
る
た
め
法
律
構
成
が
異
な
り
、
賠
償
さ
れ
る
べ
き
算
定
期
間
も
異
な
る
こ
と
に
な
る
。

（
116
）

（
117
）

（
118
）
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ド
イ
ツ
法
の
特
徴
と
日
本
法
と
の
相
違

　

ド
イ
ツ
法
と
日
本
法
の
最
大
の
違
い
は
、
定
期
金
と
一
時
金
と
い
う
賠
償
方
法
に
つ
い
て
民
法
典
の
定
め
が
あ
る
か
否
か
で
あ
る
。

本
稿
で
は
、
日
本
法
に
つ
い
て
は
、
実
体
法
の
定
め
が
な
い
状
態
で
あ
っ
て
も
判
例
法
に
よ
っ
て
、
一
時
金
お
よ
び
定
期
金
賠
償
の

規
律
が
形
成
さ
れ
て
い
る
現
状
を
前
提
に
、
ド
イ
ツ
制
定
法
の
定
め
る
規
律
と
わ
が
国
に
お
け
る
判
例
法
の
準
則
と
を
比
較
す
る
形

で
検
討
を
行
う
。

　

た
し
か
に
、
具
体
的
な
収
入
の
喪
失
を
前
提
と
す
る
ド
イ
ツ
法
の
稼
働
能
力
や
扶
養
利
益
に
対
す
る
賠
償
と
、
抽
象
的
な
損
害
算

定
を
承
認
す
る
日
本
法
に
お
け
る
逸
失
利
益
賠
償
と
で
は
、
賠
償
さ
れ
る
べ
き
利
益
の
内
容
が
異
な
る
た
め
、
両
法
制
度
を
横
並
び

に
比
較
す
る
こ
と
が
可
能
な
の
か
と
い
う
問
題
点
が
あ
る
。
し
か
し
、
定
期
金
賠
償
の
制
度
を
ど
の
よ
う
に
構
築
す
べ
き
で
あ
る
の

か
と
い
う
法
政
策
上
の
観
点
ま
で
視
野
に
入
れ
た
場
合
、
な
お
比
較
す
る
必
要
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
以
下
で
は
、
一
時
金
賠

償
と
定
期
金
賠
償
の
制
度
と
い
う
視
点
か
ら
、
ド
イ
ツ
法
で
展
開
さ
れ
て
き
た
賠
償
方
法
の
枠
組
み
と
日
本
法
の
制
度
を
比
較
す
る
。

　

⑴　

共
通
点

　
　
ａ
．
賠
償
方
法
の
選
択
と
し
て
、
定
期
金
賠
償
と
一
時
金
賠
償
を
並
べ
る
と
き
、
両
賠
償
方
法
は
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い
ず
れ
も
「
同
一
の
請
求

権
を
満
足
さ
せ
る
二
つ
の
賠
償
方
法
」
と
位
置
付
け
ら
れ
、
被
害
者
（
原
告
）
に
選
択
権
を
認
め
る
。

　
　

ｂ
．
両
法
と
も
、
定
期
金
賠
償
と
一
時
金
賠
償
を
組
み
合
わ
せ
て
請
求
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
。

　
　
ｃ
．
身
体
健
康
侵
害
（
被
害
者
負
傷
）
の
場
合
に
つ
い
て
、
逸
失
利
益
（
稼
動
能
力
）
賠
償
と
、
継
続
的
費
用
（
増
加
し
た
必

要
な
費
用
）
の
賠
償
の
ど
ち
ら
に
つ
い
て
も
定
期
金
賠
償
が
認
め
ら
れ
、
両
賠
償
請
求
権
は
請
求
権
の
根
拠
を
共
有
す
る
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と
い
う
理
解
に
つ
い
て
も
共
通
し
て
い
る
。

　
　

ｄ
．
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
は
民
事
訴
訟
法
三
二
三
条
、
日
本
法
に
お
い
て
は
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
が
、
そ
れ
ぞ
れ
判
決
で
定

め
ら
れ
た
定
期
金
の
額
を
、
将
来
に
向
か
っ
て
変
更
す
る
訴
え
を
認
め
て
い
る
。

　

⑵　

異
な
る
点

　
　
ａ
．
ド
イ
ツ
法
の
条
文
構
造
上
、
民
法
典
八
四
三
条
お
よ
び
八
四
四
条
以
外
の
損
害
賠
償
に
つ
い
て
は
一
般
損
害
法
の
規
律
に

し
た
が
い
一
時
金
賠
償
の
み
と
な
る
が
、
日
本
法
で
は
条
文
上
の
制
約
が
な
い
た
め
理
論
上
は
全
て
の
損
害
項
目
が
定
期

金
賠
償
の
対
象
と
な
り
う
る
。

　
　

ｂ
．
ド
イ
ツ
法
が
定
期
金
賠
償
を
原
則
と
し
て
、
例
外
的
な
場
合
、
す
な
わ
ち
重
大
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
限
り
一
時
金
賠
償

を
定
め
る
の
に
対
し
て
、
日
本
法
で
は
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時
金
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償
を
原
則
と
し
つ
つ
、
一
定
の
範
囲
で
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
と
い
う

形
で
発
展
し
て
き
た
。

　
　
ｃ
．
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
法
で
は
扶
養
利
益
の
賠
償
と
し
て
構
成
す
る
の
に
対
し
て
、
日
本
法
で
は
被
害

者
自
身
の
逸
失
利
益
を
相
続
す
る
と
い
う
法
律
構
成
を
と
る
。
そ
の
た
め
、
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
被

害
者
の
収
入
で
は
な
く
、
制
定
法
上
の
扶
養
義
務
に
よ
り
賠
償
額
が
定
め
ら
れ
、
か
つ
、
扶
養
権
利
者
ご
と
に
分
割
さ
れ

て
定
期
金
請
求
権
が
認
め
ら
れ
る
の
に
対
し
て
、
日
本
法
で
は
被
害
者
の
具
体
的
な
収
入
を
一
つ
の
逸
失
利
益
と
し
て
損

害
算
定
の
出
発
点
と
す
る
。

　
　

ｄ
．
年
少
者
死
亡
の
場
合
に
お
い
て
、
ド
イ
ツ
法
で
は
親
が
将
来
子
に
扶
養
さ
れ
る
蓋
然
性
が
あ
る
限
り
に
お
い
て
将
来
の
扶

養
利
益
賠
償
を
将
来
の
定
期
金
と
し
て
認
め
る
が
、
日
本
法
で
は
不
法
行
為
時
点
で
子
の
逸
失
利
益
が
相
続
さ
れ
た
も
の

と
し
て
扱
わ
れ
る
た
め
法
律
構
成
が
異
な
り
、
賠
償
さ
れ
る
べ
き
算
定
期
間
も
異
な
る
こ
と
に
な
る
。

（
116
）

（
117
）

（
118
）
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論　　　説
　
　
ｅ
．
ド
イ
ツ
法
で
は
、
定
期
金
賠
償
と
し
て
認
め
ら
れ
た
判
決
を
事
後
的
に
一
時
金
賠
償
に
変
更
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い

る
が
、
日
本
法
で
は
定
期
金
賠
償
か
ら
一
時
金
賠
償
へ
の
変
更
が
で
き
る
か
明
ら
か
で
は
な
い
。

　
　

ｆ
．
請
求
権
の
根
拠
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
三
〇
四
条
、
日
本
民
事
訴
訟
法
二
四
五
条
が
、
請
求
権
の
存
在
を
確
認

す
る
中
間
判
決
の
制
度
を
定
め
て
お
り
、
当
初
の
判
決
に
お
い
て
は
定
期
金
の
期
間
や
金
額
を
定
め
な
い
形
で
判
決
を
下

す
こ
と
が
で
き
る
が
、
日
本
法
で
は
い
ず
れ
の
場
合
に
お
い
て
も
判
決
の
中
で
定
期
金
の
始
期
を
定
め
て
し
ま
う
た
め
、

中
間
判
決
に
よ
る
実
際
上
の
必
要
性
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。

2
．
定
期
金
賠
償
の
あ
り
方

　

⑴　

わ
が
国
で
検
討
す
べ
き
問
題
点

　

令
和
二
年
判
決
に
よ
っ
て
示
さ
れ
た
定
期
金
賠
償
の
枠
組
み
に
お
い
て
、
な
お
明
ら
か
で
は
な
い
の
は
、
以
下
の
二
点
で
あ
る
。

　
　
ａ
．
令
和
二
年
判
決
は
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
対
す
る
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
と
同
時
に
、
慰
謝
料
請
求
権
を
例
示
し
つ
つ
定

期
金
賠
償
の
認
め
ら
れ
な
い
場
合
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
。
さ
ら
に
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
つ
い
て
も
定
期
金
賠
償

が
認
め
ら
れ
る
か
は
示
さ
れ
て
お
ら
ず
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
は
、
定
期
金
が
相
続
の
対
象
と
な

り
う
る
の
か
も
問
題
と
な
る
。

　
　

ｂ
．
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
い
う
「
著
し
い
事
情
の
変
更
」
に
何
を
ど
こ
ま
で
含
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は
、
事
例
の
集

積
を
待
つ
こ
と
に
な
ろ
う
。
ま
た
、
定
期
金
賠
償
が
継
続
し
て
い
る
期
間
中
に
、
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
か

否
か
も
問
題
と
な
る
。

　

⑵　

ド
イ
ツ
法
か
ら
の
示
唆

　

ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
被
害
者
負
傷
の
場
合
の
損
害
賠
償
請
求
権
の
内
容
お
よ
び
賠
償
範
囲
に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に
わ
が
国
と
同

（
119
）

（
120
）

（
121
）

（
122
）

（
123
）

（
124
）
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ドイツにおける定期金賠償の現状

じ
よ
う
に
構
成
さ
れ
て
お
り
、
わ
が
国
で
い
う
逸
失
利
益
と
将
来
の
介
護
費
用
に
相
当
す
る
損
害
賠
償
に
つ
い
て
、
定
期
金
賠
償
と

一
時
金
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
点
も
、
ど
ち
ら
が
原
則
と
な
る
か
を
除
け
ば
、
同
様
と
な
る
。

　

他
方
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
の
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
わ
が
国
が
被
害
者
の
逸
失
利
益
を
相
続
す
る
の
に
対
し
、
ド
イ

ツ
で
は
扶
養
利
益
の
賠
償
と
さ
れ
る
た
め
、
そ
も
そ
も
損
害
賠
償
請
求
権
の
内
容
が
異
な
る
。
し
か
し
、
典
型
的
な
事
例
に
つ
い
て

み
れ
ば
、
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
も
家
事
に
の
み
従
事
す
る
者
の
死
亡
つ
い
て
も
賠
償
を
認
め
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
生
活
費
の
控
除

を
行
う
た
め
、
結
論
と
し
て
賠
償
さ
れ
る
べ
き
範
囲
は
大
き
く
異
な
る
も
の
で
は
な
い
。
た
だ
し
、
定
期
金
賠
償
と
い
う
観
点
か
ら

す
る
と
、
終
期
を
ど
の
よ
う
に
設
定
す
べ
き
か
に
つ
い
て
は
、
抽
象
的
に
子
の
逸
失
利
益
全
て
を
相
続
す
る
と
い
う
わ
が
国
の
結
論

に
対
し
て
は
、
現
実
の
扶
養
の
可
能
性
を
考
慮
す
る
ド
イ
ツ
法
の
考
え
方
を
参
考
と
し
う
る
で
あ
ろ
う
。

　

現
に
継
続
し
て
い
る
定
期
金
賠
償
を
一
時
金
賠
償
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
被
害
者
側
に
重
大

な
理
由
が
あ
る
こ
と
を
要
件
と
し
て
変
更
を
認
め
る
ド
イ
ツ
法
の
議
論
は
参
考
と
し
う
る
。 

 

（
114
）　

具
体
的
な
算
定
方
法
に
つ
い
て
も
、
ド
イ
ツ
法
、
日
本
法
と
も
に
多
く
の
蓄
積
が
あ
る
た
め
、
賠
償
方
法
の
違
い
と
い
う
側
面
か
ら
検
討
す
る
に

と
ど
め
る
。

 

（
115
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
収
入
の
減
少
が
損
害
と
し
て
扱
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
わ
が
国
の
判
例
通
説
が
認
め
て
き
た
「
収
入
の
減
少
が
な
く
て
も

後
遺
症
に
つ
い
て
は
逸
失
利
益
賠
償
を
認
め
る
」
と
い
う
場
合
に
は
賠
償
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
定
期
金
賠
償
と
い
う
性
質
上
、

被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
は
、
稼
働
年
齢
を
基
準
と
し
て
定
め
ら
れ
た
終
期
前
で
あ
っ
て
も
定
期
金
請
求
権
が
消
滅
す
る
こ
と
に
な
る
。
す
な

わ
ち
、
わ
が
国
の
判
例
通
説
が
、
逸
失
利
益
賠
償
に
つ
い
て
理
論
的
に
構
築
し
て
き
た
抽
象
的
な
損
害
賠
償
理
論
と
は
異
な
り
、
よ
り
実
損
害
の

填
補
と
い
う
側
面
が
重
視
さ
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

 

　
　
　

日
本
法
に
つ
い
て
は
、
交
通
事
故
に
よ
り
片
足
を
失
っ
た
が
従
来
通
り
の
業
務
に
従
事
し
て
収
入
の
喪
失
が
な
い
場
合
に
は
逸
失
利
益
賠
償
は
認

め
ら
れ
な
い
と
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
四
二
年
十
一
月
十
日
判
決
・
民
集
二
一
巻
九
号
二
三
五
二
頁
）、
一
般
論
と
し
て
労
働
能
力
喪
失

（
125
）

（
126
）

（
127
）（

128
）
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論　　　説
　
　
ｅ
．
ド
イ
ツ
法
で
は
、
定
期
金
賠
償
と
し
て
認
め
ら
れ
た
判
決
を
事
後
的
に
一
時
金
賠
償
に
変
更
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い

る
が
、
日
本
法
で
は
定
期
金
賠
償
か
ら
一
時
金
賠
償
へ
の
変
更
が
で
き
る
か
明
ら
か
で
は
な
い
。

　
　

ｆ
．
請
求
権
の
根
拠
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
三
〇
四
条
、
日
本
民
事
訴
訟
法
二
四
五
条
が
、
請
求
権
の
存
在
を
確
認

す
る
中
間
判
決
の
制
度
を
定
め
て
お
り
、
当
初
の
判
決
に
お
い
て
は
定
期
金
の
期
間
や
金
額
を
定
め
な
い
形
で
判
決
を
下

す
こ
と
が
で
き
る
が
、
日
本
法
で
は
い
ず
れ
の
場
合
に
お
い
て
も
判
決
の
中
で
定
期
金
の
始
期
を
定
め
て
し
ま
う
た
め
、

中
間
判
決
に
よ
る
実
際
上
の
必
要
性
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。

2
．
定
期
金
賠
償
の
あ
り
方

　

⑴　

わ
が
国
で
検
討
す
べ
き
問
題
点

　

令
和
二
年
判
決
に
よ
っ
て
示
さ
れ
た
定
期
金
賠
償
の
枠
組
み
に
お
い
て
、
な
お
明
ら
か
で
は
な
い
の
は
、
以
下
の
二
点
で
あ
る
。

　
　
ａ
．
令
和
二
年
判
決
は
後
遺
障
害
逸
失
利
益
に
対
す
る
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
と
同
時
に
、
慰
謝
料
請
求
権
を
例
示
し
つ
つ
定

期
金
賠
償
の
認
め
ら
れ
な
い
場
合
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
。
さ
ら
に
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
に
つ
い
て
も
定
期
金
賠
償

が
認
め
ら
れ
る
か
は
示
さ
れ
て
お
ら
ず
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
は
、
定
期
金
が
相
続
の
対
象
と
な

り
う
る
の
か
も
問
題
と
な
る
。

　
　

ｂ
．
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
い
う
「
著
し
い
事
情
の
変
更
」
に
何
を
ど
こ
ま
で
含
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は
、
事
例
の
集

積
を
待
つ
こ
と
に
な
ろ
う
。
ま
た
、
定
期
金
賠
償
が
継
続
し
て
い
る
期
間
中
に
、
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
か

否
か
も
問
題
と
な
る
。

　

⑵　

ド
イ
ツ
法
か
ら
の
示
唆

　

ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
被
害
者
負
傷
の
場
合
の
損
害
賠
償
請
求
権
の
内
容
お
よ
び
賠
償
範
囲
に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に
わ
が
国
と
同

（
119
）

（
120
）

（
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）

（
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）

（
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）

（
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）
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ドイツにおける定期金賠償の現状

じ
よ
う
に
構
成
さ
れ
て
お
り
、
わ
が
国
で
い
う
逸
失
利
益
と
将
来
の
介
護
費
用
に
相
当
す
る
損
害
賠
償
に
つ
い
て
、
定
期
金
賠
償
と

一
時
金
賠
償
が
認
め
ら
れ
る
点
も
、
ど
ち
ら
が
原
則
と
な
る
か
を
除
け
ば
、
同
様
と
な
る
。

　

他
方
、
被
害
者
死
亡
の
場
合
の
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
わ
が
国
が
被
害
者
の
逸
失
利
益
を
相
続
す
る
の
に
対
し
、
ド
イ

ツ
で
は
扶
養
利
益
の
賠
償
と
さ
れ
る
た
め
、
そ
も
そ
も
損
害
賠
償
請
求
権
の
内
容
が
異
な
る
。
し
か
し
、
典
型
的
な
事
例
に
つ
い
て

み
れ
ば
、
ド
イ
ツ
法
に
お
い
て
も
家
事
に
の
み
従
事
す
る
者
の
死
亡
つ
い
て
も
賠
償
を
認
め
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
生
活
費
の
控
除

を
行
う
た
め
、
結
論
と
し
て
賠
償
さ
れ
る
べ
き
範
囲
は
大
き
く
異
な
る
も
の
で
は
な
い
。
た
だ
し
、
定
期
金
賠
償
と
い
う
観
点
か
ら

す
る
と
、
終
期
を
ど
の
よ
う
に
設
定
す
べ
き
か
に
つ
い
て
は
、
抽
象
的
に
子
の
逸
失
利
益
全
て
を
相
続
す
る
と
い
う
わ
が
国
の
結
論

に
対
し
て
は
、
現
実
の
扶
養
の
可
能
性
を
考
慮
す
る
ド
イ
ツ
法
の
考
え
方
を
参
考
と
し
う
る
で
あ
ろ
う
。

　

現
に
継
続
し
て
い
る
定
期
金
賠
償
を
一
時
金
賠
償
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
は
、
被
害
者
側
に
重
大

な
理
由
が
あ
る
こ
と
を
要
件
と
し
て
変
更
を
認
め
る
ド
イ
ツ
法
の
議
論
は
参
考
と
し
う
る
。 

 

（
114
）　

具
体
的
な
算
定
方
法
に
つ
い
て
も
、
ド
イ
ツ
法
、
日
本
法
と
も
に
多
く
の
蓄
積
が
あ
る
た
め
、
賠
償
方
法
の
違
い
と
い
う
側
面
か
ら
検
討
す
る
に

と
ど
め
る
。

 

（
115
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
収
入
の
減
少
が
損
害
と
し
て
扱
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
わ
が
国
の
判
例
通
説
が
認
め
て
き
た
「
収
入
の
減
少
が
な
く
て
も

後
遺
症
に
つ
い
て
は
逸
失
利
益
賠
償
を
認
め
る
」
と
い
う
場
合
に
は
賠
償
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
定
期
金
賠
償
と
い
う
性
質
上
、

被
害
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
は
、
稼
働
年
齢
を
基
準
と
し
て
定
め
ら
れ
た
終
期
前
で
あ
っ
て
も
定
期
金
請
求
権
が
消
滅
す
る
こ
と
に
な
る
。
す
な

わ
ち
、
わ
が
国
の
判
例
通
説
が
、
逸
失
利
益
賠
償
に
つ
い
て
理
論
的
に
構
築
し
て
き
た
抽
象
的
な
損
害
賠
償
理
論
と
は
異
な
り
、
よ
り
実
損
害
の

填
補
と
い
う
側
面
が
重
視
さ
れ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

 

　
　
　

日
本
法
に
つ
い
て
は
、
交
通
事
故
に
よ
り
片
足
を
失
っ
た
が
従
来
通
り
の
業
務
に
従
事
し
て
収
入
の
喪
失
が
な
い
場
合
に
は
逸
失
利
益
賠
償
は
認

め
ら
れ
な
い
と
し
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
四
二
年
十
一
月
十
日
判
決
・
民
集
二
一
巻
九
号
二
三
五
二
頁
）、
一
般
論
と
し
て
労
働
能
力
喪
失

（
125
）

（
126
）

（
127
）（
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）
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論　　　説

に
よ
る
損
害
を
認
め
な
が
ら
も
研
究
所
勤
務
で
あ
っ
た
た
め
後
遺
症
に
も
か
か
わ
ら
ず
収
入
の
喪
失
が
な
か
っ
た
が
特
段
の
事
情
が
な
い
た
め
賠

償
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
五
六
年
十
二
月
二
二
日
判
決
・
民
集
三
五
巻
九
号
一
三
五
〇
頁
）
参
照
。

 
（
116
）　

ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
に
お
い
て
は
、
明
示
的
に
両
当
事
者
か
ら
変
更
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
わ
が
国

の
民
事
訴
訟
法
の
条
文
に
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
差
は
あ
る
。
た
だ
し
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
当
初
の
判
決
を
対
象
と
す
る
形
成
の
訴

え
で
あ
る
と
の
理
解
が
一
般
的
で
あ
り
、
減
額
請
求
も
当
然
に
認
め
ら
れ
る
と
す
る
の
が
通
説
的
な
理
解
で
あ
る
た
め
、
当
初
の
判
決
の
判
決
効

を
受
け
る
当
事
者
に
は
訴
え
の
利
益
が
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

（
117
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
扶
養
を
受
け
う
る
将
来
の
定
期
金
と
さ
れ
る
た
め
、
子
の
逸
失
利
益
全
て
が
対
象
と
な
る
わ
け
で
は
な
く
、
想
定
さ
れ
る
扶
養

の
期
間
に
お
い
て
受
け
る
べ
き
扶
養
の
範
囲
の
み
賠
償
の
対
象
と
な
る
。

 

（
118
）　

わ
が
国
に
お
い
て
、
子
が
死
亡
し
た
場
合
に
つ
い
て
、
相
続
人
で
あ
る
親
に
、
将
来
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は
、
こ
れ
か

ら
議
論
す
べ
き
課
題
で
あ
る
。

 

（
119
）　

民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
は
「
判
決
の
変
更
」
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
の
で
、
一
時
金
賠
償
へ
の
変
更
が
文
言
上
排
除
さ
れ
て
い

る
わ
け
で
は
な
く
、
令
和
二
年
判
決
の
補
足
意
見
で
も
同
条
に
よ
り
変
更
可
能
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

 

（
120
）　

日
本
法
に
お
い
て
も
、
年
少
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
は
、
十
八
歳
と
な
っ
た
日
の
翌
日
を
始
点
と
す
る
の
で
、
将
来
の
給
付
と
し
て
認
め
る
こ

と
に
な
る
。

 

（
121
）　

中
園
（
前
掲
注
21
）
一
〇
頁
。

 

　
　
　

判
例
（
最
高
裁
判
所
平
成
五
年
四
月
六
日
判
決
・
民
集
四
七
巻
六
号
四
五
〇
五
頁
）
は
扶
養
利
益
の
賠
償
も
認
め
て
い
る
た
め
、
被
害
者
死
亡
で

あ
っ
て
、
か
つ
、
定
期
金
賠
償
を
求
め
る
場
合
に
は
、
ド
イ
ツ
法
と
同
様
に
扶
養
利
益
の
賠
償
と
し
て
損
害
賠
償
額
を
算
定
す
る
べ
き
で
あ
る
。

 

（
122
）　

わ
が
国
で
は
、
子
が
先
に
死
亡
し
た
場
合
に
、
一
時
金
賠
償
で
は
子
の
逸
失
利
益
賠
償
請
求
権
の
相
続
を
親
に
認
め
る
た
め
、
同
様
の
規
律
が
定

期
金
賠
償
の
場
合
に
も
適
用
さ
れ
る
の
か
が
問
題
と
な
る
。

 

（
123
）　

一
一
七
条
の
考
慮
要
素
と
し
て
賃
金
水
準
が
挙
げ
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
。
こ
れ
は
将
来
の
介
護
費
用
が
念
頭
に
置
か
れ
た
議
論
で
あ
り
、
実
費
分

の
填
補
と
い
う
考
え
方
か
ら
す
れ
ば
、
と
り
わ
け
職
業
介
護
人
報
酬
の
増
減
は
定
期
金
賠
償
の
額
の
変
更
に
直
結
す
る
。
他
方
、
逸
失
利
益
賠
償

の
場
合
を
考
え
る
と
、
あ
る
時
点
で
の
給
与
水
準
が
、
そ
の
後
の
社
会
環
境
の
変
化
に
よ
っ
て
増
減
す
る
と
し
て
も
、
直
ち
に
賠
償
額
変
更
の
基

礎
と
な
る
と
は
す
べ
き
で
は
な
く
、
ま
さ
し
く
判
決
の
基
礎
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
程
度
の
著
し
い
変
動
が
あ
っ
た
場
合
に
の
み
変
更
を
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ドイツにおける定期金賠償の現状

認
め
る
と
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

 

（
124
）　

被
害
者
が
定
期
金
期
間
中
に
死
亡
し
た
場
合
に
は
、
遺
族
の
生
活
保
障
等
の
諸
事
情
を
総
合
的
に
評
価
し
て
、
残
額
を
一
時
金
と
し
て
賠
償
す
る

方
法
も
考
え
ら
れ
る
。

 

　
　
　

こ
の
よ
う
な
立
場
の
萌
芽
と
し
て
、
高
橋
眞
「
交
通
事
故
に
よ
り
後
遺
症
を
負
っ
た
被
害
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
の
定
期
金
賠
償
」
私
法
判
例

リ
マ
ー
ク
ス
六
〇
号
五
四
頁
、
五
七
頁
は
、「
逸
失
利
益
が
財
産
と
し
て
蓄
積
さ
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
生
活
の
た
め
に
消
費
さ
れ
る
性
質
を
有

す
る
こ
と
に
鑑
み
、
生
活
の
た
め
の
費
用
の
賠
償
で
あ
る
か
ら
介
護
費
用
と
同
様
に
定
期
金
賠
償
が
適
切
で
あ
る
」
と
論
じ
る
。

 

（
125
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
労
働
能
力
に
対
す
る
賠
償
に
限
定
さ
れ
ず
、
負
傷
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
生
じ
た
不
利
益
が
賠
償
の
範
囲
に
含
ま
れ
る
た
め
、
損

害
賠
償
の
範
囲
は
広
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

 

（
126
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
介
護
費
用
に
限
ら
れ
ず
、
不
法
行
為
に
よ
っ
て
増
加
す
る
費
用
を
一
般
的
に
賠
償
の
対
象
に
含
め
る
た
め
、
損
害
賠
償
の
範
囲

は
広
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
ド
イ
ツ
法
は
不
法
行
為
に
よ
っ
て
生
じ
た
費
用
を
、
一
般
損
害
法
で
あ
る
民
法
典
二
四
九
条
を
通
じ
て
対

象
と
す
る
も
の
と
、
民
法
典
八
四
三
条
に
よ
る
も
の
と
に
分
類
す
る
た
め
、
全
て
を
民
法
七
〇
九
条
の
損
害
賠
償
の
範
囲
と
し
て
扱
う
日
本
法
と

は
枠
組
み
が
異
な
る
。

 

（
127
）　

子
の
死
亡
事
例
に
お
い
て
は
、
わ
が
国
で
は
全
額
が
相
続
の
対
象
と
さ
れ
る
の
に
対
し
、
ド
イ
ツ
法
で
は
想
定
さ
れ
る
扶
養
期
間
に
つ
い
て
の
み

の
賠
償
に
と
ど
ま
る
。
ま
た
再
婚
等
に
よ
り
扶
養
義
務
が
消
滅
し
た
と
さ
れ
る
事
例
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
法
で
は
損
害
賠
償
が
制
限
さ
れ
る
た
め
、

わ
が
国
の
解
決
と
は
異
な
る
こ
と
に
な
る
。

 

（
128
）　

ド
イ
ツ
法
は
、
原
則
と
し
て
定
期
金
賠
償
と
し
て
お
り
、
被
害
者
側
が
申
し
立
て
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
と

い
う
形
式
で
あ
る
た
め
、
訴
え
提
起
の
段
階
で
自
由
な
選
択
に
よ
り
定
期
金
賠
償
を
選
択
す
る
と
い
う
日
本
法
に
お
い
て
、
同
様
に
被
害
者
側
か

ら
一
時
金
に
変
更
す
る
た
め
の
要
件
を
、
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
要
件
に
よ
り
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は
、
さ
ら
に
検
討
を
要
す
る
。

　

本
稿
で
は
、
ド
イ
ツ
の
判
例
に
よ
っ
て
形
成
さ
れ
て
き
た
通
説
的
な
見
解
と
比
較
す
る
こ
と
で
定
期
金
賠
償
の
あ
り
方
を
検
討
し

第
四
章　

お
わ
り
に
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論　　　説

に
よ
る
損
害
を
認
め
な
が
ら
も
研
究
所
勤
務
で
あ
っ
た
た
め
後
遺
症
に
も
か
か
わ
ら
ず
収
入
の
喪
失
が
な
か
っ
た
が
特
段
の
事
情
が
な
い
た
め
賠

償
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
事
例
（
最
高
裁
判
所
昭
和
五
六
年
十
二
月
二
二
日
判
決
・
民
集
三
五
巻
九
号
一
三
五
〇
頁
）
参
照
。

 

（
116
）　

ド
イ
ツ
民
事
訴
訟
法
に
お
い
て
は
、
明
示
的
に
両
当
事
者
か
ら
変
更
の
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
わ
が
国

の
民
事
訴
訟
法
の
条
文
に
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
差
は
あ
る
。
た
だ
し
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
当
初
の
判
決
を
対
象
と
す
る
形
成
の
訴

え
で
あ
る
と
の
理
解
が
一
般
的
で
あ
り
、
減
額
請
求
も
当
然
に
認
め
ら
れ
る
と
す
る
の
が
通
説
的
な
理
解
で
あ
る
た
め
、
当
初
の
判
決
の
判
決
効

を
受
け
る
当
事
者
に
は
訴
え
の
利
益
が
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

（
117
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
扶
養
を
受
け
う
る
将
来
の
定
期
金
と
さ
れ
る
た
め
、
子
の
逸
失
利
益
全
て
が
対
象
と
な
る
わ
け
で
は
な
く
、
想
定
さ
れ
る
扶
養

の
期
間
に
お
い
て
受
け
る
べ
き
扶
養
の
範
囲
の
み
賠
償
の
対
象
と
な
る
。

 

（
118
）　

わ
が
国
に
お
い
て
、
子
が
死
亡
し
た
場
合
に
つ
い
て
、
相
続
人
で
あ
る
親
に
、
将
来
の
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は
、
こ
れ
か

ら
議
論
す
べ
き
課
題
で
あ
る
。

 

（
119
）　

民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
は
「
判
決
の
変
更
」
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
の
で
、
一
時
金
賠
償
へ
の
変
更
が
文
言
上
排
除
さ
れ
て
い

る
わ
け
で
は
な
く
、
令
和
二
年
判
決
の
補
足
意
見
で
も
同
条
に
よ
り
変
更
可
能
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

 

（
120
）　

日
本
法
に
お
い
て
も
、
年
少
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
は
、
十
八
歳
と
な
っ
た
日
の
翌
日
を
始
点
と
す
る
の
で
、
将
来
の
給
付
と
し
て
認
め
る
こ

と
に
な
る
。

 

（
121
）　

中
園
（
前
掲
注
21
）
一
〇
頁
。

 

　
　
　

判
例
（
最
高
裁
判
所
平
成
五
年
四
月
六
日
判
決
・
民
集
四
七
巻
六
号
四
五
〇
五
頁
）
は
扶
養
利
益
の
賠
償
も
認
め
て
い
る
た
め
、
被
害
者
死
亡
で

あ
っ
て
、
か
つ
、
定
期
金
賠
償
を
求
め
る
場
合
に
は
、
ド
イ
ツ
法
と
同
様
に
扶
養
利
益
の
賠
償
と
し
て
損
害
賠
償
額
を
算
定
す
る
べ
き
で
あ
る
。

 

（
122
）　

わ
が
国
で
は
、
子
が
先
に
死
亡
し
た
場
合
に
、
一
時
金
賠
償
で
は
子
の
逸
失
利
益
賠
償
請
求
権
の
相
続
を
親
に
認
め
る
た
め
、
同
様
の
規
律
が
定

期
金
賠
償
の
場
合
に
も
適
用
さ
れ
る
の
か
が
問
題
と
な
る
。

 

（
123
）　

一
一
七
条
の
考
慮
要
素
と
し
て
賃
金
水
準
が
挙
げ
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
。
こ
れ
は
将
来
の
介
護
費
用
が
念
頭
に
置
か
れ
た
議
論
で
あ
り
、
実
費
分

の
填
補
と
い
う
考
え
方
か
ら
す
れ
ば
、
と
り
わ
け
職
業
介
護
人
報
酬
の
増
減
は
定
期
金
賠
償
の
額
の
変
更
に
直
結
す
る
。
他
方
、
逸
失
利
益
賠
償

の
場
合
を
考
え
る
と
、
あ
る
時
点
で
の
給
与
水
準
が
、
そ
の
後
の
社
会
環
境
の
変
化
に
よ
っ
て
増
減
す
る
と
し
て
も
、
直
ち
に
賠
償
額
変
更
の
基

礎
と
な
る
と
は
す
べ
き
で
は
な
く
、
ま
さ
し
く
判
決
の
基
礎
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
程
度
の
著
し
い
変
動
が
あ
っ
た
場
合
に
の
み
変
更
を
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ドイツにおける定期金賠償の現状

認
め
る
と
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

 
（
124
）　

被
害
者
が
定
期
金
期
間
中
に
死
亡
し
た
場
合
に
は
、
遺
族
の
生
活
保
障
等
の
諸
事
情
を
総
合
的
に
評
価
し
て
、
残
額
を
一
時
金
と
し
て
賠
償
す
る

方
法
も
考
え
ら
れ
る
。

 

　
　
　

こ
の
よ
う
な
立
場
の
萌
芽
と
し
て
、
高
橋
眞
「
交
通
事
故
に
よ
り
後
遺
症
を
負
っ
た
被
害
者
の
逸
失
利
益
に
つ
い
て
の
定
期
金
賠
償
」
私
法
判
例

リ
マ
ー
ク
ス
六
〇
号
五
四
頁
、
五
七
頁
は
、「
逸
失
利
益
が
財
産
と
し
て
蓄
積
さ
れ
る
も
の
で
は
な
く
、
生
活
の
た
め
に
消
費
さ
れ
る
性
質
を
有

す
る
こ
と
に
鑑
み
、
生
活
の
た
め
の
費
用
の
賠
償
で
あ
る
か
ら
介
護
費
用
と
同
様
に
定
期
金
賠
償
が
適
切
で
あ
る
」
と
論
じ
る
。

 

（
125
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
労
働
能
力
に
対
す
る
賠
償
に
限
定
さ
れ
ず
、
負
傷
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
生
じ
た
不
利
益
が
賠
償
の
範
囲
に
含
ま
れ
る
た
め
、
損

害
賠
償
の
範
囲
は
広
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

 

（
126
）　

ド
イ
ツ
法
で
は
、
介
護
費
用
に
限
ら
れ
ず
、
不
法
行
為
に
よ
っ
て
増
加
す
る
費
用
を
一
般
的
に
賠
償
の
対
象
に
含
め
る
た
め
、
損
害
賠
償
の
範
囲

は
広
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
ド
イ
ツ
法
は
不
法
行
為
に
よ
っ
て
生
じ
た
費
用
を
、
一
般
損
害
法
で
あ
る
民
法
典
二
四
九
条
を
通
じ
て
対

象
と
す
る
も
の
と
、
民
法
典
八
四
三
条
に
よ
る
も
の
と
に
分
類
す
る
た
め
、
全
て
を
民
法
七
〇
九
条
の
損
害
賠
償
の
範
囲
と
し
て
扱
う
日
本
法
と

は
枠
組
み
が
異
な
る
。

 

（
127
）　

子
の
死
亡
事
例
に
お
い
て
は
、
わ
が
国
で
は
全
額
が
相
続
の
対
象
と
さ
れ
る
の
に
対
し
、
ド
イ
ツ
法
で
は
想
定
さ
れ
る
扶
養
期
間
に
つ
い
て
の
み

の
賠
償
に
と
ど
ま
る
。
ま
た
再
婚
等
に
よ
り
扶
養
義
務
が
消
滅
し
た
と
さ
れ
る
事
例
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
法
で
は
損
害
賠
償
が
制
限
さ
れ
る
た
め
、

わ
が
国
の
解
決
と
は
異
な
る
こ
と
に
な
る
。

 

（
128
）　

ド
イ
ツ
法
は
、
原
則
と
し
て
定
期
金
賠
償
と
し
て
お
り
、
被
害
者
側
が
申
し
立
て
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
一
時
金
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
と

い
う
形
式
で
あ
る
た
め
、
訴
え
提
起
の
段
階
で
自
由
な
選
択
に
よ
り
定
期
金
賠
償
を
選
択
す
る
と
い
う
日
本
法
に
お
い
て
、
同
様
に
被
害
者
側
か

ら
一
時
金
に
変
更
す
る
た
め
の
要
件
を
、
民
事
訴
訟
法
一
一
七
条
の
要
件
に
よ
り
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は
、
さ
ら
に
検
討
を
要
す
る
。

　

本
稿
で
は
、
ド
イ
ツ
の
判
例
に
よ
っ
て
形
成
さ
れ
て
き
た
通
説
的
な
見
解
と
比
較
す
る
こ
と
で
定
期
金
賠
償
の
あ
り
方
を
検
討
し

第
四
章　

お
わ
り
に



（ ）268（甲南法学ʼ 24）64─3・4─  180

論　　　説

て
き
た
が
、
わ
が
国
に
お
い
て
定
期
金
賠
償
を
具
体
的
な
制
度
と
し
て
運
用
し
て
い
く
た
め
に
は
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
、
ど
の
よ

う
な
範
囲
で
定
期
金
賠
償
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
を
、
明
ら
か
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
特
に
、
令
和
二
年
判
決
で
判

断
さ
れ
な
か
っ
た
被
害
者
死
亡
の
場
合
の
定
期
金
賠
償
に
つ
い
て
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
の
相
続
構
成
を
採
用
す
る
か
ど
う
か
も
含

め
、
被
害
者
負
傷
に
よ
る
定
期
金
賠
償
と
、
性
質
お
よ
び
内
容
が
同
じ
も
の
と
評
価
し
う
る
の
か
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

こ
の
点
、
被
害
者
負
傷
の
場
合
と
区
別
し
て
、
誰
が
賠
償
請
求
を
す
る
の
か
、
す
な
わ
ち
当
該
損
害
賠
償
に
よ
り
ど
の
よ
う
な
救
済

を
実
現
す
る
の
か
と
い
う
視
点
か
ら
構
築
す
る
ド
イ
ツ
法
の
考
え
方
は
、
わ
が
国
に
お
い
て
定
期
金
賠
償
を
認
め
る
場
合
の
終
期
を

ど
の
よ
う
に
定
め
る
の
か
に
つ
い
て
参
考
と
な
る
。

　

ま
た
、
民
事
訴
訟
法
上
の
議
論
と
交
錯
す
る
が
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
定
期
金
賠
償
を
一
時
金
賠
償
に
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る

の
か
、
ま
た
そ
の
場
合
に
一
時
金
賠
償
の
金
額
は
ど
の
よ
う
に
算
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
の
か
に
つ
い
て
も
、
理
論
的
な
検
討
の
み

な
ら
ず
、
個
別
事
例
の
検
討
を
通
じ
て
明
ら
か
に
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
こ
の
点
は
、
わ
が
国
の
判
例
が
形
成
し
て
き
た
損
害
項

目
と
、
ド
イ
ツ
法
の
構
造
を
前
提
と
し
た
議
論
と
は
明
確
な
対
応
関
係
が
な
い
た
め
、
定
期
金
賠
償
を
選
択
で
き
る
損
害
項
目
を
明

ら
か
と
し
、
そ
の
上
で
、
一
時
金
賠
償
に
変
更
す
る
場
合
の
算
定
方
法
を
個
別
に
検
討
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

　

本
稿
は
、
わ
が
国
と
ド
イ
ツ
の
法
制
度
の
比
較
を
行
う
基
礎
的
な
段
階
に
す
ぎ
な
い
が
、
わ
が
国
に
お
け
る
定
期
金
賠
償
制
度
検

討
の
端
緒
と
し
て
、
実
務
上
の
問
題
点
も
含
め
て
今
後
の
検
討
課
題
と
し
た
い
。

 

本
稿
は
、
甲
南
学
園
平
生
記
念
人
文
・
社
会
科
学
研
究
奨
励
助
成
の
成
果
の
一
つ
で
あ
る
。




